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第３節 法人の県民税 

         及び事業税 

 

第１ 申告納付の指導 

１ 申告納付の指導 

 (1)  申告書等の送付 

    申告用紙の送付は、税務課において毎月一

括送付するものとする。 

 (2)  未申告法人の措置 

    ア 未申告法人の督促 

       確定申告の申告期限が到来したにもか

かわらず、未申告の法人に対しては速や

かに文書（下記文例参照）又は電話によ

り督促を行うこと。 

〔文 例〕 

         申告書の提出について 

               年  月  日から 

     貴社の          の事業年 

             
  年  月  日まで

 

               法 人 県 民 税 ・ 法 人 事 業 税 

    度分に係る     

             
  特 別 法 人 事 業 税 

       の申告書が未提出となっていますので  

      至急提出してください。 

        なお、税額を納付する場合は、申告納

付期限の翌日から納付の日までの期間

の日数に応じ、年 14.6％（納期限の翌日

から１月を経過するまでの期間につい

ては年 7 . 3％）の割合（当該期間の属す

る各年の延滞金特例基準割合（租税特別

措置法第 93 条第２項に規定する平均貸

付割合に年１％の割合を加算した割合）

が年 7.3％の割合に満たない場合は、そ

の年中においては、年 14.6％の割合にあ

っては延滞金特例基準割合に年 7.3％の

割合を加算した割合、年 7.3％の割合に

あっては延滞金特例基準割合に年１％

を加算した割合（当該加算した割合が年

7.3％の割合を超える場合は年 7.3％の

割合）とします。）を乗じて計算した金

額に相当する延滞金を税額に加算して

納付してください。 

    イ みなす申告のお知らせに係る留意事

項 

    法第 72 条の 26 第 11 項に規定する法

人及び清算中の法人は、みなす申告のお

知らせを送付する必要がないものであ

ること。 

２ 納税義務者の捕捉 

 (1)  県内法人（県内に主たる事務所等を有す

る法人（以下、本節において「県内法人」

という。）） 

   地方共同法人地方税共同機構（以下「機

構」という。）から提出される法人名簿・

申告決議データに記録されているが、新潟

県税務総合オンラインシステムに登録さ

れていない法人については、「法人二税ア

ンマッチリスト」に出力されるので、法人

設立届の提出をしょうようすること。 

   なお、当該法人の申告期限が近づいてい

るもの又は申告期限が経過しているもの

については、申告書の提出も併せてしょう

ようすること。 

   また、しょうように応じない場合は、速

やかに調査のうえ、新設法人調査書（基本

要綱第 30 号様式）により整理し、処理す

ること。 

 (2)  県外分割法人（県外に主たる事務所等を

有する分割法人（以下、本節において「県

外分割法人」という。）） 

   法人設立届の提出がない法人について

は、第 11 により調査を行い、把握に努め

ること。 

 

第２ 申告書の取扱い 

１ 申告受付の確認 

  申告書の提出年月日の確認は、税法上の租

税債権確定のうえに重要な影響を有するも

のであるから、受付印又は通信日付印の年月

日は明確に押印又は記入すること。 

  申告書が郵送されたものであるときは、発

信主義により、郵送の期間は含まれず、通信

日付印年月日が申告書提出の日となること。

ただし、申告納付期限後に発信された申告書

は、受理した日が申告書の提出日となるもの

であること。 

  なお、料金別納（後納）郵便又は通信日付 
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 印年月日が不明のもので、期限後申告と思わ

れるものは、通常要する送付日数により発信

年月日を推定すること。 

２ 申告書の精査検算 

  申告書に記載された課税標準又は税額が

正当に計算されていないため、更正等の処分

を行うことは納税者の申告意欲をそう失さ

せるばかりでなく、事務の繁雑をきたすため

申告書の提出があった場合には、税額及び税

率適用区分の正否、中間申告等に係る既納税

額の再検算、課税標準又は税額についての端

数計算、適用する分割基準の正否及びその算

定、課税事業と非課税事業とをあわせ行って

いる者の所得の算定、外形標準課税適用の正

否及び申告額等について必ず精査し、誤り等

を発見したときは直ちに訂正させ、記載もれ

又は関係書類等の添付もれ等がある場合は、

補正させて申告に係る誤りを未然に防止す

るように努めること。 

なお、法人県民税均等割の税率適用区分の 

基準は、各事業年度終了の日における資本金 

等の額（法人税法第２条第 16 号）によるも

のであるが、平成 27 年４月１日以後に開始

する事業年度については、法第 23 条第１項

第４号の２イ及びロの規定により計算した

資本金等の額が、各事業年度終了の日におけ

る資本金の額及び資本準備金の額の合算額

又は出資金の額を下回る場合には、資本金の

額及び資本準備金の額の合算額又は出資金

の額を法人県民税均等割の税率適用区分の

基準とすることに留意すること。 

３ 還付額等が記載してある申告書の取扱い 

  中間申告を要する確定申告書で、中間納付

額等の還付額が発生した場合には、確定申告

書（省令第６号様式、省令第６号様式（その

２）又は省令第６号様式（その３））は還付

申請書として取り扱われるから、「還付請求」

欄に記入のない場合には、記入させるように

すること。 

  なお、その場合は、第５に留意すること。 

 

第２の２ 電子申告等に係る事務の取扱

い 

 

 法第 747 条の２の規定に基づき、地方税に係

る申告等の手続きを電子情報処理組織その他

の情報通信技術を利用する方法により行わせ

る場合においては、以下の点に留意すること。 

１ 申告等の範囲 

eLTAX（地方共同法人地方税共同機構（以

下「機構」という。）が運営する地方税ポー

タルシステムをいう。）を利用して行うこと

ができる申告等（以下「電子申告等」という。）

は、次に掲げる申告等とする。 

(1) 法人県民税・法人事業税に係る予定申告、

中間申告、確定申告及び修正申告 

(2) 申告書の提出期限の延長の処分等の届出

・承認申請、申告書の提出期限の延長の取

りやめ等の届出、法人設立・異動届出及び

その他申請書により提出された届出書等 

２ 利用開始の届出 

(1) 電子申告等を行おうとする者から、予め

次に掲げる事項の届出を受けること。な

お、他税目で既に利用開始の届出を行って

いる場合は、対象とする税目を追加する届

出で足りること。 

ア 法人の名称及び所在地 

イ 代表者の氏名及び住所 

ウ 対象とする税目 

エ その他参考となるべき事項 

  この場合にあっては、当該届出に電子署

名を行い、当該電子署名に係る電子証明書 

 （eLTAX において利用可能な電子証明書に

限る。)と併せて、eLTAX を利用して送信す

ることにより行わせること。なお、当該届

出を行おうとする者が税理士法第２条第

１項第２号に規定する税務書類の作成を

委嘱 
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 し、当該委嘱を受けた者が届出を行う場合

には、当該委嘱をした者に係る電子署名を

行うこと及び電子証明書を送信すること

を要しない。 

また、本県以外の都道府県又は市町村に

対して届出を行った者は、当該届出を行う

ことを要しない。 

(2) (1)の届出を受理したときは、当該届出

の内容について新潟県税務総合オンライ

ンシステムの納税義務者登録情報と突合

し、審査を行うこと。 

３ 電子申告等の審査 

(1) eLTAX において受理した１(1)の申告に

ついては、第２、２の規定による精査検算

等により審査を行い、新潟県税務総合オン

ラインシステムへ連携処理を行うこと。 

(2) eLTAX において受理した１(2)の届出等

については、内容を審査した後、関係する

税目担当者へ提供又は当該届出等の情報

をオンライン入力すること。 

４ 申告等を行った者の署名等に代わる措置 

税理士法（昭和 26 年法律第 237 号）第 33

条第１項及び第２項並びに第 33 条の２第３

項の規定に基づく申告等において記載すべ

き事項とされた署名等に代わるものとは、当

該電子申告等に電子署名を行い、当該電子署

名に係る電子証明書を当該申告等と併せて

送信することをいう。 

５ 電子署名の付与等の簡素化に関する措置 

  総務省関係法令に係る行政手続等におけ

る情報通信の技術の利用に関する法律施行

規則第４条第２項ただし書に規定する行政

機関等の指定する方法は、次に掲げる方法と

する。 

  申告等を行おうとする者が、税理士法第２

条第１項第２号に規定する税務書類の作成

を委嘱し、当該委嘱を受けた者が電子情報処

理組織を使用して当該申告等を行う場合に

おいて、当該税務書類の作成を委嘱した者に

係る識別符号及び暗証符号を入力して申告

等を行うこと。 

  この場合には、当該税務書類の作成を委嘱

した者に係る電子署名を行うこと及び電子

証明書を送信することを要しない。 

６ 大法人の電子申告の義務化に係る対応 

以下対象法人が令和２年４月１日以後に

開始する事業年度の申告を行う場合は、法第

53 条第 65 項及び第 72 条の 32 第１項の規定

により、eLTAX を利用した申告（以下、「電

子申告」という。）を行わなければならない

ため、以下事項に留意すること。 

  なお、原則として対象法人の申告が電子申

告によりなされない場合は、不申告として取

り扱うこと。ただし、申告書の添付書類につ

いては、記載事項を記録した光ディスク等に

より提出できること。 

対象法人から書面により申告書等の提出

があった場合は、当該対象法人等に対し、電

子申告義務等について説明し、電子申告を行

うようしょうようすること。また、書面によ

り提出された申告書等については、返却又は

破棄すること。 

当該対象法人から申告期限までに電子申

告がない場合については、前記第１、１、(2)、

アの取扱いに準じて処理すること。また、不

申告加算金については、第 12、４、(1)によ

り取り扱うこと。 

  (1) 対象法人 
  ア 事業年度開始の時において資本金の

額又は出資金の額が、１億円を超える法

人 

イ 保険業法（平成７年法律第 105 号）に

規定する相互会社 

  ウ 投資信託及び投資法人に関する法律

（昭和 26 年法律第 198 号）に規定する

投資法人 

  エ 資産の流動化に関する法律（平成 10

年法律第 105 号）に規定する特定目的会

社 

  (2) 対象申告書等 

    確定申告書、中間（予定）申告書、仮決

算の中間申告書、修正申告書及びこれらの 
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 申告書に添付すべきものとされている書

類 

(3) 電子申告義務の特例 
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  ア eLTAX の故障その他の理由により、多

くの法人が電子申告を行うことが困難

であると認められる場合は、総務大臣が

告示により指定する期間内においては、

書面により申告書等を提出することが

できること。 
  イ e-Tax による申告が困難である場合の

特例の申請書を所轄税務署長に提出し

た法人が、法人税法第 75 条の５第１項

又は同法第 75 条の５第３項の却下の処

分を受けていない旨を記載した総務省

令で定める書類を申告書の提出期限の

前日までに、又は申告書に添付して当該

提出期限までに提出した場合は、当該税

務署長が指定する期間内においては、書

面により申告書等を提出することがで

きること。 

  ウ 法第 53 条第 69 項及び第 72 条の 32 の

２第１項等の規定により、電気通信回線

の故障、災害その他の理由により eLTAX

の利用が困難であると認められる場合

で、かつ、書面により申告書等を提出で

きると認められる場合において、都道府

県知事の承認を受けたときは、指定期間

内において、書面により申告書等を提出

することができるが、その取扱いに当た

っては次の点に留意すること。 

   (ｱ) 法第 53 条第 70 項及び第 72 条の 32

の２第２項に規定する申請書の提出

は、必ず期限内に行わせること。 
   (ｲ) 前記(ｱ)の申請書には、特例の適用

を受けることが必要となった理由を

証明する書類を添付させること。 

   (ｳ) 法人が承認を受けようとする期間の

認否については、申請に係る理由を

調査のうえ、電気通信回線の故障、

災害その他の理由の状況を勘案のう

え、妥当と思われる日を指定するこ

と。 

 

７ その他 

  この要綱に定めるもののほか、eLTAX の利

用については、機構の定めるところによる。 

 

 

第３ 申告納付期限等の延長 

 

１ 法人の決算に係る定時総会の招集時期に

応じた申告納付期限延長の取扱い 

    法第 53 条第 61 項（法人県民税に係る法人

税の申告納付期限延長の届出）及び第 72 条

の 25 第３項（法人事業税に係る申告納付期

限延長の承認手続）の規定により、届出又は

承認申請があった場合は次の点に留意する

こと。 

 (1)  法人県民税（県内法人） 

      法人税において、申告書の提出期限が延 

長された場合（通常事業年度終了の日から

３月まで（６月まで延長可能））には、法

人県民税の申告納付期限も自動的にその

期間だけ延長されることになるが、この場

合、当該延長された法人からの届出書（省

令第 13 号の２様式）によって次の処理を

行うこと。 

    ア 法人税資料との照合 

    法人からの届出書の提出（事業年度終

了後 22 日以内）があった場合には、そ

の内容を確認するため法人税の申告納

付期限延長の処分の結果と照合するこ

と。 

    なお、法人税における申告納付期限延

長の取消し、変更又は取りやめの届出が

あった場合についても同様に取り扱う

こと。 

  イ 関係市町村長に対する通知 

        法人税において、申告納付期限の延長

又は取消し若しくは変更があった旨の

届出があった法人については、当該法人

の 
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事務所等所在地の市町村長に対し、その

都度速やかに通知を行うこと。 

    なお、通知に際しては、当該法人から

の届出書のコピーを添付すること。 
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  ウ 関係都道府県知事に対する通知 

    ２以上の都道府県に事務所等を有する

法人（以下、本節において「分割法人」と

いう。）のうち県内に主たる事務所等を有

する法人（以下、本節において「県内分割

法人」という。）について、イの通知を行

うときは、あわせて当該法人の事務所等所

在地の都道府県知事あてに通知すること。 

  (2) 法人事業税（県内法人） 

      法人事業税について、申告納付期限延長の

承認申請書（省令第 13 号の２様式）の提出

があった場合は、原則として法人税の処分と

同様に措置すること。 

   なお、法人税の処分と異なる処分を行う必

要があると判断される場合には、関係税務署

長と協議を行い、双方の処分が同一となるよ

う配意すること。 

  ア 申告納付期限延長の取消し、変更等 

    申告納付期限の延長の承認を受けてい

る法人について、その後承認の内容を変更

する事情が生じたときは、法人税の取扱い

を参考として措置すること。また、当該法

人がその事業年度以後延長を取りやめる

場合は、政令第 24 条の４第６項の規定に

より、省令第 14 号様式の届出書を提出さ

せること。 

    イ 申告納付期限延長の処分等の通知方法 

   (ｱ) 申告納付期限の延長の承認申請書の

提出があった場合は、原則として当該申

請に係る事業年度終了の日から 15 日以

内に承認の認否について決議を行い、そ

の旨を様式通達第 61 号様式により当該

法人あて通知すること。 

   (ｲ) 申請納付期限の延長の取消し又は変

更の処分についても、その旨を当該法人

あて通知するものであること。 

    ウ 関係都道府県知事への通知 

    県内分割法人について、アの届出書の提

出があったとき又はイにより通知を行っ

たときは、その旨、当該法人の事務所等所

在地の都道府県知事あてに通知すること。 

 

 (3)  県外分割法人 

      申告納付期限延長に係る届出及び承認申

請は、主たる事務所等所在地の都道府県知事

に対して行われるものであり、県外分割法人

からの届出又は承認申請は必要ないもので

あること。 

   また、主たる事務所等所在地の都道府県知

事から通知を受けたのち、直ちに関係市町村

長あて通知を行うこと。 

２  通算法人の申告納付期限の延長の取扱   

 い 

    法第 53 条第 61 項、省令第３条の３（法人県

民税に係る法人税の申告納付期限延長の届出）

及び法第 72 条の 25 第５項（通算法人の法人事

業税に係る申告納付期限延長の承認手続）の規

定により、届出又は承認申請があった場合は次

の点に留意するほか、上記１(1)に準ずること。 

 (1)  法人県民税（県内法人） 

      法人税において、通算親法人について、申

告書の提出期限が延長された場合（通常事業

年度終了の日から４月まで（６月まで延長可

能））には、通算親法人及び通算法人である

通算子法人の法人県民税の申告納付期限も

自動的にその期間だけ延長されることにな

るが、法人からの届出書の提出期限は、省令

第３条の３の規定により、異なる場合がある

ことに留意すること。 

   また、通算子法人からの届出については、

法人税の通算親法人の申告納付期限延長の

処分の結果と照合するものであること。な

お、通算親法人が県外法人である場合につい

ては、通算子法人が所轄税務署に提出する申

告書の提出期限が延長されていることの確

認、あるいは、通算法人を所管する都道府県

の県税事務所等への確認をもって照合する

こととして差し支えないこと。 

 (2)  法人事業税（県内法人）  
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 法人事業税について、申告納付期限延長

の承認申請書の提出があった場合は、原則

として、当該申請に係る事業年度終了の日

から２月以内に承認の認否について決議を 

行い、その旨を様式通達第 61 号様式により

当該法人あて通知すること。 

   また、通算承認の取消し処分又は取りや

めの承認を受けたことなどにより通算法人

以外の法人となった場合の各事業年度の申

告納付期限については、当該法人が通算承

認前に法第 72 条の 25 第３項の承認を受け

ていたか否かによって、申告納付期限を適

用すること。 

   したがって、法第 72 条の 25 第３項の規

定の承認を受けずに第５項の承認を受けた

通算法人が通算法人以外の法人となった場

合には、第３項の規定の承認がない限り、

事業年度の終了の日から２月が申告納付期

限となること。 

３ 災害等の発生により決算が確定しない場合 

等の申告納付期限の延長の取扱い 

 (1)  法第 72 条の 25 第２項及び第４項の規定

による決算の不確定及び条例第９条の規定

による災害その他やむを得ない理由がある

場合には、申告納付期限を延長することが

できるが、その取扱いにあたっては次の点

に留意すること。 

   なお、この場合の「災害その他やむを得

ない理由」とは、風水害、地震、火災、法

令違反の嫌疑等による帳簿書類の押収及び

これに準ずるものをいい、単に計算書類の

作成の遅延により事業年度終了の日から２

月以内に決算が確定又は決算しないような

場合は含まれないものであること。 

    ア 災害等に係る申告書の提出期限の延長

の承認申請書（省令第 13 号様式）又は申

告、納付等の期限の延長申請書（規則第

46 号様式）の提出は、災害その他やむを

得ない理由がやんだ後相当の期間内に行

わせること。 

  イ 前記アの申請書には、延長の理由を証

する書類を添付させること。 

  ウ 法人が指定を受けようとする日の認否

については、申請に係る理由を調査のう

え、災害その他やむを得ない理由の状況、 

   その理由の消滅の時期、決算手続に着手

し得る時期、決算手続に通常要する日数

等を勘案のうえ、妥当と思われる日を指

定すること。 

    なお、当該指定に際しては、法人税の

取扱いと同一となるよう関係税務署長と

協議を行うこと。 

 (2) 前記１及び２により申告納付期限の延長

が認められている法人の災害等の発生によ

り決算が確定しない場合の措置 

   法第 72 条の 25 第３項及び第５項の規定

により申告納付期限の延長が認められてい

る法人について、災害その他やむを得ない

理由によってなお決算が確定しない場合の

取扱いは次の点に留意すること。 

    ア 事業年度終了の日から２月を経過した

日前に災害その他やむを得ない理由が生

じた場合には、当該事業年度分の法人事

業税に限り法第 72条の 25 第 16項の規定

により、前記１による申告納付期限の延

長の処分がないものとみなして、災害等

により決算が確定しない場合の申告納付

期限の延長の規定を適用することができ

るものであること。 

  イ 前記１及び２により申告納付期限の延

長が認められている法人が、災害等によ

り決算が確定しないため、その延長され

た期限内に法人事業税の申告納付をする

ことができないと認められる場合につい

ては、法第 72 条の 25 第６項の規定によ

り、当該申告納付期限の延長以後の期間

は災害等による決算が確定しない場合の

申告納付期限の延長として取り扱われる

ものであり、前記アの取扱いと異なるも

のであること。 
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(3) 前記(2)ア、イを図で示すと下表のように 

   

４ 申告納付期限延長の事務処理 

 (1)  前記１及び２による申告納付期限を延

長した場合、延長後の当該法人の申告納付

期限は、取消し、変更又は取りやめの届出

のない限り継続的に延長されることとな

るので、必ずこれをオンライン入力するこ

と。 

 (2)  申告納付期限の延長された法人が、解散

又は合併を行った場合は、速やかに延長の

取りやめの届出書を提出させること。 

５ 総務大臣の指定による申告等に係る期限

の延長の取扱い 

 (1) eLTAX の故障その他やむを得ない理由に

より、多くの法人が期限までに申告等をす

ることができないと認めるときは、法第 20

条の５の２第２項の規定により、総務大臣

が対象となる行為、対象者の範囲及び期日

を指定して、当該期限を延長することがで

きるものである。なお、eLTAX を利用して

行うことができる申告等は、前記第２の

２、１のとおりである。 

 (2) 上記(1)の指定があった場合には、総務

大臣が告示及び地方団体の長に通知する

こととなっていることから、通知があった

場合には対象者の把握等に留意すること。 

 

 

 

第４ 更生会社の取扱い 

 

１ 更生会社の事業年度 

    会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）の

規定による更生会社（金融機関等の更生手続

の特例等に関する法律（平成８年法律第 95

号。以下、本節において「更生特例法」とい

う。）の規定による更生協同組織金融機関及

び更生会社を含む。）の事業年度は、更生手

続の開始決定があったときに終了し、これに

続く事業年度は、定款の定めにかかわらず、

計画の認可決定又は更生手続開始決定の取

消決定、更生計画の不認可決定、若しくは更

生手続の廃止の決定の日までが一事業年度

となるのであるが、会社更生法又は更生特例

法の規定を適用する場合における法人の事

業年度は、更生手続の開始決定のあったとき

は、当該決定のあったときに終了し、これに

続く事業年度は更生計画の認可決定又は更

生手続の終了に関する決定があるまでは、当

該更生手続の開始決定のあった日の翌日か

ら１年間ごとに一事業年度となるものであ

ること。 

２ 更生計画の認可決定のあった場合の事業

年度 

    更生会社について、事業年度の中途におい 

                              監査延長に伴う申告納付延長期限 

                      法定申告納付期限    災害等による申告納付延長期限 

  Ａ事業年度   

  

Ａ事業年度終 

了の日から２ 

月を経過する 

日前の災害等 

の発生 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  ア 

 

 

   

 災害発生 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  法第 72 条の 25 第 14 項災害延長期間 

 

  

Ａ事業年度に 

係る延長され 

た期限内の災 

害の発生 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  イ 

 

 

   

 災害発生 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 法第 72 条の 25 第６項災害延長期間 

 監査延長に伴う延長期間  
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て更生計画の認可又は更生手続開始決定の

取消し等更生手続の終了があったときは、そ

の事業年度は当該更生計画の認可決定又は

更生手続の終了に関する決定があった日に

おいて終了し、これに続く事業年度は定款に

定める事業年度終了の日において終了する

こととなるのであるから留意すること。 

３ 更生会社の中間申告 

    更生会社の更生手続開始決定のあった日

の翌日を含む事業年度から更生計画の認可

決定又は更生計画の終了に関する決定のあ

った日を含む事業年度までの各事業年度に

ついては、会社更生法第 232 条第３項及び更

生特例法第 321条の２第３項の規定により中

間申告は必要としないのであるから留意す

ること。 
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４ 新会社が旧会社の租税公課を負担した場 

 合 

    新会社が更生計画の定めるところにより

解散する会社（旧会社）の租税公課を負担し

た場合は、新会社から地方税に係る未納の徴

収金を徴収できるものであること。 

５ 新会社が更生会社の欠損金を引き継いだ

場合 

    更生計画の定めるところにより設立した

新会社がその設立にあたり更生会社から欠

損金の額を引き継いだ場合においても、これ

を認めないものであること。 

６ 更生会社の更生手続開始決定等があった

場合の処理 

 (1)  更生手続開始の申立てがあった場合は、

当該法人に係る未賦課分について調査し、

未賦課分がある場合は、遅滞なく課税する

こと。 

 (2)  更生計画の開始決定後、当該法人から申

告書の提出があった場合又は当該法人に

対し更正、決定若しくは加算金の決定を行

った場合は、速やかに収税課にその旨の連

絡を行うこと。 

 

第５ 中間納付等に係る還付請求の取 

扱い 

 

  法第 53 条第 32 項、法第 72 条の 28 第４項、

政令第９条の２及び政令第 25 条の規定による

中間納付額の還付については、確定申告書によ

る還付請求があった場合は、第２に定めるほ

か、次の事項に留意すること。 

１ 還付請求額 

    還付請求欄における中間納付等の額は、確

定申告書の｢この申告により納付すべき法人

税割額｣欄の額（赤字に限る。）、「この申

告により納付すべき事業税額」欄の額（赤字

に限る。）、「この申告により納付すべき均

等割額」欄の額（赤字に限る。）及び「この

申告により納付すべき特別法人事業税額」欄

の額（赤字に限る。）の合計額と一致するも

のであること。 

なお、法人県民税について、法人税割額若

しくは均等割額のいずれか一方に還付が生

ずる場合には、当該還付すべき額についての

み還付請求欄に記載されるものであること。 

２  申告書受付時の確認 

１の還付請求欄以外の各欄に赤字の記載

がある確定申告書については、還付請求欄の

記載の有無を確認のうえ、受け付けること。 

なお、申告期限後に提出のあった確定申告

書における中間納付額の還付に係る還付加

算金の計算においては、当該期限の翌日から

当該申告書の提出の日までの期間は除算さ

れるものであること。 

 

第６ 利子割控除額の取扱い 

 

１ 控除不足額の還付請求 

 地方税法の一部を改正する法律（平成 25

年法律第３号）第２条の規定による改正前の

法（以下、この節において「平成 25 年旧法」

という。）第 53 条第 40 項の規定及び地方税

法施行令の一部を改正する政令（平成 25 年

政令第 173 号）の規定による改正前の政令第

９条の９の２の規定による利子割額の還付

請求については、確定申告書又は清算確定申

告書の還付請求欄に還付請求すべき利子割

額を記載することにより還付請求書に代え

ることができるものであるから、第２に定め

るほか、次の事項に留意すること。 

 (1)  還付請求額 

    還付請求欄における利子割額は、法人税

割額の計算上控除しきれなかった利子割

額が記載されるものであり、確定申告書

（省令第６号様式）の利子割額に関する計

算欄「控除しきれなかった金額」と一致す

るものであること。（平成 25 年旧法第 53

条第 39 項に規定する均等割充当の申出が

ある場合を除く｡)     

 (2)  申告書受付時の確認 

     「利子割額に関する計算」欄の「控除し

きれなかった金額」欄に記載がある場合に

は、同金額が「還付請求」欄の「利子割額」 

  欄に記載されていることを確認の上、受付 
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  すること。 

   なお、平成 25 年旧法第 53 条第 39 項に

規定する均等割充当の申出がある場合は、

「還付請求」欄の「利子割額」欄とは同金

額とならないものであること。 

２ 控除額無申告法人 

 (1)  確定申告納付時の取扱い 

     利子割額を課された法人が、確定申告納

付時において、申告書、若しくは、地方税

法施行規則の一部を改正する省令（平成 25

年省令第 66 号）の規定による改正前の省

令第９号の２様式及び第９号の３様式（以

下、本節において「控除明細書」という。）

に控除されるべき額、若しくは、その計算

に関する明細及び当該控除すべき額に係

る都道府県別明細の記載をせず、又は、控

除明細書を添付しなかった場合は、当該

（確定申告納付）時点においては、控除さ

れないものであること。 

  （電話確認又は控除明細書の送付により速

やかに訂正できるものを除く｡) 

 

 

第７ 分割法人の取扱い 

 

 分割法人に係る分割額等の事務処理につい

ては、他の都道府県との関連もあるので、迅速

かつ正確を期すること。 

１ 県内分割法人 

 (1)  更正、決定等の確定処理がなされた場合

においては、遅滞することなく法人県民

税、法人事業税に係る課税標準額等の通知

について（基本要綱第 32 号様式）を作成

し、関係都道府県知事あて通知すること。 

   この場合、加算金等の徴収については、

特に慎重に取り扱い、その結果を明確に通

知すること。 

 (2)  本社他県の法人が、法人税において本県

内に所在する事務所等の所在地に納税地

を指定した場合においては、県内分割法人

又は非分割法人として取り扱うこと。 

２ 県外分割法人 

  県外分割法人に係る法人の課税標準額等

の通知書を受理した場合において更正又は

決定を要するものは、その通知を受けた月の

調定として処理すること。 

３ 分割課税標準額等の処理 

 (1)  分割基準の錯誤があったことによる関

係都道府県知事との協議に関しては、関係

都道府県知事に対し、法第 72 条の 48 の２

第４項から第６項の規定による必要な措

置を講ずること。 

 (2)  分割法人が、分割基準に誤りがあったこ

とにより、関係都道府県の分割課税標準額

又は事業税額に過不足がある場合には、そ

の不足税額に対しては、課税標準額の総額

が異ならない場合であっても、修正申告等

によるもの又は更正決定の処分があった

ことによる過少申告加算金又は不申告加

算金については、普通法人と同様法第 72

条の 46 
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第１項から第６項により処理するもので

あること。 

 (3)  １(1)、及び２により処理の終了したも

のについては、時期を失することなく、市

町村民税の法人税割に係る課税標準額等

の通知書（基本要綱第 35 号様式又は第 36

号様式）を作成し、関係市町村長あてに送

付すること。 

４ 分割法人に係る少額増差税額の徴収猶予

の取扱い 

 (1)  徴収猶予の承認要件 

   法第 15 条の４第２項の規定による届出

書（省令第１条の４の規定により申告又は

修正申告書に届出書に代わる必要事項を

記載した場合を含む。以下、本節において

「届出書等」という。）の提出があった場

合、次のすべての条件を満たしているとき

に限り、承認できること。 

    ア 偽りその他不正の行為によって県民

税又は事業税を免れた場合でないこと。

（法第 15 条の４第１項） 

    イ 分割法人が県民税の修正申告書を提

出した場合は、当該申告書に係る事業年

度に係る確定申告書等が提出されてい

ること。（政令第６条の９の２第２項第

２号） 

    ウ 分割基準の修正に基づく県民税の更

正を行った場合は、当該更正の通知を受

けた日までに当該事業年度に係る事業

税の修正申告書を提出していること。

（政令第６条の９の２第２項第３号） 

    エ 事業税の修正申告書を提出した場合 

      は、当該申告書に係る事業年度の事業税 

    の申告書が提出されており、かつ、当該  

    修正申告書の提出が義務的修正申告書  

を提出しなかったことに基づくもので 

ないこと。(政令第６条の９の２第２項 

第 4 号)  

 オ 届出書等に記載されている徴収猶予 

を受けようとする事業年度の確定申告 

書等に係る税額について未納がないこ 

と。（政令第６条の９の２第２項第１号） 

 (2)  承認、不承認の要件調査及び確認 

   提出された届出書等に基づき承認要件

の調査を行い、省令第１号様式の「上記の

税額」欄又は省令第６号様式の「法第 15

条の４の徴収猶予を受けようとする税額」

欄の金額を記入すること。 

 

第８ 申告調定事務 

 

１ 調定手続 

  賦課及び調定事務処理は、電算処理とし、

電算により作成された調定（賦課）決議書に

より調定（賦課）決議を得ること。 

２ 中間、確定及び修正申告書の提出があった 

場合の調定の取扱い 

  申告書による調定は、原則として申告書の

提出があった日に調定事務を行うものとし、

減額される税額の発生している申告書につ

いては、「第５ 中間納付等に係る還付請求

の取扱い」により速やかに減額手続を行うこ

と。 

  この場合、法人事業税に係る申告書で期限

後申告のものは不申告加算金の調定を直ち

に行うこと。 
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３ みなす申告の取扱い 

  中間申告期限までに申告がない法人につ

いては、申告書発送受付整理簿により把握確

認（必要に応じて法人又は税理士に連絡して

確認）のうえ、４回目調定までにオンライン

入力すること。 

  なお、みなす申告税額は、次により算出す

ること。 

 (1)  当該事業年度開始の日から、６月を経過

した日の前日までに、前事業年度の税額と

して確定した所得割額、付加価値割額、資

本割額、収入割額又は法人税割額（分割法

人の場合は本県分の所得割額、付加価値割

額、資本割額、収入割額又は法人税割額）

……………………………………………Ａ 

 (2)  前事業年度の月数（暦に従い計算し１月

に満たない端数は１月とする。）…………

………………Ｂ 

 (3)  均等割額………………………………Ｃ 

 (4)  ６月の期間中に事務所等を有していた

月数（暦に従って計算し１月に満たないと

きは１月とし、１月に満たない端数は切り

捨てる。）………………………………Ｄ 

 

  ア 事業税→所得割額Ａ × ６/Ｂ 

       ＋付加価値割額Ａ × ６/Ｂ 

       ＋資本割額Ａ × ６/Ｂ 

       ＋収入割額Ａ × ６/Ｂ 

       ＝みなす申告税額 

 

  イ 県民税→（Ａ×６/Ｂ）＋（Ｃ×Ｄ/12） 

       ＝みなす申告税額 
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第９ 更正の請求の取扱い 

 

 更正の請求の取扱いについては、第１章第３

節に定めるほか、次の事項に留意すること。 

１ 更正の請求となる申告 

  更正の請求の対象となる申告書は、各事業

年度の法第 72 条の 25 及び第 72 条の 28 の規

定による申告に限られるのであるが、法第 72

条の 26 第 11 項に規定する公益法人及び人格

のない社団等の各事業年度の申告について

も更正の請求の対象となるものであるから

留意すること。 

２ 申告書に記載した課税標準額等又は税額

等の計算が「地方税に関する法令の規定に従

っていないこと」又は「計算に誤りがあった

こと」に該当するもの 

  次に掲げるものは、法第 20 条の９の３第

１項に規定する申告書に記載した課税標準

額等若しくは税額の計算が、「地方税に関す

る法令の規定に従っていないこと」又は「計

算に誤りがあったこと」に該当するものとし

て取り扱うこと。 

 (1)  売上げがなく又は当期の売上げでない

にもかかわらず当期の売上げに計上した

こと。 

 (2)  当期の費用であるにもかかわらず損金

に算入しなかったこと。 

 (3)  欠損金の繰越控除を行わなかったこと。 

 (4)  税率の適用を誤ったこと。 

 (5)  非課税所得があるにもかかわらず控除

しないで申告したこと。 

 (6)  分割法人であるにもかかわらず県内に

のみ事務所等を有する法人（以下、本節に

おいて「非分割法人」という。）として申

告したこと。 

 (7)  収入金額課税事業に係る収入金額の算

定上、控除項目の各収入金額を控除しない

で申告したこと。 

 (8) 法第 72 条の２第１項第１号イの法人（以

下、本節において「外形標準課税対象法人」

という。）及び法第 72 条の２第１項第３

号イの法人の場合は、課税標準である付加

価値額及び資本金等の額の計算における

次の場合も含まれるものであること。 

    ア 雇用安定控除額等を控除しなかった

こと。 

    イ 報酬給与額、純支払利子又は純支払賃

借料若しくは資本金等の額に含まれな

い金額を含めて付加価値額又は資本金

等の額の計算したこと。 

    ウ 付加価値額の計算上、欠損の単年度損

益を減算しなかったこと。 

３ 請求期限の延長 

  条例第９条の規定による期日の指定につ

いては、まん然と指定することなく、法人の

申請に係る理由を検討し、理由の状況、その

理由の消滅時期、請求手続に着手することが

できる時期、請求手続に通常要する日数等を

勘案して客観的に妥当と思われる日を指定

すること。 

４ 法第 20 条の９の３の規定に基づく更正の

請求等 

  法人は、法第 20 条の９の３の規定に基づ

き、法定納期限から５年以内に限り更正の請

求を行うことができることに留意すること。 

  また、更正の請求に係る請求内容を適正と

認め、法第 55 条第１項又は同条第３項の規

定により更正する場合、当該更正の期間制限

は、原則として法第 17 条の５第１項のより、

法定納期限の翌日から起算して５年以内と

なること。 

  ただし、法人から法第 20 条の９の３の期

間制限（法定納期限から５年以内）の前６月

以内になされた更正の請求に係る更正にあ

っては、法第 17 条の５第２項の規定により、

当該更正の請求があった日から６月を経過

する日まで、することができることに留意す

ること。 
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５ 減額更正等の処理 

 (1)  事業税の所得割のみを申告納付すべき

法人 

    ア 法第 72 条の 39 の規定が適用される法

人から更正の請求があった場合は、イの

場合を除き、法人税の処理結果を待って

更正を行うこと。 

  イ 法人税と事業税の取扱い上の相違（例

えば、法人税において欠損金の繰戻し還

付を受けた場合の事業税の繰越控除等）

に基づく計算の誤りにより所得金額が

過大であるもの又は税額計算の誤りに

より事業税額が過大となっているもの

については、事業税のみについて更正の

請求を要するが、この場合は自主的に事

業税の更正を行うこと。 

    ウ 法第 72 条の 41 の規定が適用される法

人で、その課税標準算定の基礎が法人税

の所得と関連しているものは、アに準じ

て処理して差し支えないものであるこ

と。 

 (2)  (1)以外の法人 

    ア 外形標準課税対象法人及び法第 72 条

の２第１項第３号イの法人のうち所得

割について法第 72 条の 39 が適用される

法人からの更正の請求 

    原則として、所得金額については法人

税の処理結果に基づき、付加価値額及び

資本金等の額については実地調査によ

って事業税額を更正すること。 

    また、所得金額以外の課税標準につい

てのみ異動がある場合で、実地調査の結

果、所得金額が過大となる場合は法第 72

条の 40 の規定に基づき税務署に対し法

人税の更正又は決定を請求すること。 

  イ 税額計算の誤りにより税額が過大と

なっているものについては、自主的に更

正を行っても差し支えないこと。 

６ 更正の請求の特例 

  法人からの更正の請求については法第 20

条の９の３の規定のほか法第 53 条の２及び

法第 72 条の 33 において特例が定められてい

るので取扱い上留意すること。 

７ 分割基準の誤りによる更正の請求 

 (1)  県内分割法人からの更正の請求は、省令

第６条の４による第 10 号の２様式及び第

６条の５による第 10 号の３様式により行

うこととなっているので、この請求書が提

出された場合には精査したのち、次の処理

を行うこと。 

  ア 更正の請求を行う法人に対する処理 

    省令第 10 号の２様式の下記余白に奥

書証明（下記例文）をし、当該届出があ

ったことを証する文書を交付すること。 

 

 上記のとおり届け出のあったことを証明します。 

      年  月  日 

     新潟県  地域振興局長 

        （氏     名）  印 

 

  イ 関係道府県知事に対する処理 

    アで処理した奥書証明済みの「分割基

準の修正に関する届出書」をコピーし、

関係道府県へ通知すること。   
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 (2)  県外分割法人が本県に更正の請求を行

う場合は、更正の請求書に主たる事務所等

所在地の都道府県知事あて省令第６条の

４第２項各号の事項を届け出たことを証

する文書の添付が必要であるので留意す

ること。 

８ 請求の理由のない旨の通知 

  法第 20 条の９の３第４項の規定による更

正の請求の理由のない旨の通知をする場合

には、請求の事業年度の申告に係る所得金額

等を是認する場合又は申告に係る所得金額

等を増額更正する場合であること。 

９ 更正の請求に対する処分との関係 

  事業税について更正の請求があった場合

においては、その処分として当該請求に係る

事業年度分について更正をし、又はその請求

の理由のない旨の通知をするのであるが、法

第 72 条の 39、第 72 条の 41 又は第 72 条の

41 の２の規定による更正と、更正の請求に対

する処分との関係は次のとおりであるから

留意すること。 

 (1)  外形標準課税対象法人及び法第 72 条の

２第１項第３号イの法人以外の法人 

  ア 所得金額等を是認する場合 

    法第 20 条の９の３第４項の請求の理

由がない旨の通知 

  イ 所得金額等を減額更正する場合 

    法第 72 条の 39 及び第 72 条の 41 の更

正通知 

  ウ 所得金額等を増額更正する場合 

    法第 20 条の９の３第４項の請求の理

由がない旨の通知並びに第 72 条の 39 及

び第 72 条の 41 の更正通知 

 (2)  外形標準課税対象法人及び法第 72 条の

２第１項第３号イの法人 

  ア 課税標準額等及び事業税額を是認す

る場合 

    法第 20 条の９の３第４項の請求の理

由がない旨の通知 

  イ 課税標準額及び事業税額を減額更正

する場合 

    法第 72 条の 39、第 72 条の 41 及び第

72 条の 41 の２の更正通知 

  ウ 課税標準額及び事業税額を増額更正

する場合 

    法第 20 条の９の３第４項の請求の理

由がない旨の通知並びに第 72 条の 39、

第 72 条の 41 及び第 72 条の 41 の２の更

正通知 

 

第 10 外形標準課税対象法人の徴収猶 

予の取扱い 

１ 徴収猶予ができる場合 

  外形標準課税対象法人が法第 72 条の 38 の

２第１項又は第６項に該当する場合におい

て、申告納付する事業税（付加価値割、資本

割及び所得割に限る。）を納付することが困

難であると認めるときは、当該法人の申請に

基づき当該事業税の納期限の翌日から３年

以内の期間に限り、当該事業税の全部又は一

部の徴収を猶予することができるものであ

ること。 

  なお、徴収の猶予を行うにあたっては、収

税課と緊密な連携の上で事務処理を行うこ

と。 

２ 徴収猶予の要否の判定 

 (1)  徴収猶予の要件 

  ア 法第 72 条の 38 の２第１項第１号及び

第６項第１号による場合（過去３年間所

得がないこと（繰越欠損控除後、所得が

ないものを含む。））で、次の要件に該

当する場合 

     (ｱ) 経営の状況が著しく悪化し、又は悪

化するおそれがあると認められ、か

つ、これによってその地域における雇

用の状況その他地域経済に重大な影

響を及ぼし、又は及ぼすおそれがある

と認められる法人であること。（政令

第 31 条第１項） 

     具体的には、会社更生法の「更生手

続」を行っている法人、民事再生法（平

成 11 年法律第 225 号）の「再生手続」

を行っている法人、又は、株式会社産

業再生機構法（平成 15 年法律第 27 号） 

        の「支援決定」をうけている法人で、 

  徴収猶予期間中に県内に事務所等が 

  存続すると認められるもの等である 

  こと。 

   (ｲ) 資金繰りの状況等から納付が困難 

    で 
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       あること。 

     (ｳ) 県税に未納がないこと。 

  イ 法第 72 条の 38 の２第１項第２号及び

第６項第２号による場合（設立５年以内

で当該事業年度の所得がないこと。（繰

越欠損控除後、所得がないものを含

む。））で、次の要件に該当する場合 

     (ｱ) 著しい新規性を有する技術又は高

度な技術を利用した事業活動を行っ

ている法人であって、当該事業活動が

地域経済の発展に寄与すると認めら

れること。（政令第 31 条第２項） 

     具体的には、特許又は実用新案の出

願又は登録をし、当該特許等を利用し

た事業活動を行う法人、中小企業等経

営強化法（平成 11 年法律第 18 号）の

「異分野連携新事業分野開拓計画」の

認定を受けている法人又は新技術等

に基づく創造的事業として県又は公

益財団法人にいがた産業創造機構の

助成金等を受けている法人で、徴収猶

予期間中に県内に事務所等が存続す

ると認められるもの等であること。 

     (ｲ) 資金繰りの状況等から納付が困難

であること。 

     (ｳ) 県税に未納がないこと。 

 (2)  徴収猶予の申請期限 

   徴収猶予の申請は、当該事業税の申告書

の提出期限までに申告書と併せて行わな

ければならないこと。 

   したがって、法第 72 条の 25、第 72 条の

26及び第 72条の 28の規定による申告納付

期限後に申請があった場合には、猶予は認

められないこと。 

３ 徴収猶予申請の取扱い 

  徴収猶予の申請は、規則第 70 号様式によ

ることとなっているが、受付にあたっては、

次の事項に留意すること。 

 (1)  添付書類 

   申請書には、次に掲げる書類等を添付さ

せること。 

  ア 前記２(1)アに該当するもの 

     (ｱ) 会社法（平成 17 年法律第 86 号）第

435 条第２項若しくは第 617 条第２項

に規定する計算書類及び事業報告並

びにこれらの附属明細書若しくは企

業内容等の開示に関する内閣府令（昭

和 48 年大蔵省令第５号）第１条第 18

号に定める書類（有価証券報告書）又

はこれらの書類の作成を要しない法

人にあっては、これに準ずるもの 

     (ｲ) 資金計画書（資金繰計画書） 

     (ｳ) 会社更生法の更生手続を行ってい

る法人又は民事再生法の再生手続を

行っている法人は、(ｱ)及び(ｲ)に代え

て、認可決定を受けた「更生計画書」

又は「再生計画書」を提出することと

して差し支えないこと。 

     (ｴ) 徴収猶予現況届出書（任意様式） 

     (ｵ) 担保の提供書 

  イ 前記２(1)イに該当するもの 

     (ｱ) 前記ア(ｱ)の書類 

     (ｲ) 資金計画書（資金繰計画書） 

     (ｳ) 特許、実用新案等の利用契約書、証

明書等の新規技術等を利用した事業

活動であることを証する書面又は新

技術等に基づく創造的事業等に係る

助成金等の交付申請・交付決定の写し 

     (ｴ) 徴収猶予現況届出書（任意様式） 

     (ｵ) 担保の提供書 

  ウ 前記ア又はイの添付書類によって徴

収猶予の適否を判定できない場合にあ

って、地域振興局長は、適宜必要とする

書類を提出させることができること。 

 (2)  申請書類の精査 

   徴収猶予の申請があったときは、申請書

の記載事項について、精査するとともに、

前記(1)の書類が添付されていることを確

認の上、受け付けること。 

４ 担保の提供 

   次の場合を除き、徴収を猶予する場合に

は、法第 16 条第１項に掲げる担保を徴し

なければならないこと。 

 (1)  猶予する税額が 100 万円以下のとき 

 (2) 猶予の期間が３月以内であるとき 

 (3) 法第 16 条第１項各号に掲げる担保がな

い 
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とき 

(4) 担保を提供することによって、事業の継

続に著しい支障が生ずると認められると

き 

５ 調査、決議及び事後指導 

 (1)  調査 

   徴収猶予申請書を受け付けた場合は、速 

やかに２(1)の要件の適否を調査し、調査 

書（別記様式２）を作成すること。 

 (2)  徴収猶予の決議 

   調査の結果、徴収猶予を決定する場合

は、様式通達第 57 号様式によって、収税

課に合議の上、申請書の受付後 10 日以内

に地域振興局長（県税部長専決）の決裁を

受けること。 

   なお、徴収猶予の許可は、各事業年度の

申告書等によって当該法人の経営の状況

を確認する必要があるため、原則、１年を

限度として行うこと。 

 (3)  抵当権の登記及び記録 

   徴収猶予を許可した場合で、担保として

不動産の提供があったとき、収税課は第５

章第２節「担保の徴取と処分」により処理

すること。 

 (4)  猶予金額の納付指導等 

   猶予（分納）期限前に文書又は電話によ

り事前に履行を催促すること。 

   また、徴収猶予期間内にその猶予金額に

ついて新たに督促及び滞納処分（交付要求

を除く。）を行わないこと。（法第 15 条

の２の３第１項） 

６ 猶予の取消 

 (1)  次のいずれかに該当したときは、猶予の 

  取消しを行うこと。 

  ア 繰上徴収に該当したとき（法第 15 条

の３第１項第１号） 

  イ 納付計画が履行されないとき（法第 15

条の３第１項第２号） 

  ウ 増担保の提供等に応じないとき（法第

15 条の３第１項第３号） 

  エ 新たに当該猶予に係る徴収金以外の

徴収金を滞納したとき（法第 15 条の３

第１項第４号） 

オ 偽りその他不正な手段により当該猶

予の申請がされたことが判明したとき

（法第 15 条の３第１項第５号） 

  カ 業況等の好転により資力が回復した

とき（法第 15 条の３第１項第６号） 

  キ 猶予した事業税の申告に係る事業年

度後の各事業年度について確定申告を

その提出期限までに提出しなかったと

き（法第 72 条の 38 の２第８項） 

  ク 中間申告納付に係る事業税額の猶予

を受けた法人が当該事業年度の確定申

告をその提出期限までに提出しなかっ

たとき又は当該年度の所得があるとき

（法第 72 条の 38 の２第９項） 

 (2)  猶予を取消すときは、様式通達第 59 号

様式により通知すること。 

７ 猶予事務系統図 

 

徴収猶予の申請  規則第 70 号様式 

          規則第 26 号様式 

         （担保提供書添付） 

 

調  査 （面接又は臨場） 

 

 

調査書の作成 

 

 

 

 

 

徴収猶予の許可 

決     議 

 

 

徴収猶予の不許可 

決      議 

様式通達第 57 号様式  様式通達第 58 号様式 

 

 

抵当権の登記及び登録 

 

 

分割納付 

 

 

（不履行等）  

徴収猶予の取消決議 

  様式通達第 59 号様式 

 

担保の処分 

８ 徴収猶予の期間の延長 

  猶予を許可した場合において、その猶予し 

た期間内にその猶予した金額を納付するこ

とができないやむを得ない理由があると認

める 
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 ときは、当該法人の申請により、その期間を 

延長することができる。 

  なお、徴収猶予の延長は、各事業年度の申

告書等によって当該法人の経営の状況を確

認する必要があるため、原則、１年を限度と

して行うこと。 

  ただし、その期間は、既に当該法人につい

て徴収猶予した期間とあわせて６年を超え

ることはできないことに留意すること。 

 

第 10 の２ 租税条約に基づく県民税、事 

業税及び特別法人事業税の徴収猶予の取

扱い 

 

１ 徴収猶予ができる場合 

法人が法第 55 条の２第１項又は第 72 条の

39 の２第１項の規定に該当する場合におい

て、当該法人の申請に基づき、申告納付、更

正又は決定により納付すべき県民税（法人税

割に限る。）、事業税（所得割及び付加価値

割に限る。）、特別法人事業税又は加算金（過

少申告加算金、不申告加算金又は重加算金）

の全部又は一部の徴収を猶予することがで

きるものであること。 

  なお、徴収の猶予を行うにあたっては、収 

 税課と緊密な連携の上で事務処理を行うこ

と。 

２ 徴収猶予の要件 

 (1) 法人が、租税条約の規定に基づき、国税

庁長官に対し、当該租税条約に規定する申

立て（租特法第 66 条の４第１項、第 66 条

の４の３第１項又は第 67 条の 18 第１項の

規定の適用がある場合の申立てに限る。）

をしていること。 

 (2) 県税に未納がないこと。 

３ 徴収猶予申請の取扱い 

  徴収猶予の申請は、省令第 10 号の５様式

によることとなっているが、受付に当たって

は、次の事項に留意すること。 

 (1)  添付書類  

   ア 相互協議の申立てをしたことを証す

る書類（国税庁長官に対する相互協議申

立書の写し等） 

    通算法人の場合は、通算親法人が相互 

   協議の申立てをしたことを証する書類 

   イ 徴収猶予を受けようとする金額が相

互協議の対象であることを証する書類

（法人税に係る更正決定通知書の写し

等） 

  ウ 担保の提供書 

  エ その他参考となる書類 

 (2) 申請書類の精査 

  徴収猶予の申請があったときは、申請書 

 の記載事項について、精査するとともに、 

 前記(1)の書類が添付されていることを確 

 認の上、受け付けること。 

４ 担保の提供    

  次の場合を除き、徴収を猶予する場合に

は、法第 16 条第１項に掲げる担保を徴しな

ければならないこと。 

 (1) 猶予する税額が 100万円以下であるとき 

 (2) 猶予の期間が３月以内であるとき 

 (3) 法第 16 条第１項各号に掲げる担保がな

いとき 

 (4) 担保を提供することによって、事業の継 

  続に著しい支障が生ずると認められると 

  き 

５ 調査及び決議 

 (1) 調査 

  徴収猶予申請書を受け付けた場合は、速 

やかに２の要件の適否を調査し、調査書

（別記様式２の２）を作成すること。 

  なお、２(1)の要件については、７の国 

 税庁長官の通知により確認すること。 

 (2) 徴収猶予の決議 

   調査の結果、徴収猶予を決定する場合

は、様式通達第 59 号様式の２によって、

収税課に合議の上、申請書の受付後 10 日

以内に地域振興局長（県税部長専決）の決

裁を受けること。 

 (3) 抵当権の登記及び記録 

   徴収猶予を許可した場合で、担保として 

  不動産の提供があったとき、収税課は第５ 

  章第２節「担保の徴取と処分」により処理 

  すること。 

６ 猶予の取消 

 (1) 次のいずれかに該当したときは、猶予の 
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取消しを行うこと。（法第 55 条の２第４項

又は第 72 条の 39 の２第４項） 

   ア 相互協議の申立てを取り下げたとき又 

  は当該申立てが取り下げられたとき   

  イ 繰上徴収に該当したとき 

   ウ 増担保の提供等に応じないとき 

  エ 新たに当該猶予に係る徴収金以外の徴 

   収金を滞納したとき 

    オ 業況等の好転により資力が回復したと 

     き 

 (2) 猶予を取り消すときは、様式通達第 59

号様式の４により通知すること。 

７ 相互協議の申立て等に係る国税庁長官の通 

 知 

  国税庁長官は、次のいずれかに該当した場 

合は、当該法人の主たる事務所等所在地の都 

道府県知事にその旨通知することとされてい 

るので、当該通知を受けた場合は、県内法人 

の場合は関係都道府県知事及び関係市町村長 

あてに通知すること。県外法人の場合は、主 

たる事務所等所在地の都道府県知事から通知 

を受けた後、関係市町村長あてに通知するこ 

と。 

 (1) 国税庁長官に対する申立てが行われた場

合又は条約相手国等の権限ある当局に対す

る申立てが行われた場合 

 (2) 国税庁長官が条約相手国等の権限ある当

局に相互協議の終了の申入れをし、同意を

得た場合  

 (3) 国税庁長官が条約相手国等の権限ある当

局から相互協議の終了の申入れを受け、同

意した場合 

(4) 国税庁長官と条約相手国等の権限ある当

局との間の合意が行われた場合 

 

第 11 課税標準額等の調査 

１ 法人税額及び所得金額の調査 

  申告された確定申告、修正申告、清算予納 

申告及び清算確定申告（以下、本節において 

「確定申告等」という。）の税額及び所得金 

額等については、法第 63 条第１項及び第 72

条の 49 の２の規定によって実施すること。 

２ 収入金額又は付加価値額若しくは資本金等 

の額の調査 

  確定申告等の収入金額又は付加価値額若し 

くは資本金等の額については、原始記録、各 

種帳簿及び決算書を実地調査によって確認す 

ること。 

３ 分割基準の調査 

 (1)  調査計画の策定 

   次の県内分割法人について計画的に調査

を行うこと。 

  ア 資本金の額又は出資金の額が１億円以

上の法人で次に掲げる法人 

     (ｱ) 製造業を行う法人で事業税の分割基

準が、県民税の分割基準以下の法人 

   (ｲ) 製造業以外の事業を行う法人で事業

税の従業者数による分割基準が、県民

税の分割基準と異なる法人 

  イ 新聞広告又は求人誌等によりパート及

び派遣社員等が勤務していると思われる

法人 

  ウ 製造業・非製造業の業種に疑義のある

法人 

  (2)  調査結果の報告 

   調査結果については、県外分割法人等実

態調査結果報告書（別記様式４）を四半期

ごとに作成し、３月末までの実績を４月 10

日、６月末までの実績を７月 10 日、９月末

までの実績を 10 月 10 日、12 月末までの実

績を１月 10 日までに税務課に送付するこ

と。 

  注：後記、４(5)の取扱いと一括して処理す

ること。 

４ 未届け県外分割法人等の調査 

 (1)  調査計画の策定 

   法人の設立又は新たな事務所等の開設に

係る届出がされていない県外分割法人（以

下「未届け県外分割法人」という。）又は

県内に事務所等を有せず寮等のみを有する

法人のうちその寮等の開設に係る届出がさ

れていない法人（以下「未届け寮のみ法人」

という。）（以下「未届け県外分割法人」

及び「未届け寮のみ法人」を総称して「未

届け県外分割法人等」という。）の調査に 



 - 68～2～2 - 

  ついて、毎年度当初に年間の調査計画を策 

定すること。 

  なお、調査計画の策定にあたっては、単年 

度調査に限定することなく、長期的（２ 
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  ～３年サイクル）に行う調査についても積 

 極的に取り入れること。 

 (2)  調査方法 

    ア 次に掲げる調査又は地域振興局独自の 

      調査によって未届け県外分割法人等の客 

      体の把握を行うこと。 

     (ｱ) 電話帳による調査 

          電話帳に掲載されている支社、支店、 

        出張所、営業所及び保養所等の名称を 

    用いているものと法人番号索引簿又 

     はオンライン端末を照合すること。 

          なお、当該調査は、電話帳の改訂時 

        期に合わせ、複数年度にわたって計画 

    的に行うなど、実態に即して行って差 

    し支えないものであること。 

     (ｲ) 市町村が把握している法人情報や不

動産取得税の課税資料等と法人番号索

引簿又はオンライン端末と照合するこ

と。 

     (ｳ) 各種調査を補完する調査 

     次に掲げる調査は、上記調査の補完

調査として行うこと。 

    a 新聞記事、各種雑誌等 

    b 新聞広告、チラシ、パンフレット等

の各種広告資料収集調査 

    c 住宅地図確認調査 

  イ アの調査において、未登録の事務所等

又は寮等を有する法人があった場合は、

県外分割法人等調査書（別記様式３）を

作成すること。 

 (3)  事務所等又は寮等の判定処理 

   前記(2)で把握した法人について、県外 

 分割法人等調査書により所要の調査を行 

   い、法第 24 条第１項に規定する事務所等又 

   は寮等の判定を行うこと。 

   なお、事務所等又は寮等の判定にあたっ 

   ては、過去の行政実例等を参考の上判断す 

   るものとし、事務所等又は寮等に該当する 

   か否かの判定が現地調査のみでは困難であ 

   るものについては、法人の本店等の責任者 

   に直接確認するなどして行うこと。 

 (4)  法人登録等 

    ア 事務所等又は寮等を開設したと判定さ 

      れた法人に対しては、法人設立・異動届 

     出書（規則第 73 号様式）の提出をしょう 

     よう又は依頼すること。 

       また、当該法人が法第 53 条による確定 

     申告の申告期限が到来したにもかかわら  

     ず、その申告義務を履行していないこと  

     が明らかである場合には、第１により申  

     告納付の指導を行うこと。 

  イ 未届け県外分割法人等から新潟地域振 

  興局以外の地域振興局に対し、法人設 

    立・異動届出書等の提出があった場合に 

    は、県外分割法人等調査書の写しを添付 

    して、新潟地域振興局に送付すること。 

    また、新潟地域振興局長は、送付され 

    た法人設立・異動届出書に基づき法人登 

    録を行うこと。 

    なお、新潟地域振興局に対し、法人設 

    立・異動届出書等の提出があった場合に 

    は、新潟地域振興局長は、提出された届 

    出書等に基づき法人登録を行うこと。 

  ウ 未届け県外分割法人等から新潟地域振 

  興局以外の地域振興局に対し、法人設 

    立・異動届出書等に併せて、確定申告書 

    が提出されたときは、前記イと同様に新 

    潟地域振興局に送付すること。 

    また、新潟地域振興局長は、送付され 

    た申告書に基づき課税処理を行うこと。 

    なお、新潟地域振興局に対し、法人設 

    立・異動届出書等に併せて、確定申告書 

    が提出されたときは、新潟地域振興局長 

    は、提出された申告書に基づき課税処理 

    を行うこと。 

  エ 新潟地域振興局以外の地域振興局によ 

    り未届け県外分割法人と判定された法人 

    が、法人設立・異動届出書の提出に応じ 

    ない場合には、分割基準の修正又は決定 

    の要否について、「未届け県外分割法人 

    等について（協議）」（別記様式３の１ 

    の２）により新潟地域振興局と協議を行 

    うこと。 

    協議の結果、分割基準の修正等が必要 

    と認められる場合には、新潟地域振興局 

    長は、主たる事務所等の所在地の都道府 

    県に対し分割基準の修正等を請求するこ 

    と。 
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    また、主たる事務所等の所在地の都道

府県から分割基準の修正等の通知を受け

たときは、新潟地域振興局長は、その通

知に基づき法人登録と決定処理を行うこ

と。 

オ 新潟地域振興局以外の地域振興局によ

り未届け寮のみ法人と判定された法人

が、法人設立・異動届出書の提出に応じ

ない場合には、新潟地域振興局以外の地

域振興局は、追加調査の要否等について、

「未届け県外分割法人等について（協

議）」（別記様式３の１の２）により新

潟地域振興局と協議を行うこと。 

協議の結果、未届け寮のみ法人に該当

すると認められる場合には、新潟地域振

興局長は、主たる事務所等の所在地の都

道府県に対し、「法人の事業年度につい

て（照会）」（別記様式３の２）により

資本金等の額及び事業年度等を照会する

等の追加調査を行って、法人登録に必要

な情報を収集すること。 

また、追加調査により法人登録に必要

な情報の提供を受けたときは、新潟地域

振興局長は、その情報及び調査結果等に

基づき、職権による登録を行うとともに、

法人県民税の申告等に係るお知らせ（別

記様式３の３）により未届け寮のみ法人

に通知すること。 

なお、職権により登録された法人が法

第 53 条による確定申告の申告期限が到

来したにもかかわらず、その申告義務を

履行しない場合には、新潟地域振興局長

は第１により申告納付の指導を行った上

で、調査結果等に基づき決定処理を行う

こと。 

 (5)  調査結果の報告等 

ア 調査結果については、県外分割法人等

実態調査結果報告書（別記様式４）を四

半期ごとに作成し、３月末までの実績を

４月 10 日、６月末までの実績を７月 10

日、９月末までの実績を 10 月 10 日、12

月末までの実績を１月 10 日までに税務

課に送付すること。 

 

イ 県外分割法人等調査書及び関係書類 

は、該当、非該当別に編てつし、その後

の実態調査の参考資料とすること。 

なお、事務所等及び寮等のいずれにも

非該当となったものについて、県外分割

法人等非該当者一覧表（別記様式５）を

作成し、整理しておくこと。 

 

第 12 申告是認及び更正決定 

 

１ 申告是認又は修正申告是認 

  自主調査法人及び外形標準課税対象法人の

実地調査の完了したもの及び法人税において

確定申告是認又は修正申告是認されたもの

（自主調査法人及び外形標準課税対象法人で

調査の完了しないものを除く。）並びに県外

分割法人で主たる事務所等所在地の都道府県

知事から課税標準額等の是認の通知があった

場合は、それぞれ申告是認の決議を行うこと。 

  ただし、自主調査法人及び外形標準課税対

象法人（県外分割法人を除く。）であっても、

法人税において確定申告是認又は修正申告是

認されたものについては、県民税及び所得割

についてのみ是認することができるものであ

ること。また、県外分割法人について、主た

る事務者等所在地の都道府県知事からの課税

標準額等の通知書が遅延している場合は、法

第 17 条の５の規定による更正・決定等の期間

制限を考慮のうえ、課税標準額等について照

会すること。 

  なお、不申告加算金、過少申告加算金及び

重加算金の未調定分は是認処理時において速

やかに調定手続きを行うこと。 

２ 更正又は決定 

 (1)  法第 63 条第２項の規定により税務署長

が行うこととされている更正又は決定によ

る所得金額、法人税額等の通知は、別記様

式６によることとしているので、この記載

要領は、あらかじめ関係税務署長に説明を

行い記入上の誤り等がないよう配慮するこ

と。 

   特に、法人税において欠損金の繰戻し還

付及び仮装経理に基づく更正があった場合 
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  は、当該通知により通知があるので、当該

還付税額、還付税額の対象となる所得金額

及び仮装経理に基づく更正額を把握する

こと。 

   ただし、法第 63 条第２項の規定による

通知がない場合にあっても、法第 63 条第

１項の規定により、更正又は決定に係る所

得金額、法人税額等を新たに閲覧、記録（法

人税の更正又は決定に係る決議書（法人税

事務整理表）の写しの提供を受けることを

含む。）した場合については、法第 63 条

第２項の規定による税務署長の通知があ

ったものとみなして取り扱うこと。 

   なお、更正又は決定に係る所得金額、法

人税額等の閲覧は、別記様式７により行う

こととし、法人税事務整理表の写しの提供

を受けた場合は、当該様式の写しに税務署

受付印の押印を受けること。また、別記様

式７について、税務署と協議のうえで様式

を変更した場合は、当該変更した様式によ

り閲覧を行うこととして差し支えないも

のであること。 

(2)  更正又は決定の処理 

   自主調査法人及び外形標準課税対象法

人について、調査により申告税額に過不足

が生じた場合又は税額を決定する場合は、

調査復命書等調査資料に基づき、当該税額

の計算の基礎を明確にしたのち処理をす

ること。 

  ア 法第 72 条の 39 の規定の適用を受ける

法人については、次によること。 

     (ｱ) 第１、２（1）によって把握した法

人のうち、県税について登録されてい

ない新設法人等については、法人設立

届及び申告書をしょうようすること

とし、しょうように応じない場合は速

やかに調査のうえ、新設法人調査書に

より整理し、決定処理を行うこと。 

     (ｲ) 更正又は決定に係る課税標準額は、

税務署長から通知を受けたそれぞれ

の基礎金額（(1)ただし書きにより、

税務署長の通知があったものとみな

すものを含む｡)によって算定し、「法

人県民税・法人事業税・特別法人事業

税又は地方法人特別税に係る更正・決

定決議書」（様式通達第 60 号様式）

により処理すること。 

    なお、法人税の更正又は決定があっ

た法人は、当該通知を受けた日から１

月以内に修正申告書を提出すること

になっているので、繰上徴収の場合を

除いては、当該１月を経過した日以後

でなければ更正できないものである

こと。 

  イ 外形標準課税対象法人及び法第 72 条

の２第１項第３号１の法人の更正、決定

については、次の事項に留意すること。 

     (ｱ) 外形標準課税対象法人及び法第 72

条の２第１項第３号１の法人の所得

割については、法第 72 条の 39 の規定

の適用を受け、付加価値割及び資本割

については、法第 72 条の 41 の２の規

定の適用を受けるものであり、税務署

長から通知を受けた場合は、原則とし

て、所得割のみを更正することとし、

実地調査が終了していないときは付

加価値割、資本割の更正はできないこ

と。 

     (ｲ) 事業税額を決定する場合にあって

は、所得割、付加価値割及び資本割の

決定を併せて行わなければならない

こ 
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  と。（法第 72 条の 41 の３） 

 (3)  分割法人の処理 

   課税標準額の総額の更正若しくは決定

又は分割基準に誤りがあるとき（課税標準

の総額についてすべき分割をしなかった

場合を含む。）の分割基準の修正又は決定

は、すべて主たる事務所等所在地の都道府

県知事が行うものであるが、この場合、主

たる事務所等所在地の都道府県知事が行

った更正、決定等は、関係都道府県知事の

した更正、決定等とみなされるものである

こと。 

３ 是認・更正・決定の管理 

  法人税の更正又は決定の通知若しくは法

人税決議書（法人税事務整理表）の閲覧等に

より把握したもの及び主たる事務 

 所等所在地の都道府県知事からの課税標準

額の通知を受けたもので、調査を必要とする

等の理由により、申告是認、修正申告是認、

更正又は決定若しくは加算金の決定の処理

を直ちに行うことができないものがある場

合にはその内容等を別記様式８に記載して

管理するとともに、速やかに必要な調査等を

行い、是認等の処理を行うこと。 

４ 加算金の取扱い 

 (1)  不申告加算金 

    不申告加算金は、申告書の提出期限後に 

  その提出があった場合若しくは決定を行  

った場合又はその提出若しくは決定後の

修正申告書の提出及び更正の場合に徴収

するものであること（法第 72 条の 46 第２

項、第６項）。したがって、期限後申告又

は期限後申告後の修正申告があった場合

はその都度決定を行い、決定漏れのないよ

うに留意すること。 

なお、平成 19 年１月１日以後に申告書

の提出期限が到来するものについて、法第

72 条の 46 第８項の規定に該当する場合は

不申告加算金は不徴収扱いとなることか

ら、その取扱いに留意すること。 

 (2)  過少申告加算金 

   過少申告加算金は、申告書の提出期限ま

でにその提出があった場合において、更正

があったとき又は修正申告書の提出があ

ったときに、その更正による不足税額又は

修正申告によって増加した税額に対して

徴収するものである。 

 (3)  重加算金 

   重加算金は、法人が課税標準額の計算の

基礎となるべき事実の全部又は一部を隠

蔽し、又は仮装し、かつ、その隠蔽し、又

は仮装した事実に基づいて申告書又は修

正申告書を提出したとき、過少申告加算金

又は不申告加算金に代えて徴収するもの

であること。 

 (4)  加算金の計算 

加算金の計算は、「法人事業税・特別法

人事業税又は地方法人特別税加算金計算

書（別記様式 16）」、「法人事業税・特別

法人事業税又は地方法人特別税加算金計

算書(外形標準課税対象法人)（別記様式

17）」又は「法人事業税・特別法人事業税

加算金計算書（法第 72 条の２第１項第３

号を併せて行う法人）（別記様式第 18）」

を用いて算定すること。 

重加算金の対象となる税額は、それ以外

の税額部分の上積計算によるものである

こと。 

５ 調定事務等 

  更正決定、加算金決定は、オンライン入力

により処理を行い、更正決定等決議書により

決裁を得たうえで、通知書を発付すること。 

 

第 13 医療法人等に係る事業税の取扱 

い 

 

１ 医療法人の範囲 

  法第 72 条の 23 第２項の規定の適用を受け

る医療法人又は医療施設に係る事業を行う

農業協同組合連合会（以下「医療法人等」と

いう。）とは、次のものをいうものであるこ

と。 

 (1)  医療法第 39 条の規定による医療法人 

 (2)  医療施設（政令第 21 条の６に規定する

医療施設を除く。以下同じ。）に係る事業

を行う農業協同組合連合会 

 (3)  医療施設に係る事業を行う法第 72 条の 
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 ５に掲げる公益法人等 

 (4)  医療施設に係る事業を行う法人でない

社団又は財団で代表者又は管理人の定め

があるもの 

   なお、(3)及び(4)の法人等については、

法第 72 条の 23 第２項の規定は直接適用さ

れないが、公益法人等の公益的性格に着目

しこの制度の趣旨に鑑み、医療法人と同様

の取扱いをするものであること。 
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２ 課税標準 

  医療法人等に係る事業税の取扱いは、法人

税における所得金額の計算と異なり、社会保

険診療等について支払を受けた金額は益金

に算入せず、また、その医療に係る経費は損

金に算入しないものであるが、医療法人等の

会計処理上、社会保険診療に係る経費と社会

保険診療以外（以下「自由診療等」という。）

に係る経費との区分経理が行われていない

場合が多く、かつ、通常、区分計算は困難で

あるので、医療法人等が明確に区分計算を行

っている場合を除き、課税標準の算定は次に

よること。 

  なお、「明確に区分計算を行っている場合」

とは、社会保険診療部門と自由診療等部門又

は医療事業部門とその他事業部門とがそれ

ぞれ独立採算制を採用している場合等一定

の方式が確立し、その区分計算が妥当と認め

られる場合をいうものであること。 

 (1)  医療事業のみを行っている場合 

   課税所得の計算は、原則として次の算式

によること。 

  （算式） 

  課税所得＝総所得等－社会保険医療に係

る所得………………………… ① 

  「総所得等」とは、省令第６号様式別表５ 

  「所得金額に関する計算書」の「再仮計 17」

欄に記載すべき所得金額をいう。 

  「社会保険医療に係る所得」は、次の区分

に応じてそれぞれ算定すること。 

  ア 社会保険診療収入金額及びこれに係

る経費の額を明確に区分することがで

きる場合 

  （算式） 

   社会保険医療に係る所得＝社会保険医

療に係る医療収入金額－当該収入に係

る経費 

  イ ア以外の場合 

  （算式） 

   社会保険医療に係る所得＝課税標準の

基礎となる総所得× 

社会保険医療に係る収入金額 

医療事業に係る総収入金額   

  ………② 

 (2)  医療事業とその他の事業を行っている

場合 

   課税所得の算定は、(1)、①式によるこ

と。 

   「社会保険医療に係る所得」は、次の区

分に応じてそれぞれ算定すること。 

  ア 社会保険医療に係る医療収入金額及

びこれに係る経費の額とその他の収入

金額及びこれに係る経費の額とが明確

に区分できる場合 

    (1)、アの算式により算定すること。 

  イ ア以外の場合 

  （算式） 

   社会保険医療に係る所得＝医療事業の

所得金額× 

社会保険医療に係る収入金額 
…③ 

医療事業に係る総収入金額 

この場合の医療事業に係る総収入金

額には、医療事業及びその他の事業（以

下「両事業」という。）に共通する収入

金額を医療事業の収入金額と、その他の

事業の収入金額によりあん分したもの

を含むものである。 

        「医療事業の所得金額」は、次により

算定すること。 

     (ｱ) 両事業の所得について区分計算が

行われている場合は、それぞれの益金

及び損金を区分計算して医療事業の

所得金額及びその他の事業の所得金

額を算定すること。 

     (ｲ) 両事業の所得について区分計算が

困難である場合 

   （算式） 

    医療事業の所得金額＝課税標準の基

礎となる総所得× 

医療事業の収入金額 
…④ 

医療事業の収入金額＋その他の事業の収入金額 

３ その他の事業の認定 

  医療事業とその他の事業を併せて行う場

合、その他の事業が医療事業に比して社会通

念上独立した事業部門と認められない程度の

軽微なもので、かつ、医療事業の付帯事業と

認められるものについては、両事業に区分せ

ず、その他の事業の収入金額を医療事業に係

る総収入金額に含めて２、(1)、①式及び② 
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式により課税所得を算定して差し支えない

ものであること。 

４ 総所得及び収入金額の範囲 

 (1)  課税標準の基礎となる総所得 

   原則として、総所得等と同範囲の金額を

いうものであるが、総所得等の計算上、ア

(ｱ)に掲げる資産の譲渡益（損）等がある

場合には、次の算式により計算した金額を

いうものであること。 

   また、ア(ｲ)及び(ｳ)の売却に係る収入金

額並びに営業権の譲渡、贈与、寄付金、受

贈益及び寄贈等の収入金額が医療事業の

売上金額の１割を超える場合は、当該収入

金額について、ア(ｱ)に掲げる資産の譲渡

益（損）と同様の取扱いとする。 

 （算式） 

  課税標準の基礎となる総所得＝ 

  総所得等－（譲渡収入等－取得費及び譲渡

費用等） 

  ア 譲渡資産 

     (ｱ) 土地（建物又は構築物の所有を目的

とする地上権及び借地権を含む。以下

同じ。） 

     (ｲ) 有価証券（法人税法第２条第 21 号

に規定する有価証券） 

     (ｳ) 投資資産等 

  イ 譲渡収入等 

    アに掲げる資産又は資産の上に存す

る権利の譲渡収入又は売却収入をいう

ものであること。 

  ウ 取得費 

    譲渡又は売却時における帳簿価額 

  エ 譲渡費用等 

    譲渡費用等とは、通常次のような費用

をいうものであるが、譲渡資産の修繕

費、固定資産税その他その資産の維持又

は管理に要した費用は、譲渡費用に含ま

れないことに留意すること。 

     (ｱ) 法人税法第 50 条（交換により取得

した資産の圧縮額の損金算入）の規定

により損金に算入した額 

     (ｲ) 租特法第３章第６節（資産の譲渡の

場合の課税の特例）の規定により損金

に算入した額 

     (ｳ) 譲渡のために支払った仲介等に係

る手数料 

     (ｴ) 譲渡のために支払った測量費 

     (ｵ) 譲渡のために支払った登記又は登

録に関する費用 

     (ｶ) 土地を譲渡するために借家人に支

払った立退料 

     (ｷ) 土地を譲渡するために資産を取り

壊し、除却等したことにより生じた費

用 

     (ｸ) その他これらに類する費用 

 (2)  医療事業に係る総収入金額 

    「医療事業に係る総収入金額」とは、当

該事業年度において医療事業に関し収入

すべき一切の金額（収入する権利の確定し

たものをいう。以下同じ。）をいうもので

あり、通常、次のような収入金額をいうも

のであること。 

  ア 社会保険診療に係る収入金額 

    法第 72 条の 23 第３項各号に掲げる健

康保険法等社会保険各法の規定に基づ

く医療等の給付等について、支払いを受

けるべき次の金額をいうものであるこ

と。 

     (ｱ) 保険者から支払いを受ける金額 

     保険者から支払いを受ける金額の

うち、社会保険診療報酬の査定に係る

増減点の損益については、その通知の

あった日の属する事業年度の収入金

額に加算し又は減算すること。 

     (ｲ) 被保険者が負担する一部負担金及

び家族療養費等に相当する金額 

  イ 自由診療等の収入金額 

    自由診療等の収入金額は概ね次のよ

うなものがあること。 

     (ｱ) 労働者災害補償保険法収入 

     労働者災害補償保険法の規定に基

づく労働者の業務上の負傷・疾病に対

する同法第 12 条の８第１項第１号に

よる療養補償給付に係る収入 

     (ｲ) 公務員災害補償法等に基づく療養

補償収入 

     国家公務員災害補償法の規定に基

づき職員の公務上の負傷・疾病又は通

勤による負傷・疾病に対する同法第９

条第１項第１号の療養補償により支

払いを受けるべき療養費に係る収入

をいう。 



 

72-1 

     国家公務員災害補償法を準用して

いる次の法律に基づく療養補償に係

る収入を含む。 

    ・防衛省職員給与法第 27 条 

        ・裁判所職員臨時措置法第５条 
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     また、地方公務員にあっても地方公 

    務員災害補償法第 25 条第１項第１号の

療養補償により支払いを受けるべき療

養に係る収入についても同様であるこ

と。 

(ｳ) 介護保険法収入のうちアに掲げるも

の以外の収入金額 

法第72条の23第３項第４号の規定に

基づくサービスに係る収入以外の介護

保険法の規定に基づく収入をいう。 

     (ｴ) 自動車損害賠償保障法収入 

     自動車の運行によって人の身体が害

された場合における自動車損害賠償保

障法の規定に基づく保険金から支払い

を受けるべき療養費に係る収入をいう。 

     (ｵ) 受託医療収入 

     学校又は事務所等との契約に基づい

て実施する健康診断又は予防接種等の

医療等の給付につき支払いを受ける医

療収入をいう。 

     (ｶ) その他の医療収入 

     (ｱ)から(ｵ)までに掲げるもの以外の

給付につき支払いを受けるべき社会保

険診療に係る収入以外の医療収入をい

う。 

     (ｷ) 健康診断等証明書収入 

     社会保険等関係法律の保険給付が除

外される健康診断及びこれに係る証明

書並びにその他の証明書等の交付に係

る収入をいう。 

     (ｸ) 入院料・ベッド代差額収入 

     社会保険等関係法律の規定に基づく

医療等の給付を受ける者から支払いを

受ける社会保険診療収入以外の入院料

及びベッド代等の差額収入をいう。 

     (ｹ) 患者・付添人給食収入 

     付添人の食事代及び患者から受ける

社会保険等関係法律の規定に基づく給

食以外の食事代収入をいう。 

     (ｺ) 嘱託収入 

     学校又は事務所等の嘱託医としての

業務上生ずる受託医療収入以外の収入

をいう。 

     (ｻ) 生産品等販売収入 

     作業療法等を通じて生産した農産物

等の生産品を販売し、又は物品等の加工

若しくは修理を請負うことにより生ず

る収入をいう。 

     (ｼ) 受託技工・検査料収入 

     他の機関からの依頼による歯科技工

又は各種検査等の受託に係る収入をい

う。 

     (ｽ) 利子等及び配当等収入 

     医療法人等が当該事業年度に収入し

た所得税法第 174 条第１号及び第２号

の利子等及び配当等の収入（所得税及び

県民税利子割を含む。）をいう。 

     (ｾ) 電話・電気・ガス・テレビ・寝具等使

用料収入 

     患者・付添人及び外来者等の便宜に資

するための設備器具等の使用料収入を

いう。 

     (ｿ) 不用品売却収入 

     土地、建物等の償却資産及び有価証券

等の譲渡益（損）の基因となった資産以

外の資産の売却収入をいう。 

     (ﾀ) その他の付随収入 

     医療事業の付随収入で(ｷ)から(ｿ)ま

でに掲げるもの以外の収入をいう。この

場合、次の収入は医療事業の総収入 

    金額の計算上これを含めないこと。 

    ａ 従業員給食収益のうち実費負担程 

度の金額 

    ｂ 院内保育の保育料収入のうち従業 

員使用分 

    ｃ 社宅・寮収入のうち従業員使用分 

    ｄ 企業年金払戻金 

    ｅ 債務免除益 

ｆ 仕入値引 

ｇ 現金過不足 

    ｈ 印紙等販売収入のうち販売差益の 

生じないもの 

    ｉ 各種補助金・委託料 

国庫補助金等で取得した固定資産 

等の圧縮額の損金算入等法人税法の 

規定により圧縮した金額に相当する 

収入金額並びに特定の経費又は損失 

を補填する目的で、国又は地方公共団 

体若しくはこれらに準ずる公的機関 

から収入した施設整備に対する助成 

金、借入に対する助成金等をいう。 

ただし、医療保険業に対する業務 
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の対価として支払われる委託料、協 

力金、手当等並びに助成を受けた補助 

金等に対応する経費又は損失が特定 

できず、明確でないものを除く。 

ｊ 保険解約・満期返戻金 

積立型保険の場合であって、保険 

積立金を超える部分を除く。 

ｋ 保険等の配当金 

積立型保険の場合を除く。 

ｌ 生命保険金・損害保険金 

支払相当額と相殺された金額（事 

故当事者等又は当該親族等へ支払っ 

た金額）及び圧縮損と相殺した結果、 

法人税の所得の算定上益金とならな 

い保険金額等をいう。 

ただし、損害保険金及び物的な損 

害の賠償金が補修費用等実費相当額 

を超える金額及び休業補償・所得補 

償等の保険金を除く。 

ｍ 償却資産売却益 

取得価額を超える部分を除く。 

ｎ 各種引当金及び準備金の繰戻額 

   ｏ 租税の還付金 

   ｐ 仕入割戻 
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 (3)  申告調整及び更正理由による収入金額

の修正事項の取扱い 

  ア 申告調整によるもの 

    法人税別表四における「加算」若しく

は「減算」の金額又は認定損失について

は、それぞれの項目の内容に従って、そ

の項目の属する益金又は損金に戻入（加

算又は減算）すること。 

  イ 更正理由によるもの 

    法人税の更正理由により加算又は減

算された収入金額は、アに準じて取り扱

うこと。 

    なお、「預金計上漏れ」又は「別途利

益」等の更正理由により加算された金額

については、別途調査のうえ、医療事業

の総収入金額の計算上次により取り扱

うこと。 

     (ｱ) 当該加算された金額が計上漏れの

収入金額又は収入金額から当該収入

金額に対応する経費等の額を控除し

た後の額に相当する場合は、当該収入

金額を加算すること。 

    (ｲ) 当該加算された金額が、架空計上し

た損金である場合は、除外すること。 

   (ｳ) 当該加算された金額が、計上漏れの

収入金額又は架空計上した損金の額

であるか明らかでない場合は、当該加

算された金額を加算すること。 

 (4)  貸倒損失金の取扱い 

   当該事業年度において損失経理をした

貸倒金については、収入金額から減算しな

いこと。 

５  課税標準算定上の留意事項 

 (1) 租特法第 67 条の規定の適用を受ける医

療法人等の取扱い 

   医療法人等が法人税の課税標準である

所得の算定上、租特法第 67 条（社会保険

診療等報酬の所得計算特例）の規定の適用

を受けている場合には、法人事業税の課税

標準額は同条の規定により算出される社

会保険医療に係る所得以外のものとする。 

 (2) 非課税事業に係る所得がある場合の取

扱い 

   非課税事業に係る所得がある場合には

次により算定すること。 

  （算式） 

   課税所得＝総所得等－（社会保険等に係

る所得金額＋非課税事業に係る所得金

額） 

６  調査 

  法第 17 条の５の規定による更正・決定等

の期間制限を考慮して、計画的に調査を実施

すること。 

７  申告書に添付すべき書類 

  省令第５条に定めるもののほか、概ね次の

ものとする。 

 (1) 医療法人等に係る所得金額の計算書（別

記様式９） 

 (2) 法人税別表４ 

 (3) 貸借対照表、損益計算書 

 (4) その他必要と認める書類 

 

第 14 ガス供給業を行う法人の事業税 

の取扱い 

 ガス供給業（法第 72 条の２第１項第２号に

規定するガス供給業をいう。以下第 14 におい

て同じ。）を行う法人については、収入金額を

課税標準として課税されるため、所得金額課税

の場合とその取扱いが異なっていること。 

１ 経理の方法 

  ガス供給業とその他の事業をあわせ行う

法人は、条例第 30 条第２項の規定により、

それぞれの事業に関する経理を区分して行

わなければならない。 

２ 申告 

  収入金額課税法人の申告書には、次の書類

を添付しなければならない。ただし、法人が

法人税法第 75 条の３第１項又は情報通信技

術を活用した行政の推進等に関する法律第

６条第１項の規定により法人税法第 75 条の

３第１項の申告を行った場合において、当該

申告と併せて貸借対照表及び損益計算書を

同条第１項又は情報通信技術を活用した行

政の推進等に関する法律第６条第１項に規

定する電子情 
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  報処理組織を使用する方法により提出した

ときは、提出したものとみなす。 

 (1)  収入金額に関する計算書（省令第６号様

式別表６） 

 (2)  財産目録、貸借対照表及び損益計算書 

    なお、資本金額が１億円を超える法人に

あっては、第 14 の５に掲げる書類もあわ

せて添付しなければならないこと。 

 (3)  収入区分計算書（別記様式 10） 
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３ 課税標準となる収入金額、所得金額、付加

価値額及び資本金等の額 

  ガス供給業とその他の事業をあわせ行っ

ている法人の課税標準は、それぞれの事業ご

とに区分して課税標準を計算しなければな

らない。 

  ただし、その他の事業がガス供給業に比し

て社会通念上独立した事業部門とは認めら

れない程度の軽微なものであり、従ってその

他の事業がガス供給業を兼ね併せて行って

いるというよりもむしろガス供給業の付帯

事業として行われていると認められる場合

においては、両事業部門毎に課税標準を算定

しないで、ガス供給業に対する課税方式によ

って課税して差し支えないものであること。

この場合におけるその他の事業のうち「軽微

なもの」の判定は、その実態に即して行うべ

きであるが、一般に当該事業の売上金額がガ

ス供給業の売上金額の１割以下であり、かつ

事業の経営規模の比較において他の同種類

の事業と均衡を失しないものは、これに該当

するものとみなして差し支えないものであ

ること。 

 (1)  収入金額 

  ア 収入金額の範囲 

    ガス供給業について各事業年度にお

いて収入すべき金額の総額から、その各

事業年度における次に掲げる金額を控

除した金額によること。 

   (ｱ) 法律に定められているもの（法第 72  

    条の 24 の２及び法附則第９条第 10 

項） 

    ａ 国又は地方団体から受けるべき

補助金 

    ｂ 固定資産の売却による収入金額 

    ｃ 託送供給に係る料金として支払 

     うべき金額に相当する収入金額（平 

     成 20 年４月１日から令和 10 年３月 

31 日までの間に開始する各事業年 

度に限り適用） 

     (ｲ) 政令に定められているもの（政令第

22 条） 

    ａ 保険金 

    ｂ 有価証券の売却による収入金額 

    ｃ 不用品の売却による収入金額 

    ｄ 受取利息及び受取配当金 

    ｅ ガス供給業に必要な施設を設け

るため、ガスの需要者その他その施

設によって便益を受ける者から収

納する金額 

    ｆ 収入金額に対する事業税を課さ

れる他のガス供給業を行う法人か

らガスの供給を受けて供給を行う

場合の当該供給を受けたガスに係

る収入金額のうち、当該他の法人か

ら供給を受けたガスの料金として

当該法人が支払うべき金額に相当

する収入金額 

    ｇ ガス供給業を行う法人が可燃性

天然ガスの掘採事業を行う法人か

ら可燃性天然ガスを購入して供給

を行う場合（前記ｆに該当する場合

を除く。）の当該購入した可燃性天

然ガスに係る収入金額のうち当該

可燃性 天然ガスに係る鉱産税の

課税標準額に相当する金額 

    ｈ ガス供給業と可燃性天然ガスの

堀採事業をあわせて行う法人が掘

採した可燃性天然ガスに係る収入

金額のうち当該可燃性天然ガスに

係る鉱産税の課税標準に相当する

金額 

     (ｳ) 総務大臣の指定したもの 

     損害賠償額、投資信託に係る収益分

配金、株式手数料、社宅貸付料 

  イ 事業について収入すべき金額 

    ガス供給業において、収入すべき金額

とは、各事業年度において収入すること

が確定した金額で、その事業年度の収入

として経理されるべきその事業年度に

対応する収入をいうものとされている。

すなわち、所得金額の算定における総益

金の取扱いと同様発生主義によってい

る。 

    この場合において、貸倒れが生じたと

き又は値引きが行われたときは、その貸

倒れとなった金額又は値引きされた金

額をその貸倒れの生じた日又は値引き

が行われた日の属する事業年度の収入

金額から控除するものとされている。 

  ウ 収入金額 

    ガス供給業の課税標準とすべき収入

金額とは、ガス売上収入（計器具の損料

及び賃貸料収入を含む。）及び事業税相

当分の加算料金等原則としてガス供給

業 
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（導管によるものに限る。）の事業収入に

係るすべての収入を含むものであること。 

    この場合において、料金とあわせて特別

徴収した消費税は収入金額に含めないこと

及び二重課税を回避するため、他のガス供

給業を行う法人から供給を受けたガス料金

に相当する収入金額は、そのガス供給業を

行う法人の収入金額に含めないことは、前

述のとおりであること。 

    また、ガス小売事業（ガス事業法第 2 条

第２項に規定するガス小売事業をいう。）

及び導管ガス供給業を併せて行う法人の導

管ガス供給業の課税標準とすべき収入金額

とは、原則としてガス事業託送供給収支計

算規則（平成 29 年経済産業省令第 23 号）

様式第１に整理されるすべての収益に相当

する収入を含むものであること。 

    なお、ガス製造過程中に副産物として生

ずるコークス、コールタール等の副産物の

製造販売による売上金額は、ガス供給業の

付随事業とみるべきではなく、収入金額課

税とされるガス供給業の収入金額に含めな

いものであること。 

 (2)  所得金額 

   ガス供給業に係る収入金額のほかに、副産

物の売上収入、受注工事収益、器具販売収益、

その他の営業収雑収益がある法人で、前記３の

ただし書に該当する法人以外の法人について

は、それらの付帯事業については、所得金額に

よって課税されるものであること。この場合の

所得金額の算定については法第 72 条の 23 第１

項の規定により算出されるが、次の事項に留意

しなければならないこと。 

  ア 副産物の売上げ総利益 

    副産物製造販売部門の売上収入金額か

ら、これに要した原価を控除することによ

り算定するものであるが、この場合におい

てガス供給部門と副産物製造販売部門の共

通の収入又は原価があるときは、次により

それぞれの部門にあん分すること。 

     (ｱ) 共通収入 

     両部門の固有の売上金額によってあん

分する。 

     (ｲ) 共通原価 

     両部門間に生じた共通原価について

は、次の方法によりあん分するものとさ

れている。 

     ガス事業者ごとに現行ガス料金がガス

事業法第17条の規定に基づき経済産業大

臣により認可された際の根拠資料により 

    ガス料金原価－（天然ガス採取料＋購入

ガス費＋原料用油類費＋原料用コークス

費＋ガス供給販売費＋ガスホルダー、ガ

ス導管、計量器、オイルガス設備、圧送

機等に対する減価償却費＋修繕費等ガス

供給のための専属経費） 

    ……………………………………… (1) 

    副産物収入－（副産物原料費＋包装材料

費＋たな卸減耗費＋タール精製装置等に

対する減価償却費＋修繕費等副産物の製

造のための専属経費）…… (2) 

    共通経費 × (1) / (1) + (2) 

      （小数点以下３位未満４捨５入） 

  イ その他の益金及び損金 

    供給販売費、一般管理費、営業雑収益、

営業雑費用、営業外収益、営業外費用、特

別利益、特別損失及び税務調整による所得

金額への加算、減算額のうち、ガス供給部

門と所得課税部門のそれぞれに専属するこ

との明白な益金及び損金は、それぞれの部

門ごとに区分経理し、区分の明白でない共

通の益金及び損金は、取扱通知第３章第２

節第４、４の９の５による最も妥当と認め

られる基準として、当該事業年度の両事業

部門における売上総利益（売上高－売上原

価）の比によってあん分すること。ただし、

区分の明白でない共通の益金又は損金が、

この項における「益金又は損金」の概ね 30%

以下である場合のガス供給部門と所得課税

部門へのあん分については売上総利益の比

によることなく、売上高－売上原価－区分

可能な専属損金＋区分可能な専属益金の算

式によって算出された利益の比によってあ 



 - 77 -

 ん分すること。 

  なお、毎事業年度において洗替えの行

われる共通の引当金、準備金の戻入益に

ついては損金に繰り入れた事業年度の

あん分率でそれぞれの部分の益金に戻

入すること。 

 (3)  付加価値額及び資本金等の額 

  ア 付加価値額 

    (2)に準じて取り扱うこと。 

  イ 資本金等の額 

    当該事業年度の終了の日現在におけ

るそれぞれの事業の従業者数によりあ

ん分するものであること。なお、それぞ

れの事業に区分することが困難な従業

者数については、付加価値額及び所得の

算定に用いた基準によってあん分する

こと。 

４ 調査 

  法第 17 条の５の規定による更正・決定等

の期間制限を考慮して、計画的に調査を実施

すること。 

 

第 14 の２ 電気供給業を行う法人の事 

業税の取扱い 

 電気供給業を行う法人については、収入金額

等を課税標準として課税されるため、所得金額

課税の場合とその取扱いが異なっていること。 

１ 経理の方法 

  以下事業のうち２以上のものを併せて行

う法人は、条例第 30 条第２項の規定により、

それぞれの事業に関する経理を区分して行

わなければならない。 

 (1)  (2)及び(3)に掲げる事業以外の事業 

 (2) 電気供給業（(3)に掲げる事業を除く。） 

 (3) 電気供給業のうち小売電気事業等（法第

72 条の２第１項第３号に規定する小売電

気事業等をいう。以下同じ。）、発電事業

等（同号に規定する発電事業等をいう。以

下同じ。）及び特定卸供給事業（同号に規

定する特定卸供給事業をいう。以下同じ。） 

２ 申告 

  収入金額等課税法人の申告書には、次に掲

げる法人の区分に応じ、(1)から(3)に定める

書類を添付しなければならない。ただし、法

人が法人税法第 75 条の３第１項又は情報通

信技術を活用した行政の推進等に関する法

律第６条第１項の規定により法人税法第 75

条の３第１項の申告を行った場合において、

当該申告と併せて貸借対照表及び損益計算

書を同条第１項又は情報通信技術を活用し

た行政の推進等に関する法律第６条第１項

に規定する電子情報処理組織を使用する方

法により提出したときは、提出したものとみ

なす。 

 (1)  法第 72 条の２第１項第２号に掲げる事

業を行う法人 

   ア  収入金額に関する計算書（省令第６号

様式別表６） 

   イ  財産目録、貸借対照表及び損益計算書 

      なお、資本金額が１億円を超える法人

にあっては、第 14 の５に掲げる書類も

あわせて添付しなければならないこと。 

    ウ 収入区分計算書（別記様式 10 の２） 

 (2)  法第 72 条の２第１項第３号イに掲げる

法人 

ア 収入金額に関する計算書 

イ 財産目録、貸借対照表及び損益計算書 

ウ 第 14 の５に掲げる書類 

エ 収入区分計算書（別記様式 10 の２） 

 (3)  法第 72 条の２第１項第３号ロに掲げる

法人 

ア 収入金額に関する計算書 

イ 所得金額に関する計算書 

ウ 財産目録、貸借対照表及び損益計算書 

エ 収入区分計算書（別記様式 10 の２） 

３ 課税標準となる収入金額、所得金額、付加

価値額及び資本金等の額 

  前記１(1)から(3)の事業のうち２以上の

ものを併せて行っている法人の課税標準

（(1)の事業については所得金額、(2)の事業

については収入金額、(3)の事業については

収入金額、付加価値額及び資本金等の額又は

収入金額及び所得金額）は、それぞれの事業

ごとに区分して計算しなければならない。 

  ただし、その他の事業が電気供給業に比し

て社会通念上独立した事業部門とは認めら

れない程度の軽微なものであり、従ってその

他の事業が電気供給業を兼ね併せて行って

いるというよりもむしろ電気供給業の付帯

事業として行われていると認められる場合

においては、両事業部門毎に課税標準を算定

しないで、電気供給業に対する課税方式によ

って課税し 
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て差し支えないものであること。この場合に

おけるその他の事業のうち「軽微なもの」の

判定は、その実態に即して行うべきである

が、一般に当該事業の売上金額が電気供給業

の売上金額の１割以下であり、かつ事業の経

営規模の比較において他の同種類の事業と

均衡を失しないものは、これに該当するもの

とみなして差し支えないものであること。 

 (1)  収入金額 

  ア 収入金額の範囲 

    電気供給業について各事業年度にお

いて収入すべき金額の総額から、その各

事業年度における次に掲げる金額を控

除した金額によること。 

     (ｱ) 法律に定められているもの（法第 72

条の 24 の２、法附則第９条第７項、

令和２年法改正前の法附則第９条第

18 項、法附則第９条第 19 項から第 22

項及び第 25 項から第 26 項） 

    ａ 国又は地方団体から受けるべき

補助金 

    ｂ 固定資産の売却による収入金額 

ｃ 託送供給に係る料金として支払 

うべき金額に相当する収入金額（平 

成 12 年４月１日から令和 11 年３月 

31 日までの間に開始する各事業年 

度に限り適用。以下、ｄ～ｆまで同 

じ。） 

    ｄ 自ら維持及び運用する発電等用

電気工作物と、他の一般送配電事業

等を行う法人（収入金額課税されな

い法人を除く。）が維持及び運用す

る電線路を電気的に接続した場合

に、当該一般送配電事業等を行う法

人に対して支払う託送供給に係る

料金に相当する収入金額 

    ｅ 自ら維持及び運用する電線路と、

他の一般送配電事業を行う法人（収

入金額課税されない法人を除く。）

が維持及び運用する電線路を電気

的に接続した場合に、当該一般送配

電事業を行う法人に対して支払う

託送供給に相当する収入金額 

ｆ 他の一般送配電事業又は配電事 

業を行う法人（収入金額課税されな

い法人を除く。）の供給区域内におい

て、当該一般送配電事業等を行う法人

から配電事業に係る電気工作物を譲

受け、若しくは借受け、又は新たに設

置して託送供給を行った場合に、当該

電気工作物の譲受け等に係る対価又

はこれに準ずるものとして当該一般

送配電事業等を行う法人に対して支

払う金額に相当する収入金額 

ｇ  対象特定実用発電用原子炉設置者 

が使用済燃料再処理機構に対して支

払う金銭として当該対象特定実用発

電用原子炉設置者に対して交付すべ

き金額に相当する収入金額（平成 28

年 10 月１日から令和２年３月 31 日ま

での間に開始する各事業年度に限り

適用） 

ｈ 廃炉等実施認定事業者が小売電気

事業者又は一般送配電事業者から廃

炉等積立金として積み立てる金銭と

して交付を受けるべき金額に相当す

る収入金額（平成 29 年４月１日から

令和９年３月 31 日までの間に開始す

る各事業年度に限り適用） 

ｉ 卸電力取引所を介して自らが供給

を行った電気の供給を受けて当該電

気の供給を行う場合において、当該供

給を受けた電気の料金として支払う

べき金額に相当する収入金額（平成 30

年４月１日から令和９年３月 31 日ま

での間に開始する各事業年度に限り

適用） 

ｊ 特定吸収分割会社又は特定吸収分

割承継会社がその間で行う取引のう

ち総務省令で定めるもの（以下「特定

取引」という。）を行う場合において、

当該特定吸収分割会社又は当該特定

吸収分割承継会社が当該特定取引の

相手方から支払いを受けるべき金額

に相当する収入金額（平成 31 年４月

１日から令和 11 年３月 31 日までの間

に開始する各事業年度に限り適用） 

ｋ 一般送配電事業者が、発電事業者に

交付する原子力損害の賠償に要する

金銭に相当する収入金額及び原子力 
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発電工作物の廃止に要する金銭に

相当する収入金額（令和２年４月１

日から令和 12 年３月 31 日までの間

に開始する各事業年度に限り適用） 

ｌ 広域的運営推進機関に対して電

気事業法第 28 条の 40 第１項第５号

に掲げる業務に係る対価を支払い、

かつ、広域的運営推進機関が他の電

気供給業を行う法人（収入金額課税

されない法人を除く。）に対して当

該対価に相当する金額を原資とし

て電気の供給能力の確保に係る対

価を支払う場合における、当該業務

に係る対価として支払う金額に相

当する収入金額（令和６年４月１日

から令和９年３月 31 日までの間に

開始する各事業年度分に限り運用） 

ｍ 一般送配電事業者が、電気事業法

第 28 条の 48 第１項に規定する広域

系統整備計画に定める電気工作物

の整備又は更新の実施を行う他の

一般送配電事業者又は送電事業者

に対して、地域間連系線の整備等に

必要な費用として支払うべき金額

に相当する収入金額（令和８年４月

１日から令和 11 年３月 31 日までの

間に開始する各事業年度分に限り

適用） 

     (ｲ) 政令に定められているもの（政令第

22 条） 

    ａ 保険金 

    ｂ 有価証券の売却による収入金額 

    ｃ 不用品の売却による収入金額 

    ｄ 受取利息及び受取配当金 

ｅ 電気供給業に必要な施設を設け

るため、電気の需要者その他その施

設によって便益を受ける者から収

納する金額 

    ｆ 電気事業法(昭和 39 年法律第 170

号)第 28 条の 40 第２項第１号の交

付金 

g 他の電気供給業を行う法人（収入  

金額課税されない法人を除く。）か

ら、電気の供給を受けた電気に係る 

収入額のうち、その他の法人から供 

給を受けた電気の料金としてその法 

人が支払うべき金額に相当する金額 

h 他の電気供給業を行う法人（収入

金額課税されない法人を除く。）か

ら、非化石電源としての価値を有す

ることを証するものとして総務省令

で定めるものを購入した場合（卸電

力取引所を介して自らが販売を行っ

たものを購入した場合を含む。）で

あって、非化石電源としての価値を

有するものとして電気の供給を行う

場合における、当該購入の対価とし

て支払うべき金額に相当する収入金

額 

i 電気事業者による再生可能エネル

ギー電気の調達に関する特別措置法

（平成 23 年法律第 108 号）第 36 条

に規定する賦課金 

 (ｳ) 総務大臣の指定したもの 

      損害賠償額、投資信託に係る収益

分配金、株式手数料、社宅貸付料他 

  イ 事業について収入すべき金額 

 電気供給業において、収入すべき金額

とは、各事業年度において収入すること

が確定した金額で、その事業年度の収入

として経理されるべきその事業年度に

対応する収入をいうものとされている。

すなわち、所得金額の算定における総益

金の取扱いと同様発生主義によってい

る。 

    この場合において、貸倒れが生じたと

き又は値引きが行われたときは、その貸

倒れとなった金額又は値引きされた金

額をその貸倒れの生じた日又は値引き

が行われた日の属する事業年度の収入

金額から控除するものとされている。 

  ウ 収入金額 

    電気供給業の課税標準とすべき収入

金額とは、電気売上収入（計器具の損料

及び賃貸料収入を含む。）及び事業税相

当分の加算料金等原則として電気供給

業の事業収入に係るすべての収入を含

むものであること。 

    この場合において、料金とあわせて特

別徴収した消費税は収入金額に含めな 
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いこと及び二重課税を回避するため、他の

電気供給業を行う法人から供給を受けた

電気料金に相当する収入金額は、その電気

供給業を行う法人の収入金額に含めない

ことは、前述のとおりであること。 

(2)  所得金額 

   電気供給業（小売電気事業等、発電事業

等及び特定卸供給事業（法第 72 条の２第

１項第１号ロに掲げる法人が行うものに

限る。）を除く。）に係る収入金額のほか

に、その他の収益がある法人で、前記３の

ただし書に該当する法人以外の法人につ

いて、それらの小売電気事業等、発電事業

等及び特定卸供給事業（法第 72 条の２第

１項第１号ロに掲げる法人が行うものに

限る。）又はその他の付帯事業については

所得金額によって課税されるものである

こと。この場合の所得金額の算定について

は法第 72 条の 23 第１項の規定により算定

される。 

   なお、益金及び損金の区分については、

次によること。 

   供給販売費、一般管理費、営業雑収益、

営業雑費用、営業外収益、営業外費用、特

別利益、特別損失及び税務調整による所得

金額への加算、減算額のうち、電気供給部

門（小売電気事業等、発電事業等及び特定

卸供給事業を除く。）、小売電気事業等、

発電事業等及び特定卸供給事業部門及び

その他の所得課税部門のそれぞれに専属

することの明白な益金及び損金は、それぞ

れの部門ごとに区分経理し、区分の明白で

ない共通の益金及び損金は、取扱通知第３

章第２節第４、４の９の５による最も妥当

と認められる基準として、当該事業年度の

それぞれの事業部門における売上総利益

（売上高－売上原価）の比によってあん分

すること。ただし、区分の明白でない共通

の益金又は損金が、この項における「益金

又は損金」の概ね 30%以下である場合のそ

れぞれの部門へのあん分については売上

総利益の比によることなく、売上高－売上

原価－区分可能な専属損金＋区分可能な

専属益金の算式によって算出された利益

の比によってあん分すること。 

   なお、毎事業年度において洗替えの行わ

れる共通の引当金、準備金の戻入益につい

ては損金に繰り入れた事業年度のあん分

率でそれぞれの部分の益金に戻入するこ

と。 

 (3)  付加価値額及び資本金等の額 

  ア 付加価値額 

   (2)に準じて取り扱うこと。 

  イ 資本金等の額 

    当該事業年度の終了の日現在におけ

るそれぞれの事業の従業者数によりあ

ん分するものであること。なお、それぞ

れの事業に区分することが困難な従業

者数については、付加価値額及び所得の

算定に用いた基準によってあん分する

こと。 

４ 調査 

  法第 17 条の５の規定による更正・決定等

の期間制限を考慮して、計画的に調査を実施

すること。 
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第 14 の３ 非課税事業を行う法人の事 

業税の取扱い 

 法第 72 条の４第２項及び第３項の規定によ

り林業、鉱物の掘採及び農業に係る事業税は非

課税となるが、その取扱いについて次の事項に

留意すること。 

１ 林業（法第 72 条の４第２項第１号） 

 (1)  非課税の範囲 

   非課税となる林業とは、土地を利用して

養苗、造林、撫育及び伐採を行う事業をい

い、養苗、造林又は撫育を伴わないで、伐

採のみを行う事業は含まれないものであ

ること。 

   したがって、伐採のために立木を買い取

ることを業とするもの及び苗木の生産販

売を業とするものは林業に該当しないも

のであること。 

   また、林業はしいたけ栽培及びうるしの

採取等のいわゆる林産業とはその範囲を

異にするものであること。 

   ただし、養苗をせず撫育から伐採までの 

  行為を継続的に一連の行為としている場

合においては林業に含まれること。例え

ば、紙、パルプ製造業におけるチップ材等

に用いられる本来養苗を必要としない広

葉樹種樹の原木について、造林、撫育から

伐採を行っている場合は林業に含まれる

ものであること。 

    

 (2)  課税標準の算定 

  ア 非課税となる林業とその他の課税事

業をあわせ行っている場合 

     (ｱ) 所得金額の算定 

     益金の額と損金の額をそれぞれの

事業に区分計算し、次の算式により課

税標準額を算定すること。 

   （算式） 

    課税所得＝総所得－林業所得 

     区分計算にあたっては、次の事項に 

     留意すること。 

       ａ 林業部門の専属損金となるもの 

     (a) 木代金（地ごしらえ費、種苗費、 

 植栽費、補植費、撫育費、間伐費 

 及び管理費等いわゆる原木の育成 

 に要した一切の経費の合計額で、 

 原木の帳簿価額をいう。） 

     (b) 造林費（伐採費）、藪出費（現 

 地集材費）、小出（中出）費（ト 

 ラック道までの集材費）、駅出費、 

 輸送費、運材設備費又は運材設備 

 償却費、木材検査料 

     (c) 法人税個別通達昭和 34 年直法

１－128 において損金算入が認め

られた金額 

     (d) 一般管理費中の工場山林部及

び本社山林部費のうち林業部門

に係る諸経費 

       ｂ 共通損益の区分 

      受取配当金、受取利息、支払利息

及びその他林業に付随する益金又

は損金で、区分経理することが困難

な共通損益については、次のとおり

取り扱うこと。 

     (a) 共通益金 

           林業とその他課税事業の固有の

売上金額によりあん分すること。 

       なお、毎事業年度において洗替

えの行われる共通の引当金、準備

金の戻入益については損金に繰

り入れた事業年度の林業とその

他課税事業の固有の売上総利益

であん分してそれぞれの部分の

益金に戻入すること。 

     (b) 共通損金 

       林業とその他課税事業の固有

の売上総利益であん分すること。 

            なお、森林経営が伐採の段階に至

らず、分収林収入金等で植林及び

撫育をもっぱら行っている場合

は、林業とその他課税事業の固有

の費用（原価）であん分すること。 

     (ｲ) 付加価値額及び資本金等の額の算

定 

       ａ 付加価値額 

       前記(ｱ)のａに掲げる損金として 

経理された報酬給与費、支払利子及 

び支払賃借料は、林業部門の専属費 

とすること。 

      一般管理費、営業外収入（費用） 

等で林業部門又はその他の事業部門 
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     に区分経理することが困難な共通

費については、次のとおり取り扱う

こと。 

     (a) 受取利子（法第 72 条の 16 第３

項）及び受取賃借料（法第 72 条

の 17 第３項） 

           林業とその他課税事業の固有の

売上金額によりあん分すること。 

     (b)  報酬給与額（法第 72 条の 15）、 

  支払利子（法第 72 条の 16 第２項） 

  及び支払賃借料（法第 72 条の 17 

  第２項） 

       林業とその他課税事業の固有

の売上総利益であん分すること。 

            なお、森林経営が伐採の段階に至

らず、分収林収入金等で植林及び

撫育をもっぱら行っている場合 

      は、林業とその他課税事業の固有 

      の費用（原価）であん分すること。 

     (c)  単年度損益 

       (ｱ)に準じて算定すること。 

     (d)  算式 

               課税事業の付加価値額＝付加

価値額の総額－林業部門の付加 

価 値 額 （ 林 業 部 門 の 報 酬 給 与  

額 ＋ 林 業 部 門 の 純 支 払 利 子 ＋  

林 業 部 門 の 純 支 払 賃 借 料 ＋ 林  

業部門の単年度損益） 

       ｂ 資本金等の額 

      当該事業年度の終了の日現在に

おけるそれぞれの事業の従業者数

によりあん分するものであること。

なお、それぞれの事業に区分するこ

とが困難な従業者数については、付

加価値額及び所得の算定に用いた

基準によってあん分すること。 

  イ 林業と製紙、製材の製造業又は物品販

売業（林業を行うものが手山材を素材の

まま小売販売する事実のみをいう。）と

を通じて一貫作業を行っている場合 

     (ｱ) 所得金額の算定 

     林業所得の計算は、次の算式により

算定すること。 

   （算式） 

    課税所得＝総所得－林業所得 

    林業所得＝（原木単位当たりの時価－ 

単位当たりの仕上単価）×当該事業 

年度の手山材消費数量 

     区分計算にあたっては、次の事項に

留意すること。 

       ａ 原木の時価 

       事業所ごとの所在地における買

入材の事業年度終了の日前１月間

における買付価格の平均価格で、樹

種別に算定すること。 

       ｂ 仕上単価 

      事業所最寄駅までの事業年度終

了の日前１月間の木代金、造材費

（伐採費）、藪出費、小出（中出）

費、駅出費、輸送費、及び設備費の

合計の平均価格で、樹種別に算定す

ること。 

       ｃ 手山材 

      当該法人が 10 年以上撫育した木

材をいうこと。 

       ｄ 手山消費数量 

      手山材の事業所最寄駅着数をい

うこと。 

     (ｲ) 付加価値額及び資本金等の額の算

定 

       ａ 付加価値額 

       (ｱ)のｂに掲げる経費として支出

すべきもので当該事業年度におい

て損金経理された報酬給与費、支払

利子及び支払賃借料は、林業部門の

専属費とすること。 

      一般管理費、営業外収入（費用） 

等で林業部門又はその他の事業部

門に区分経理することが困難な共

通費については、次のとおり取り扱

うこと。 

     (a)  次の算式によって、林業部門の 

   収益配分額を算定すること。この 

   場合にあっては、収益配分額の合 

    計額ではなく、報酬給与額、支払 

     利子又は支払賃借料ごとに算定 

   すること。（受取利子、受取賃借 
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      料についても同様であること。） 

    (算式)                          

     報酬給与、支払利子、支払賃借料 

× 前記(ｱ)の林業所得 

総所得 

      (b)  単年度損益 

        (ｱ)に準じて算定すること。 

      (c)  算定式 

              課税事業の付加価値額＝付加 

価値額の総額－林業部門の付加 

価値額（林業部門の報酬給与額 

＋林業部門の純支払利子＋林業 

部門の純支払賃借料＋林業部門 

の単年度損益） 

    ｂ 資本金等の額 

      当該事業年度の終了の日現在に

おけるそれぞれの事業の従業者数

によりあん分するものであること。

なお、それぞれの事業に区分するこ

とが困難な従業者数については、付

加価値額及び所得の算定に用いた

基準によってあん分すること。 

２ 鉱物の掘採（法第 72 条の４第２項第２号） 

 (1)  非課税の範囲 

   鉱物の掘採事業とは、鉱業法第３条に掲

げる鉱物を掘採し、これを販売する事業を

いうものであること。 

   したがって、法人がこれらの鉱物を加

工、又は精錬する場合には、これらの部分

については課税事業となるので特に留意

すること。 

 (2)  課税標準の算定 

  ア 所得及び付加価値額 

    鉱物の掘採事業と精錬事業を一貫し

て行っている法人が他社から鉱物を購

入してこれを精錬している場合、当該法

人の課税標準とすべき所得又は付加価

値額は次の算式によって算定すること。 

   （算式） 

付加価値額の総額 

又は所得の総額 
× 

   

生産品について

収入すべき金額 
－ 

鉱産税の課税標準

である鉱物の価格 
＋ 

他社から購入し

た鉱物の価格 

生産品について収入すべき金額－他社から購入した鉱物の価格 

なお、他社から購入した「鉱物」とは、 

   原料である鉱物をいい、「原料である鉱

物」とは、生産品の原材料となる鉱物を

いい、燃料、溶剤等（例えば石炭、コー

クス等）は含まないこと。 

       ただし、知事の承認を受けて、鉱物の

掘採取事業による所得又は付加価値額

と事業税の課税標準となる所得又は付

加価値額と区分している場合は、その区

分して計算したものによること。 

       また、鉱物の堀採事業とその他の事業

をあわせ行っている場合は、それぞれの

事業で専属が明白なものは、それぞれ区

分し、区分が困難なものにあっては、前

記１、(2)に準じて算定するものである

こと。 

  イ 資本金等の額 

    当該事業年度の終了の日現在における

それぞれの事業の従業者数によりあん分

するものであること。なお、それぞれの事

業に区分することが困難な従業者数につ

いては、付加価値額及び所得の算定に用い

た基準によってあん分すること。 

３ 農業（法第 72 条の４第３項） 

 (1)  非課税となる農業 

   法第 72 条の４第３項の規定によって、農事

組合法人で農地法（昭和 27 年法律第 229 号）

第２条第３項各号に掲げる要件をすべて満た

しているものが行う農業については、非営利性

の原則によって協業組合形態により運営され

る農事組合法人組織によって行われる農業は、

その実態において、個人の行う農業を共同で行

っているものと同一であると観念されること

から、非課税とされているのであること。 

   なお、農事組合法人とは、農業協同組合法に

基づき、農民が、組合員の農業生産について協

業を図ることによりその共同の利益を増進す

ることを目的として設立された法人をいうも

のであること。 

  ア 農業の範囲 

    農業の範囲は、具体的には、米、麦その

他の穀物、馬鈴薯、甘藷、たばこ、野菜、花、

育苗その他のほ場作物、果樹、樹園の作物又

は温室そのた特殊施設を用いて行う園芸作物

の栽培を行う事業又は繭若しくは蚕種の生産

を行う事業をいう 
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ものであること。 

    なお、農事組合法人が農業と付帯する

事業をあわせ行う場合で、当該付帯事業

に係る収入が総収入の１／２を超えな

い程度のものであるときは、当該付帯事

業も非課税の取扱いとすることが適当

であること。 

  イ 農業に付帯する事業の範囲 

     付帯事業とは、農業の性格等によって

必然的にそれに関連して考えられる事

業をいうこと。例えば、わら工品その他

これに類するものの生産、家畜、家禽、

毛皮獣若しくは蜂の育成、肥育、採卵若

しくは蜜の採取又は酪農品の生産、農畜

産 

物を原材料又は材料として使用する製

造又は加工、農作業の受託及び使用する

機械の余剰稼働力を利用した事業等で

あること。 

 (2)  課税標準の算定 

   非課税となる農業とその他の課税事業

をあわせ行う場合は、それぞれの事業の益

金の額と損金の額に区分計算し、次の算式

により課税標準を算定すること。 

  （算式） 

  課税所得＝総所得－農業所得 

   なお、区分経理することが困難な共通損

益については、次により処理すること。 

  ア 共通益金については、農業とその他課

税事業の固有の売上金額によってあん

分すること。 

  イ 共通損金については、農業とその他課

税事業の固有の売上総利益であん分す

ること。 

４ 課税標準の算定にあたっての留意事項 

   非課税事業とその他の課税事業をあわせ

行っている法人で、外形標準課税対象のもの

の課税標準の算定にあたっては、次の事項に

ついても留意すること。 

 (1)  雇用安定控除の適用 

   その他課税事業に係る当該事業年度の

収益配分額のうちに当該事業年度の報酬

給与額（その他課税事業に係るものに限

る。）の占める割合が 70%を超える場合に、

雇用安定控除の適用が受けられるもので

あること。したがって、収益配分額の総額

に対し報酬給与額の総額が占める割合が

70%以下であったとしても、非課税事業に

係るものを控除した結果、その他課税事業

に係る収益配分額に対するその他課税事

業に係る報酬給与費の割合が 70%を超えた

ことにより、雇用安定控除の適用を受けら

れる場合があるので注意すること。 

 (2)  資本金等の額の区分方法 

   資本金等の額を非課税事業とその他課

税事業にあん分する場合にあっては、当該

事業年度終了の日における全従業者に占

める非課税事業に係る従業者数又はその

他課税事業に係る従業者数の比率であん

分することとしているが、この従業者数は

実人員数で事業税の分割基準ではないこ

とに注意すること。 

５ 申告書に添付すべき書類 

 (1)  林業を行う法人 

  ア 林業に係る所得金額の計算書（別記様 

式 11） 

  イ 貸借対照表、損益計算書 

  ウ その他必要と認める書類 

  エ 外形標準課税対象法人で、その他課税 

事業を行う法人にあっては、第 14 の５

に掲げる書類 

 (2)  鉱物の掘採を行う法人 

  ア 鉱物の掘採に係る所得金額の計算書 

 （任意の様式で作成すること。） 

  イ 貸借対照表、損益計算書 

  ウ その他必要と認める書類 

  エ 外形標準課税対象法人で、その他課税 

事業を行う法人にあっては、第 14 の５

に掲げる書類 

 (3)  農業を行う農事組合法人 

  ア 農業に係る所得金額の計算書（別記様 

式 12） 

  イ 貸借対照表、損益計算書 

  ウ その他必要と認める書類 
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第 14 の４ 連結法人に係る事業税の取 

扱い 

連結納税制度は、令和４年３月 31 日以前に開

始する事業年度をもって廃止されたものである

が、同日以前に開始する事業年度の申告等につい

ては、地方税法等の一部を改正する等の法律（令

和 2 年法律第 5 号）附則第５条第３項及び第７条

第２項の規定により、なおその効力を有すること

とされているため、以下により取り扱うこと。 

なお、以下第 14 の４において、法、規則、省

令、法人税別表、法人税法については、廃止前の

参考条文を記載。 

１ 連結納税制度 

  連結納税制度は、完全支配関係にある企業グ

ループ（以下「連結グループ」という。）を１

つの納税単位として法人税を課税する制度で

あるが、法人事業税及び法人県民税について

は、地域における受益と負担の関係等に配慮し

て、個々の法人を納税単位として課税すること

とされていること。 

  したがって、法人税においては連結親法人の

みが法人税を申告するものであるが、法人事業

税及び法人県民税については、連結グループの

すべての法人が申告することに留意すること。 

２ みなし事業年度 

  連結グループ内の各法人の事業年度が異な

る場合には、連結所得の計算が困難となること

から、連結親法人の事業年度にあわせることと

なっていること。（法第 72 条の 13 第 10 項） 

  また、連結グループへの加入、離脱等があっ

た場合には、みなし事業年度の特例があること

に留意すること。（法第 72 条の 13 第９項、第

11 項～第 23 項） 

３ 申告等 

 (1) 県内に事務所又は事業所を有する法人が、

次に掲げる事項に該当する場合は、「法人税

に係る連結納税の承認等の届出書」（規則第

74 号様式）の提出があること。 

  ア 連結納税の承認があったとき 

  イ 完全支配関係を有することとなったと 

 き 

    ウ 連結完全支配関係等を有しなくなった 

とき 

  エ 連結納税の承認の取消処分があったと 

 き 

  オ 連結納税の適用の取りやめの承認があ 

ったとき 

  カ 連結納税の適用を受けている連結親法 

   人の事業年度の変更があったとき（連結 

   子法人のみ） 

    なお、当該届出書には、法人税の連結納 

   税の承認書等の写を添付するよう依頼す 

   ること。 

 (2)  連結法人又は連結法人であった法人に係

る申告書等 

  ア 省令第６号様式別表２の端数処理 

    省令第６号様式別表２の②欄（控除対象

個別帰属調整額）について１円未満の端数

を生じたときは、これを切り上げること。 

イ 法第 53 条第８項に規定する「法人税法

第 81 条の９第２項の規定の適用がないこ

とを証する書類」は、次の書類とする。 

(ｱ) 法人税明細書別表７の２(連結欠損

金等の損金算入に関する明細書)   

連結親法人が提出したもので、最初連

結親法人事業年度のもの 

(ｲ) 法人税明細書別表７の２付表１(連

結欠損金当期控除額及び連結欠損金個

別帰属額の計算に関する明細書) 

 連結親法人が提出したもので、最初

連結親法人事業年度のもの 

(ｳ) 法人税明細書別表７(1)(欠損金又は

災害損失金の損金算入に関する明細書) 

  当該連結法人が提出したもので、当該

法人の最初連結事業年度の直前の事業

年度のもの   

 (3)  連結法人の確定（修正）申告書に添付する

書類は、省令第５条に定めるもののほか、次

のとおりとすること。 

  ア 法人税別表４の２付表及び別表６の２

(1)の写し 

  イ 貸借対照表及び損益計算書又はこれら

の書類の作成を要しないものにあっては、

これに準ずる書類 

    なお、外形標準課税対象法人にあって

は、第 14 の５に掲げる書類もあわせて添

付しなければないこと。 

 (4) 予定申告に係る留意事項 

   連結事業年度が６月を超える連結法人は、 
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  当該連結事業年度開始の日から６月を経

過した日から２月以内に予定申告をしな

ければならないこと（前連結事業年度の連

結法人税個別帰属支払額の６月相当分が

10 万円を超える場合に限る。）。 

   なお、連結法人には仮決算方式による中

間申告は認められていないことから、必ず

予定申告となるので、留意すること。 

４ 課税標準の算定 

 (1)  所得の算定 

   連結法人の法人事業税の課税標準は、個

別帰属益金額から個別帰属損金額を控除

した個別所得金額となること。 

   個別帰属益金額とは、当該連結事業年度

の益金の額のうち当該連結法人に帰せら

れるものの合計額（法人税法第 81 条の 18

第１項）をいい、個別帰属損金額とは、当

該連結事業年度の損金の額のうち当該連

結法人に帰せられるものの合計額（法人税

法第 81 条の 18 第１項）をいい、計算は、

原則として、法人税の課税標準（連結所得）

に係る個別所得金額の計算の例によるこ

と。 

   なお、各事業年度開始の日前９年以内に

開始した事業年度において生じた欠損金

額又は個別欠損金額（個別帰属損金額が個

別帰属益金額を超える場合におけるその

超過額（法人税法上の「個別欠損金額」と

は異なることに留意。））を、個別帰属損

金額に算入することができることに留意

すること。 

 (2)  付加価値額及び資本金等の額 

   単体申告法人の取扱いに準ずること。 

５ 調査 

  法第 17 条の５の規定による更正・決定等

の期間制限を考慮して、計画的に調査を実施

すること。 

  なお、連結法人の所得割の課税標準となる

所得の算定にあっては、法第 72 条の 41 の適

用を受けるものであるが、当該所得は法人税

の例によって算定されるものであることを

考慮して、法第 72 条の 39 適用法人と同様に

取り扱うこととして差し支えないこと。 

６ 連結法人税の更正又は決定 

連結法人について法第 63 条第２項の規定

により税務署長が行うこととされている更

正又は決定の通知は、連結所得の金額及び連

結法人税額であり、連結親法人又は連結子法

人の個別帰属額ではないことに留意するこ

と。 

また、連結法人税の更正又は決定に伴い連

結子法人の個別帰属額等に変更が生じたと

きは、当該連結子法人は所轄の税務署に個別

帰属額等を記載した書類を届け出ることと

されているので、当該個別帰属額等を記載し

た書類を閲覧することにより個別帰属額等

を把握すること。 

 

 

第 14 の４の２ 通算法人係る事業税の

取扱い 
１ グループ通算制度 

令和２年度税制改正により、連結納税制度

を見直し、グループ通算制度へ移行すること

とされ、令和４年４月１日以後に開始する事

業年度から適用すること。 

グループ通算制度とは、完全支配関係にあ

る企業グループ内の各法人を納税単位とし

て、各法人が個別に法人税額の計算及び申告

を行い、その中で、損益通算等の調整を行う

制度であり、地方税においては、改正前の基

本的な枠組みを維持しつつ、国税の見直しに

併せて所要の措置が講じられたため、法人事

業税及び法人県民税については、連結納税制

度と同様に個々の法人を納税単位として課

税することとされていること。 

２ みなし事業年度 

通算グループ内の各法人の事業年度が異

なる場合には、所得の計算が困難となること

から、通算親法人の事業年度にあわせること

となっていること。（法第 72 条の 13 第７項） 

また通算承認、離脱等があった場合には、

みなし事業年度の特例があることに留意す

ること。（法第 72 条の 13 第６項、第８項～

第 12 項） 

３ 申告等 

(1)  県内に事務所又は事業所を有する法人

が、次に掲げる事項に該当する場合は、

「法人税に係る通算承認等の届出書」 
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 （規則第 74 号様式）の提出があること。 

ア 通算承認があったとき 

イ 完全支配関係を有することとなった

とき 

ウ 完全支配関係等を有しなくなったと

き 

エ 通算承認の取消処分があったとき 

オ 通算制度の適用の取りやめの承認が

あったとき 

カ 通算制度の適用を受けている通算親

法人の事業年度の変更があったとき

（通算子法人のみ） 

なお、当該届出書には、法人税の通算承

認書等の写しを添付するよう依頼するこ

と。 

(2) 通算法人又は通算法人であった法人に

係る申告書等 

ア 省令第６号様式別表２の端数処理 

省令第６号様式別表２の②欄（控除対

象通算適用前欠損調整額）について１円

未満の端数を生じたときは、これを切り

上げること。 

イ 法第 53 条第６項に規定する「法人税

法第 57 条第６項または第８項の規定の

適用があることを証する書類」は、次の

書類とする。 

(ｱ) 法人税明細書別表７(1)(欠損金又

は災害損失金の損金算入に関する明

細書) 

通算法人が提出したもので、通算

法人の通算承認の効力が生じた日以

後に開始する最初の事業年度の直前

の事業年度のもの 

(ｲ) 法人税明細書別表７(2)(通算法人

の欠損金の翌期繰越額の計算及び控

除未済欠損金額の調整計算に関する

明細書) 

通算法人が提出したもので、通算

法人の通算承認の効力が生じた日以

後に開始する最初の事業年度のもの 

(ｳ) 法人税明細書別表７(2)付表１(通

算法人の欠損金の通算に関する明細

書) 

通算法人が提出したもので、通算法

人の通算承認の効力が生じた日以後

に開始する最初の事業年度のもの 

(3) 通算法人の確定（修正）申告書に添付

する書類は、省令第５条に定めるもののほ

か、次のとおりとすること。 

ア 法人税別表４及び別表６(1)の写し 

イ 貸借対照表及び損益計算書又はこれ

らの書類の作成を要しないものにあっ

ては、これに準ずる書類 

なお、外形標準課税対象法人にあって

は、第 14 の５に掲げる書類もあわせて添

付しなければないこと。 

(4) 予定申告に係る留意事項 

事業年度が６ 月を超える通算法人は、

当該事業年度開始の日から６月を経過し

た日から２月以内に予定申告をしなけれ

ばならないこと（前事業年度の法人税額の

６月相当分が 10 万円を超える場合に限

る。）。 

なお、通算親法人が協同組合等である法

人の場合は、仮決算方式による中間申告は

認められていないことから、必ず予定申告

となるので、留意すること。 

４ 課税標準の算定 

(1) 所得の算定 

単体申告法人の取扱いに準ずること。 

(2) 付加価値額及び資本金等の額 

単体申告法人の取扱いに準ずること。 

５ 調査 

法第 17 条の５の規定による更正・決定等

の期間制限を考慮して、計画的に調査を実施

すること。 

なお、通算法人の所得割の課税標準となる

所得の算定にあっては、法第 72 条の 41 の適

用を受けるものであるが、当該所得は法人税

の例によって算定されるものであることを

考慮して、法第 72 条の 39 適用法人と同様に

取り扱うこととして差し支えないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 84 - 

第 14 の５ 外形標準課税対象法人に係

る事業税の取扱い 

 

１ 外形標準課税対象法人 

  外形標準課税が適用されるか否かの判定

は、確定申告の場合は当該事業年度の末日、

中間申告の場合は、当該事業年度開始の日か

ら６月経過日現在において、資本金の額又は

出資金の額が１億円を超えるか否かで判定

するものであること。 

  また、清算法人はその解散の日現在で外形

標準課税対象法人に該当するか否かで判定

すること。 

 （以下、(1)においては令和７年４月１日以

後に開始する事業年度、(2)においては令和

８年 4月１日以後に開始する事業年度より適

用） 

ただし､下記の(1)(2)に該当する場合は、

当該事業年度の末日において資本金の額又

は出資金の額が１億円以下の法人であって

も、外形標準課税対象法人に含まれるため、

留意すること。 

(1) 前事業年度において外形標準課税対象

法人に該当し、事業年度末日の資本金の額

又は出資金の額と資本剰余金の額の合計

額（以下「払込資本の額」という。）が 10

億円を超える法人 

ただし、地方税法等の一部を改正する法

律（令和６年法律第４号）の公布日（以下

この項において「公布日」という。）であ

る令和６年３月 30 日を含む事業年度の前

事業年度が外形標準課税対象法人であっ

て、公布日の前日の現況において資本金の

額又は出資金の額が１億円以下かつ公布

日から令和７年４月１日以後最初に開始

する事業年度の開始の日の前日までの間

に終了した各事業年度において外形標準

課税の対象外である場合を除く。 

上記以外の場合で、公布日を含む事業年

度の前事業年度が外形標準課税対象法人

であった法人が、公布日以後に終了した事

業年度以降において外形標準課税の対象

外となっていたとき、当該法人が提出した

令和７年４月１日以後開始する事業年度

分の第６号様式「期末現在の資本金の額及

び資本剰余金の額の合算額（解散日現在の

額）」欄の金額が 10 億円を超えている場

合は外形標準課税対象となるため、留意す

ること。 

(2) 払込資本の額が 50 億円を超える外形標

準課税対象法人及び保険業法に規定する

相互会社（以下「特定法人」という。）と

の間に当該特定法人による完全支配関係

がある法人のうち払込資本の額が２億円

を超える法人 

ただし、上記払込資本の額は、当該法人と 

当該特定法人との間に完全支配関係（当該法 

人以外の特定法人による完全支配関係に限 

る。）がある場合その他政令で定める場合に 

おいて、当該法人が剰余金の配当又は出資の 

払戻しにより払込資本の額を減少させたと 

きは、その減少した額を加算した額が２億円 

を超えるか否かにより判定すること。 

２ 申告 

 (1)  確定申告書に添付する書類 

   確定申告書には、次の書類を添付させる

こと。添付がない場合は、すみやかに書類

の提出を求めること。ただし、法人が法人

税法第 75 条の３第１項又は情報通信技術

を活用した行政の推進等に関する法律第

６条第１項の規定により法人税法第 75 条

の３第１項の申告を行った場合において、

当該申告と併せて貸借対照表及び損益計

算書を同条第１項又は情報通信技術を活

用した行政の推進等に関する法律第６条

第１項に規定する電子情報処理組織を使

用する方法により提供したときは、提出し

たものとみなす。 

   なお、提出すべき書類は、個別の財務諸

表であることに留意すること。 

  ア 貸借対照表及び損益計算書 

    なお、損益計算書には、製造原価計算

書、完成工事原価計算書等を含むもので

あること。 

  イ 法人税施行規則別表４又は別表４の

２及び別表４の２付表の写し 

  ウ 法人税法施行規則別表５(1)又は別表

５の２(1)及び別表５の２(1)付表の写

し 
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エ 法人税法施行規則別表８(1)の写し 

    次に掲げる書類にあっては、必要に応じ

て法人に提出を依頼すること。 

  オ キャッシュフロー計算書 

  カ 法人税申告書に併せて提出した勘定

科目明細書（各勘定科目）の写し 

  キ その他必要な法人税明細書の写し 

 (2)  中間申告（予定申告を含む。）に係る留

意事項 

   中間申告義務の判定に係る留意事項 

前事業年度の確定申告において、外形 

標準課税が適用された法人で、当該事業

年度開始の日から６月経過日において

資本金が１億円以下となった場合の中

間申告義務の判定は、前事業年度の法人

税額の６月相当分が 10 万円以下である

か否かで判定することとなるので、留意

すること。 

    また、仮決算による中間申告の場合

は、所得金額、付加価値額及び資本金等

の額について６月を一事業年度とみな

してそれぞれ計算して申告されるべき

ものであること。 
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    なお、通算親法人が協同組合等である外形

標準課税対象法人の場合は、仮決算による中

間申告は認められないので、留意すること。 

 また、仮決算により算定した事業税額が予 

定申告に係る事業税額を超える場合は、仮決 

算による中間申告は認められないので、留意 

すること。 

（以下、令和７年４月１日以後に開始する 

事業年度より適用） 

前事業年度の確定申告において、外形標準 

課税が適用された法人は、当該事業年度開始 

の日から６月経過日の前日において外形標 

準課税が適用される基準を満たしていない 

としても、中間申告の義務があるため、留意 

すること。 

３ 課税標準となる付加価値額及び資本金等の額 

 (1)  付加価値額の算定 

  ア 付加価値額の構成要素である報酬給与額

は次の(ｱ)と(ｲ)の合計額によること。 

    ただし、法人税の所得の計算で損金の 額

に算入されるものに限られること。 

     (ｱ) 法人が各事業年度においてその役員又

は使用人に対する報酬、給料、賃金、賞

与、退職手当その他これらの性質を有す

る給与（原則として、所得税において給

与所得又は退職所得とされるもので、所

得税において非課税所得とされるものは

給与として取り扱わない。）として支出

する金額の合計額 

     (ｲ) 法人が各事業年度において役員又は使

用人のために支出する次の金額の合計額 

       ａ 退職金共済金契約、特定退職金共済契

約の掛金 

       ｂ 確定給付企業年金の掛金 

       ｃ 企業型年金規約による事業主掛金 

       ｄ 個人型年金規約による掛金 

      ｅ 勤労者財産形成基金契約による信 

託金等、預入金等 

       ｆ 厚生年金基金の掛金、徴収金 

     ｇ 適格退職年金契約による掛金、保険料 

     (ｳ) (ｱ)及び(ｲ)にかかわらず報酬給与額の

算定にあたっては、次に掲げる特例があ

るので留意すること。 

       ａ 労働者（船員）派遣に係る特例 

      労働者（船員）派遣契約に基づき労働

者（船員）派遣の役務提供を受けた法

人は、支払う労働者（船員）派遣料の

75%の額を報酬給与額に加算し、労働者

（船員）を派遣した法人は、受け取る

労働者（船員）派遣料と派遣労働者（船

員）に支払う給与額のいずれか少ない

金額の 75%の額を報酬給与額から控除

すること。 

       ｂ 損金不算入の役員給与等 

      損金経理をしていても法人税で損金

の額に算入されない役員給与等（法人

税法第 34 条～第 36 条）は、報酬給与

額に該当しないこと。 

      また、利益処分により支払う役員賞与

や利益処分の経理によって使用 

     人に賞与を支払った場合は、報酬給  

        与額に該当しないこと。 

       ｃ 報酬給与額に含まれないもの 

      所得税において非課税とされる通勤

手当及び在勤手当は、各事業年度の報

酬給与額に含まれないこと。 

       ｄ 所得税で非課税所得されているが 

給与とされるもの 

       所得税で事業所得、一時所得、雑所

得又は非課税所得とされるものであっ

ても、死亡した者に係る賃金等で遺族

に支払われるものは給与として扱うこ

と。 

       また、法人税において死亡退職金は、

損金算入の退職手当等に該当するの

で、所得税においては非課税所得とな

るものであるが、報酬給与額とするも

のであること。 

       ｅ 出向者に対する給与 

      役員又は使用人が他の法人に出向し

た場合の出向した役員又は使用人（出

向者）の給与にあっては、報酬、給料、

賃金及び賞与はその実質的負担者の報

酬給与額とし、退職給与は  
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        その形式的負担者の報酬給与額とす

ること。 

       ｆ 消費税、地方消費税が含まれてい 

る場合 

      報酬給与額の計算にあたっては、

消費税及び地方消費税を除いた金

額を基礎とすること。 

       ｇ 棚卸資産、繰延資産、無形固定資 

産、建設仮勘定等に計上する報酬給 

与額 

      経費として支出しても、当該事業

年度では貸借対照表の資産の部に

新たに計上される給与等は、その新

たに計上する事業年度の報酬給与

額とすること。 

    ｈ 確定給付企業年金等の掛金に該

当しないもの 

      適格退職年金から厚生年金基金

制度へ移行した場合には、積立金を

移管した場合は、積立金を移管する

が、当該積立金の移管は、事業主が

新たに掛金を支出したものではな

いので、報酬給与額に含まれないこ

と。（政令第 20 条の２の４第２項） 

  イ 純支払利子は、各事業年度の支払利子

の額の合計額から、当該合計額を限度と

して、各事業年度の受取利子の額の合計

額を控除した金額であること。 

    ただし、支払利子の額又は受取利子の

額は、当該事業年度の法人税の所得の計

算上、損金の額又は益金の額に算入され

るものに限ること。 

    なお、棚卸資産、繰延資産、無形固定

資産、建設仮勘定等に計上する支払利子

の取扱いについては、前記アのｇによる

こと。 

  ウ 純支払賃借料は、各事業年度の支払賃

借料の額の合計額から、当該合計額を限

度として、各事業年度の受取賃借料の額

の合計額を控除した金額であること。 

    ただし、支払賃借料の額又は受取賃借

料の額は、当該事業年度の法人税の所得

の計算上、損金の額又は益金の額に算入

されるものをいうものであること。 

     (ｱ) 支払賃借料又は受取賃借料の対象

となる土地又は家屋には、これらと一

体となって効用を果たす構築物又は

附属設備が含まれること。したがっ

て、固定資産税における土地又は家屋

のほか、土地又は家屋に構築物が定着

し、又は設備が附属し、かつ、土地又

は家屋とこれらの構築物又は附属設

備が一体となって取引されている場

合には、これらの構築物又は附属設備

に係る賃借料も支払賃借料又は受取

賃借料の対象となること。 

     (ｲ) 固定資産税において家屋に該当し

ない立体駐車場であっても、当該立体

駐車場が土地と一体となっていると

認められるときは、土地又は家屋の対

価の額にあたるものとして支払賃借

料又は受取賃借料に含まれること。 

     (ｳ) 法人が賃借している土地又は家屋

を当該法人の役員又は使用人の社宅

等として賃貸している場合、当該法人

が支払う賃借料は当該法人の支払賃

借料に、役員又は使用人から支払い受

ける賃借料は当該法人の受取賃借料

に、それぞれ含まれること。 

     (ｴ) 動産に係る賃借料は、支払賃借料又

は受取賃借料の対象とならないこと。 

     (ｵ) 棚卸資産、繰延資産、無形固定資産、

建設仮勘定等に計上する支払利子の

取扱いについては、前記アのｇによる

こと。 

  エ 単年度損益は、法人の各事業年度の益

金の額から損金の額を控除した金額に

よるものとし、次に掲げるものを除き、

当該事業年度の法人税の課税標準であ

る所得の計算の例によって算定するこ

と。 

     (ｱ) 次に掲げるものは単年度損益の計

算において適用しないこと。 

       ａ 青色申告書を提出した事業年度の

欠損金の繰越 

       ｂ 青色申告書を提出しなかった事業

年度の災害による損失金の繰越 



 - 87 -

ｃ 海外投資等損失準備金（ただし、

一定の場合に適用がある。） 

     (ｲ) 評価損益の計上のない民事再生等

の場合の欠損金額の範囲の特例 

     単年度損益の計算にあたり、会社更

生等による債務免除等があった場合

は、法第 72 条の 18 の規定によりその

例によるものとされる政令第 20 条の

２の 12 の規定による読替え後の法人

税法第 59 条（会社更正等による債務

免除等があった場合の欠損金の損金

算入）の規定の適用があることから、

留意すること。 

  オ 付加価値割の課税標準の算定につい

ては、法附則第９条第 12 項から第 16 項

までの規定による所得拡大促進税制の

適用があるので留意すること。 

(ｱ) 職権更正における控除額の算定 

  平成 27 年４月１日から平成 30 年３

月 31 日までの間に開始する各事業年

度にあっては、省令第６号様式別表５

の６に記載された雇用者給与等支給

増加額を限度として控除額を算定す

ること。 平成 30 年４月１日から令

和３年３月 31 日までの間に開始する

各事業年度にあっては、省令第６号様

式別表５の６の２に記載された雇用

者給与等支給額から比較雇用者給与

等支給額を控除した金額を限度とし

て控除額を算定すること。 

令和３年４月１日から令和４年３

月 31 日までの間に開始した各事業年

度において、令和４年法改正前の法附

則第９条第 13 項又は令和２年法改正

前の法附則第９条第 14 項の規定の適

用を受ける場合及び令和４年４月１

日から令和５年３月 31 日までの間に

開始する事業年度において、令和２年

法改正前の法附則第９条第 14 項の規

定の適用を受ける場合にあっては、省

令第６号様式別表５の６に記載され

た雇用者給与等支給額から比較雇用

者給与等支給額を控除した金額を限

度として控除額を算定すること。 

令和４年４月１日から令和６年３

月 31 日までの間に開始する各事業年

度において、法附則第９条第 12 項又

は令和２年法改正前の法附則第９条

第 13 項の規定の適用を受ける場合及 

び令和４年４月１日から令和９年３

月 31 日までの間に開始した各事業年

度において、法附則第９条第 12 項又

は第 13 項の規定の適用を受ける場合

にあっては、省令第６号様式別表５の

６の３に記載された雇用者給与等支

給額から比較雇用者給与等支給額を

控除した金額を限度として控除額を

算定すること。 

(ｲ) 法人税における特別控除との関係 

  法附則第９条第 12 項及び第 13 項に

規定する控除の要件については、原則

として、法人税と同様の取扱いとされ

ているものであるが、当該事業年度の

所得が欠損である等の理由により法

人税の特別控除を受けない法人につ

いても、事業税においては適用するも

のであること。 

 (2)  資本金等の額の算定 

   各事業年度の資本金等の額は、各事業年

度終了の日における資本金等の額（法人税

法第２条第 16 号）とすること。 

   ただし、法第 72 条の 21 第１項本文の規

定により計算した資本金等の額が、各事業

年度終了の日における資本金の額及び資

本準備金の額の合算額又は出資金の額を

下回る場合には、資本金の額及び資本準備

金の額の合算額又は出資金の額を資本割

の課税標準とする。 

   また、清算中の法人にあっては、資本金

等の額はないものとみなされること。した

がって、清算中の法人に対しては資本割は

課されないこと。 

４ 平成 27 年度税制改正（外形標準課税の拡

大）に伴う負担変動の軽減措置 

平成 27 年４月１日から平成 28 年３月 31

日までの間に開始する事業年度において、付

加価値額が 40 億円未満の法人について、当

該事業年度に係る付加価値割額、資本割額及

び所得割額の合算額が税率改正前の税率を

用いて計算した付加価値割額、資本割額及び

所得割額の合算額に相当する額を超える場

合は、地方税法等の一部を改正する法律（平

成 27 年法律第２号）附則第８条第２項から 

第５項までの規定による控除を行うこと。 
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当該控除は、各事業年度の確定申告に係る 

事業税額から行うものであり、事業税額全体 

から行うことに留意すること。 

５ 平成 28 年度税制改正（外形標準課税の拡

大）に伴う負担変動の軽減措置 

平成 28 年４月１日から平成 29 年３月 31

日までの間に開始する事業年度、平成 29 年

４月１日から平成 30 年３月 31 日までの間に

開始する事業年度及び平成 30 年４月１日か

ら平成 31 年３月 31 日までの間に開始する事

業年度において、付加価値額が 40 億円未満

の法人について、当該事業年度に係る付加価

値割額、資本割額及び所得割額の合算額が平

成 28 年３月 31 日現在の税率を用いて計算し

た付加価値割額、資本割額及び所得割額の合

算額に相当する額を超える場合は、地方税法

等の一部を改正する等の法律（平成 28 年法

律第 13 号）附則第５条第２項から第８項ま

での規定による控除を行うこと。 

  当該控除は、各事業年度の確定申告に係る 

事業税額から行うものであり、事業税額全体 

から行うことに留意すること。 

６ 調査 

  法第 17 条の５の規定による更正・決定等

の期間制限を考慮して、計画的に調査を実施

すること。なお、外形標準課税対象法人にあ

っては、所得割については法第 72 条の 39

の適用を受け、収入割については法第 72 条

の 41 の適用を受け、付加価値割及び資本割

については法第 72条の 41の２の適用を受け

ることに留意すること。また、決定にあたっ

ては、法第 72 条の 41 の３の規定に留意する

こと。 

 

第 14 の６ 法人課税信託の取扱い 

 

１ 法人課税信託の課税の取扱い 

 (1)  法人県民税 

法人課税信託（法人税法第２条第 29 号

の２に規定する法人課税信託をいう。）の

受託者に係る法人税割については、原則と

して各法人課税信託の信託資産等及び固

有資産等ごとにそれぞれ別の者とみなし

て取り扱うものであること。なお、均等割

については、原則として固有法人の申告と

併せて行うものであり、受託法人の申告で

は不要であること。 

 (2) 法人事業税 

   法人課税信託の受託者に係る事業税に

ついては、原則として各法人課税信託の信

託資産等及び固有資産等ごとにそれぞれ

別の者とみなして取り扱うものであるこ

と。なお、外形標準課税対象法人で受託法

人であるものに対しては、付加価値割及び

資本割は課せられないものであること。 

２ 法人課税信託の納税義務者 

   法人課税信託の受託者については、法第

24 条第１項第４号の２又は第 72 条の２第５

項の規定により、道府県内に事務所又は事業

所を有する個人についても法人税割又は法

人事業税の納税義務者となるものであるこ

とに留意すること。また、法人でない社団又

は財団で代表者又は管理人の定めがあり、か

つ、法人課税信託の引受けを行うものは法人

とみなされることから、法人県民税又は法人

事業税の納税義務者となるものであること。 

３ 法人課税信託の届出 

    県内に事務所又は事業所を有する法人（法 

人課税信託の受託者である個人を含む。）が、 

次に掲げる事項に該当する場合は、「法人設 

立・異動（引継ぎ・終了・変更等）届出書（法 

人課税信託用）」（規則第 75 号様式）の提

出が必要であること。 

 (1)  法人課税信託の契約を締結した場合又

は法人課税信託の効力が生じることとな

った場合  

 (2) 法人課税信託について新たな受託者が

就任した場合 

 (3) 法人課税信託の受託者の任務が終了し

た場合 

 (4) 法人課税信託の受託者が２以上ある場

合に主宰受託者の変更があったとき。 

 (5) 法人課税信託の終了又は残余財産の確

定があった場合 

 (6) 既に届け出した事項に変更等があった

場合 

４ 法人課税信託の申告等 

  法人課税信託の受託者が当該法人課税信

託について、確定・中間・修正申告書（省令 
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第６号様式又は省令第６号様式（その２））、

予定申告書（省令第６号の３様式又は省令第

６号の３様式（その２））及び各種別表を提 

出する場合は、申告書等の「法人名」の欄に

は法人課税信託の名称の併記が必要である

ことから、その受付に当たっては留意するこ

と。 

 

第 14 の７ 特定非営利活動法人に係る 

県民税均等割の課税免除の取扱い 

 

 ＮＰＯ条例第２条に基づく、特定非営利活動

促進法（平成 10 年法律第７号。以下、本節に

おいて「促進法」という。）第２条第２項に規

定する特定非営利活動法人（以下、本節におい 

て「ＮＰＯ法人」という。）の課税免除は、 

平成 16 年４月１日以後に終了する期間及び 

事業年度に係る県民税の均等割について適用

するものであること。 

 なお、ＮＰＯ法人に対する均等割の減免は、

平成 16 年３月 31 日までの期間に係る県民税の

均等割について適用されるものであるので、留

意すること。 

１ ＮＰＯ法人の把握 

  ＮＰＯ法人は、設立の認証を受けて登記を

したときは、遅滞なく当該登記をしたことを

証する登記事項証明書を添付した届出書を所

轄庁に提出しなければならない（促進法第 13

条第２項）とされており、本県知事が認証を

した場合は当該届出書（新潟県知事の権限に

属する事務の処理の特例に関する条例（平成

12 年新潟県条例第８号））別表(2)第９項の

事務を処理する市町村が認証した場合は当該

届出書の写し）が、総務部県民生活課に提出

され、それらの写しは税務課を通じ地域振興

局に通知されるが、当該届出書が遅延する場

合もあるので、県ホームページのＮＰＯのペ

ージで設立認証等の状況を確認することによ

り把握漏れの防止に努めること。 

  また、他県に主たる事務所を有し、本県に

事務所等又は寮等を有するＮＰＯ法人につい 

 ては、未届け県外分割法人の把握調査等によ

り把握に努めるほか、必要に応じて内閣府の

ホームページ等を活用すること。 

２ 課税免除 

  均等割の課税免除は次の区分ごとに要件の

全てに該当するＮＰＯ法人について行うもの

であること。 

 (1)  共通事項 

  ア 促進法第２条第２項に規定する法人で

あること。 

  イ 特定非営利活動を行っていること。（県

外に主たる事務所を有するＮＰＯ法人に

ついては、本県内において特定非営利活

動を行っていること。） 

 (2)  収益事業（政令第７条の４に規定する収

益事業をいう。以下本節において同じ。）

を行わないＮＰＯ法人 

 ア 課税免除申請書（以下本節において「申

請書」という。）が法第 53 条第 31 項の

申告納付期限（毎年４月 30 日）までに提

出されていること。 

    申請書は法人県民税の均等割申告書に

併せて提出されるべきであるが、申請書

のみが期限内に提出された場合について

は、直ちに法人県民税の均等割申告書を

提出させること。 

    また、申告指導にもかかわらず、均等

割申告書の提出がない場合にあっては、

課税を免除しないことを決定、通知する

とともに、速やかに法人県民税の決定処

分を行うこと。 

  イ みなす申請の取扱い 

    課税免除の承認を行ったＮＰＯ法人に

ついては、翌年度以降についても課税免

除申請が期限内にされたものとみなして

処理して差し支えないこと。 

 (3)  収益事業を行うＮＰＯ法人 

  ア 収益事業に係る所得（当該事業年度に

係る法人税の課税標準となる所得）がな 

   い又は欠損であること。 

  イ 申請書が法第 53 条第１項の申告納付

期限までに提出されていること。 

    申請書は法人県民税の申告書（省令第 
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６号様式又は省令第６号様式（その２））

に併せて提出されるべきであるが、申請

書のみが期限内に提出された場合につい 

ては、直ちに法人県民税の申告書を提出

させること。 

 また、申告指導にもかかわらず、申告

書の提出がない場合にあっては、課税免

除をしないことを決定、通知を行ったう

えで、法人税額を確定後、法人県民税の

決定処分を行うこと。 

３ 要件判定 

  課税免除要件に該当するか否かの具体的判

定については、次に留意すること。 

 (1)  新潟県内の事務所等において特定非営利

活動を行っていること。 

   したがって、新潟県内の事務所等におい

て特定非営利活動を行わないＮＰＯ法人に 

  ついては課税免除の対象とならないもので 
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あること。 

   また、県内におけるすべての事務所等で

特定非営利活動を行っている必要はなく、

１つの事務所等において当該非営利活動

が行われていることで足りるものである

こと。 

 (2)  収益事業の実施の有無の確認 

   収益事業の取扱いについては、税務官署

の取扱いに準拠するものである。 

   したがって、収益事業を行っていないこ

ととは、４月１日（新設法人にあっては設

立の日）から３月 31 日までの期間すべて

において収益事業を行っていないこと（税

務官署へ提出した収益事業開始届におけ

る収益事業開始の日が当該算定期間に含

まれていないことを含む。）をいうもので

ある。 

   具体的には、税務官署に国税の申告書の

提出を要しない団体として、申告書が提出

されていないことをいうものであり、収益

事業を行っていないことの確認は、税務官

署の取扱いを確認してから行うこととし、

原則として、地域振興局で収益事業の該否

の判断は行わないこと。 

   なお、税務官署において収益事業の該否

の確認ができない場合にあっては、当該法

人が収益事業を行った場合の法人税申告

書の提出期限まで課税免除の決定の判断

を保留し、当該期限までに法人税申告書の

提出がなかったときは、収益事業を行って

いないものとして取り扱って差し支えな

いもの 

  であること。 

 (3)  法人県民税の修正申告、更正又は決定の

場合の取扱い 

  ア 修正申告及び更正 

    前記２(2)の課税免除の決定を受けた

事業年度について所得が生じたことに

より修正申告書を提出した場合又は更

正をした場合は、当該事業年度に係る課

税免除要件を満たさなくなることから、

ＮＰＯ条例第２条第２項の規定により

均等割額を申告納付又は納付しなけれ

ばならないこと。 

    したがって、修正申告書を提出した場

合であっても、当該事業年度の所得が生

じない場合（青色欠損金の当期控除額の

増減等）は、均等割額の申告納付は要さ

ないものであること。また、均等割額の

課税免除の決定を受けた事業年度又は

期間について、本来納付すべき均等割額

に不足が生じたことにより修正申告書

を提出した場合又は更正をした場合は、

当該事業年度又は期間の県民税につい

ては、当該不足額について課税免除の適

用はないものであること。 

  イ 決定 

    法人県民税の決定処分を受けた事業

年度又は期間については、課税免除の適

用はないものであること。 

４ 課税免除申請書に添付する書類 

  申請書に添付すべき書類については、次に

留意すること。 

 (1)  促進法第 12 条第２項に定める認証の写

し 

   所轄庁の認証を受けて設立したＮＰＯ

法人であることを確認するために初めて

課税免除申請を行うときに添付させるこ

ととし、以後の申請書への添付は省略して

差し 

  支えないこと。 

 (2)  促進法第 10 条第１項に定める定款の写

し 

   ＮＰＯ法人が行う特定非営利活動及び

特定非営利活動のための事業等を確認す

るために添付させること。 

 (3)  所轄庁に提出すべき事業報告書及び活

動計算書の写し 

   収益事業を行わないＮＰＯ法人が申請

書を提出する場合に添付させることとし、

法第 52 条第２項第３号の期間が含まれて

いるものとすること。 

   これにより、特定非営利活動を行ってい 

  ることを確認するものであること。 

   ただし、設立してから会計年度が終了し

ていないなどの理由により、課税免除申請

時において事業活動報告書及び活動計算

書（以下「事業報告書等」という。）の写

しが作成されていない場合は、事業計画書

又は予算書等を添付させることとし、後

日、事業報告書等が作成され次第提出させ

るこ 
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  と。 

 (4)  税務官署に提出した収益事業に係る貸

借 

対照表、損益計算書及び所得の金額に関す

る明細書(法人税法施行規則別表４)の写

し 

   収益事業を行うＮＰＯ法人が申請書を

提出する場合に添付させること。 

   これにより、収益事業に係る所得等を確

認するものであること。 

５ 課税免除の決定 

  課税免除の可否について決定した場合は、 

課税免除決定通知書（別記様式 13）により、 

 ＮＰＯ法人に対して通知すること。 

６ 報告 

  前年度に行った課税免除の実績について、

毎年４月 10 日までに別記様式 13 の２により

税務課に報告すること。 

 

 

第 15 削除 
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第 15 の２ 過疎条例による事業税の課 

税免除の取扱い 

 課税免除は所得割又は収入割のみを対象とし

て行うもので、付加価値割及び資本割について

は、課税免除対象とならないことに留意するこ

と。 

１ 課税免除の適用条件 

    過疎条例による課税免除の適用を受けるも

のは、次のすべてに該当しなければならないこ

と。 

 (1)  過疎地域内で市町村が定める「産業振興促

進区域」にあること。 

      過疎地域の持続的発展の支援に関する特

別措置法（令和３年法律第 19 号）第８条第

１項に規定する市町村計画に記載された同

条第４項第１号に規定する産業振興促進区

域内において取得等された製造の事業、農林

水産物等販売業、旅館業（下宿営業を除く。）

若しくは情報サービス業の用に供する設備

に対して課税免除の措置が行われるもので

あり、本県内には、上記表に掲げる市町村が

公示されている。 

 (2) 課税免除の対象となる設備は、租特法第  

   12 条第４項の表の第１号の下欄又は第 45 条 

  第３項の表の第１号の下欄の規定の適用を 

  受ける設備であり、次に掲げる規模のものが 

  該当すること。 

  ア 製造業又は旅館業 一の設備を構成す

る減価償却資産の取得価額の合計額が 500

万円(租税特別措置法施行令（昭和 32 年政

令第 43 号）第 28 条の９第 20 項に規定す

る資本金の額等が5,000万円超１億円以下

である法人が行うものにあっては1,000万

円とし、資本金の額等が１億円超である法

人が行うものにあっては 2,000 万円とす

る。)以上のもの 

  イ 情報サービス業等又は農林水産物等販

売業 一の設備を構成する減価償却資産

の取得価額の合計額が500万円以上のもの 

 (3) 法第 72 条の 25、第 72 条の 26 及び第 72

条の 28 に規定される申告納付期限までに、

法人事業税の確定申告書の提出があること。 

 (4) 過疎規則第２条に規定する課税免除基準 

 に適合すること。 

２ 課税免除の期間 

  課税免除の適用をする期間は、適用設備を 

事業の用に供した日の属する事業年度以後３ 

箇年度にわたり、課税免除が行われること。 

 なお、半年決算法人については、６事業年 

度となるものであること。 

３ 課税免除の申告 

 (1)  課税免除申告 

     課税免除の適用を受けようとする法人 

地域名 地域内の市町村 地域振興局 

 
村 上 
新発田 

 
 

五 泉 
 

三 条 
 

長 岡 
 
 

魚 沼 
十日町 
上 越 

 
 

糸魚川 
佐 渡 

 

 
 村上市、関川村、粟島浦村 

阿賀野市のうち旧笹神村の区域 
新発田市のうち旧加治川村の区域 
胎内市のうち旧黒川村の区域 

 五泉市のうち旧村松町の区域 
阿賀町 
三条市のうち旧下田村の区域 
加茂市 

 長岡市のうち旧栃尾市、旧山古志村、旧小国町、旧和島村、旧川口町、旧寺泊町の
区域 
 出雲崎町 
 魚沼市 
 十日町市、津南町 
 上越市のうち旧安塚町、旧浦川原村、旧大島村、旧牧村、旧吉川町、旧板倉町、 
旧清里村、旧三和村、旧名立町、旧柿崎町、旧中郷村の区域 
 妙高市 
 糸魚川市 
  佐渡市 
 

 
新発田 

〃 
 
 

新 潟 
 

新 潟 
 

長 岡 
 
 

南魚沼 
〃 

上 越 
 
 

上 越 
新 潟 

 

  (上記表中の「地域内の市町村」は、令和５年２月現在の内容です。) 

 ※ 柏崎市のうち旧高柳町、旧西山町の区域については、令和３年度から令和８年度までの経過

措置を講ずる。 
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    は、法第 72 条の 25 から第 72 条の 28 まで

又は第 72 条の 31 の規定により事業税の申

告をする場合は、当該申告書とあわせ次の

書類を提出しなければならないこと。 

  ア 法人事業税課税免除適用申告書（過疎 

   規則第３号様式）、付表１ 法人事業税 

   の課税標準の分割に関する明細書及び 

   付表２ 新潟県内に有する事務所又は 

   事業所の従業者の内訳 提出部数２部 

  イ 添付書類 提出部数１部 

    添付書類の提出は、原則として、適用 

   初年度分の申告を行う場合に限り提出 

   するものであるが、欠損等で適用初年度 

   において提出のなかったときは、２年度 

   分以後の申告時において、必ず添付させ 

   ること。 

   (ｱ) 建物及び付属設備の位置図、平面図、 

     機械及び装置の配置図 

   (ｲ) 法人の登記事項証明書及び定款、寄 

        付行為、規則又は規約の写し 

      (ｳ) 事業計画書（過疎規則第１号様式） 

     (ｴ) 法人税確定申告書の写し   

    (ｵ) 固定資産台帳、契約書、見積書、納 

    品書、領収書等の前記１(3)の設備の 

    取得価額を証する書類 

   (ｶ) 租特法第 45 条の規定による特別償

却を選択した法人については、償却限

度額の計算に関する明細書（法人税申

告書別表 16(1)又は(2)及び特別償却

の付表の写し 

     租特法上の圧縮記帳の特例や特別

控除の特例を選択した法人について

は、法人税申告書別表 16(1)又は(2)

及び法人税申告書の圧縮額の損金算

入に関する明細書若しくは特別控除

に関する明細書の写し  

     なお、租特法第 45 条の規定による

特別償却の適用を受けなかった場合

は、その理由書を徴すること。 

        また、産業立地課から税務課を経由

して第２章第４節第８、３(1)イに定

める別記様式１の事前相談カードの

送付があった場合については、各県税

部において一覧表などによって管理

し、法人事業税課税免除適用申告書が

後記(2)に定める申告期限内に提出さ

れるよう、当該事前相談カードに記載

された法人に対して課税免除申告書

を送付するなど、手続について説明し

ておくこと。期限内に提出がなかった

場合については、税務課へ連絡するこ

と。 

(2) 申告期限 

  課税免除は、次の期限までに課税免除適用 

申告書が提出されない場合には認められな

いこと。 

 ア 予定（中間）申告に係るもの 当該予定 

  （中間）申告書の申告納付期限 

 イ 確定申告に係るもの 当該確定申告書

の申告納付期限 

   なお、確定申告時に係る納付すべき法人

事業税額がない法人にあっても当該事業

年度に所得割又は収入割の税額があれば

課税免除適用申告書を提出する必要があ

ることに留意すること。 

 ウ 修正申告に係るもの 当該修正申告書

の申告納付期限（修正申告に係る課税免除

にあっては、当該事業年度に係る確定申告

時に課税免除適用申告書を提出していな

い場合は、修正申告による増差額を限度と

して課税免除を行うこと。） 

４ 課税免除の手続き 

 (1) 不動産取得税を所管する地域振興局から 

  の通知 

 不動産取得税について課税免除を受け

ようとする法人については、課税免除を受

けようとする不動産を事業の用に供した

日の属する事業年度に係る事業税の申告

書の提出期限までに不動産取得税課税免

除申請書（過疎規則第５号様式）を提出す

ることとなっていることから、不動産取得

税を所管する地域振興局は法人事業税を

所管する地域振興局に対し、不動産取得税

課税免除申請書が提出された旨を通知す

ることとなっているので、当該通知を受け

た地域振興局は、課税免除申告書の提出漏

れの防止や、課税免除要件判定のための情

報共有をすること。 

 (2) 課税免除要件の適否の判定 

    ア 地区及び業種の判定  

        不動産取得税の課税免除申請があった 
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   場合には、上記(1)の通知に「地区、業 

  種」が該当する旨の産業立地課の回答の 

  写し、事業の用に供された部分を明示し 

  た平面図の写し等が添付されるので、課 

  税免除対象となる地区及び業種の判定は 

  当該添付資料によって行うこと。 

        なお、不動産の取得がない場合は、地 

  区及び業種の判定については別記様式 14 

  の１により税務課を経由して産業立地課  

    に照会し、当該照会に対する回答により   

    判定すること。 

  イ 課税免除基準の判定 

        過疎規則第２条に規定する課税免除基 

   準に適合する旨の産業立地課の回答の写 

   しによって行うこと。 

        ただし、当該回答は「地区及び業種」 

   の回答より遅れて提出される場合がある 

   ため留意すること。 

  ウ 取得価額要件等の判定 

    課税免除対象期間の初事業年度分の

課税免除適用申告書には、前記３(1)イ

に定める添付書類が提出されるので、当

該申告が期限内であるか、期限後申告で

あるかを問わず、当該添付書類によって

当該法人が前記１に定める課税免除の

適用要件に該当するか否かを調査し、課

税免除の要件適合判定書（別記様式 14

の２）によって決裁を受けること。 

   エ 第２事業年度及び第３事業年度の取

扱い 

         課税免除対象期間の第２事業年度及

び第３事業年度については、課税免除要

件の該否の判定を行う必要はないが、初

事業年度に課税免除申告が行われなか

った等のため判定を行っていない場合

にあっては、要件の該否の判定が必要で

あること。 

 (3) 不動産取得税を所管する地域振興局への 

   通知 

     上記 (1)により不動産取得税の課税免

除申請があった旨の通知があった場合は、

当該地域振興局に対し、すみやかに課税免

除要件の適合判定の結果を通知すること。 

   なお、不動産取得税の課税免除申請書の 

   提出のあった法人で、法人事業税の課税免 

 除適用申告書の提出がない場合は、その旨 

 を不動産取得税所管の地域振興局に対して 

 通知すること。 

 (4) 課税免除の決定 

  ア 課税免除要件を満たしているもの 

    要件判定の結果、要件を満たしている 

    と認められる法人については、５に定め 

    る実地調査を行い、課税免除申告額の正 

    否の確認を行った上で、是認処理を行う 

    こと。 

  イ 課税免除要件を満たしていないもの 

    要件判定の結果、要件を満たしている 

    と認められない法人については、必ずし 

    も実地調査を行う必要はないので、すみ 

    やかに６(2)イの処理を行うこと。 

 (5) 税務課への報告 

   課税免除の決定を行ったときは、次の関 

   係書類を税務課へ送付すること。 

  ア 法人事業税申告書（確定、予定、中間、 

    修正）の写し 

    なお、分割法人にあっては課税標準の 

    分割に関する明細書（省令第 10 号様式） 

    も併せて送付すること。 

    イ 法人事業税課税免除適用申告書及び

付表１・２ 

    ウ 課税免除の要件適合判定書（別記様式 

    14 の２）   

   エ ６(2)により更正又は修正申告書の提 

    出があった場合は、当該更正に係る更正 

    ・決定等決議書の写し又は当該修正申告 

    書の写し 

５ 実地調査 

 (1) 事前準備（課税免除適用申告書の精査・ 

   検算） 

  ア 課税標準 

         課税標準は、新潟県分の所得金額又は 

    収入金額の総額を、付表１ 法人事業  

      税の課税標準の分割に関する明細書    

     （以下「分割明細書」という。）により 

      分割されたそれぞれの課税標準額を所  

      得金額別に記載すること。      

    イ  分割明細書 

    課税免除の適用にあたって、適用部分 

    と適用外の部分がある法人については、 

    新潟県分の課税標準額をそれぞれ分割  

      し 
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  なければならないこと。この場合の分割 

  基準は、法第 72 条の 48 第４項に準じて次 

  の算式により行われるものであるが、従 

  業員のとらえ方は、事務所又は事業所単 

  位ではなく、一の工業生産設備という単 

  位でとらえるものであること。 

   したがって、分割法人が事業税の課税 

  標準を分割するために用いる分割基準と 

  は若干異なる場合があること。 

  （算式）  

   課税標準額から控除する課税免除部分

の所得＝新潟県分の課税標準額×課税免

除適用部分の当該事業年度に属する期末

現在の従業者数／法人の当該事業年度に

属する期末現在の従業者数 

   また、新増設の場合の従業者の月割計 

  算については、法第 72 条の 48 第５項によ 

  ること。 

    (ｱ) 算定期間の中途で新設された工場又 

    は施設 

    期末現在の従業者数×当該施設を事

業の用に供した日から算定期間の末日

までの月数／算定期間の月数 

   (ｲ) 算定期間の中途で廃止された工場又 

    は施設  

    廃止された日の前月末現在の従業者

数×廃止された日までの月数／算定

期間の月数 

(ｳ) 算定期間中の各月の末日現在の従業

者のうち最も多い数が最も少ない数

の２倍を超える工場又は施設 

    算定期間の各月の末日現在の従業者

数を合計した数／算定期間の月数 

  ウ 予定申告 

    課税免除適用第２事業年度及び第３

事業年度の予定申告における前事業年

度の所得割額は、課税免除後の額となる

ものであること。 

 (2) 実地調査 

   課税免除額の決定にあたっては、課税免 

  除適用申告書の提出後なるべく速やかに 

  調査を行うこととし、課税免除に係る部分 

  と、その他の部分のある法人については申

告された課税免除額を算定する基礎となる課

税標準額の分割について確認すること。 

６ 調査実施後の措置 

 (1) 復命書の作成 

   実地調査実施後は、速やかに調査結果を 

  局長に復命すること。 

 (2) 更正又は修正申告の勧奨等 

   調査の結果、課税免除の適用部分とその 

  他の部分の適用誤り等により、前記３によ 

  り申告された税額（以下「申告額」という。） 

  が、増額又は減額することとなるときは、 

  次により処理すること。 

  ア 申告額を減額する場合 

    調査の結果を過疎規則第３号様式明

細書等により当該法人に事務連絡する

こととし、これに基づく更正の請求の勧

奨を行い、法第 20 条の９の３の規定に

よる更正の請求を行わせ、当該更正の請

求に基づき更正を行うこと。 

  イ 申告額を増額する場合 

   (ｱ) 調査の結果を過疎規則第３号様式明 

     細書等により当該法人に事務連絡の  

        うえ修正申告の勧奨を行い、当該連絡 

        の日から１月以内に申告を行わせる  

        こと。 

   (ｲ) １月を経過してもなお修正申告書の 

     提出がない場合は、速やかに更正を行 

     い、これを通知すること。 

７ 加算金の取扱い 

 (1) 課税免除適用法人が国税処理に伴い納付 

   税額が増加した場合 

   課税免除適用後の各加算金対象税額に

より算出するものであること。 

 (2) 前記６(2)イにより修正申告書が提出さ 

   れ又は更正が行われた場合 

   過少申告加算金又は不申告加算金は徴

収できないものであること。 

８ 過疎条例等の改正に伴う経過措置 

 令和３年３月 31 日において旧過疎条例等

の規定により指定を受けている工場等の課

税免除の手続きについては、旧過疎条例等の

失効後も、なおその効力を有するものである

こと。 
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第 15 の４ 離島条例による事業税 

の課税免除の取扱い 

 課税免除は所得割又は収入割のみを対象とし

て行うもので、付加価値割及び資本割について

は、課税免除の対象とならないことに留意する

こと。 

１ 課税免除の適用条件 

  離島条例による課税免除の適用範囲は、次 

のすべてに該当しなければならないこと。 

 (1) 離島振興対策実施区域内にあること。 

   離島振興法（昭和 28 年法律第 72 号）第 

２条第１項に規定する離島振興対策実施地

域内において新設又は増設された製造の事 

業、旅館業（下宿営業は除く。）、情報サ 

ービス業その他離島振興法第 20 条に規定

する総務省令で定める事業の用に供する設

備に対して課税免除の措置が行われるもの

であり、本県内には次の市町村が公示され

ている。 

地域名 告示日 市町村名 

 

佐 渡 
 
 
 

 

 

28.10.26 

 

 

 

 

 

佐渡市(旧市町村名・両津市、

相川町、佐和田町、金井町、新

穂村、畑野町、真野町、小木町、

羽茂町、赤泊村） 

 

 

粟 島 

 

 

28.12.21 

 

 

粟島浦村 

 

 (2) 課税免除の対象となる設備は、租特法第

12 条第４項の表の第３号の下欄又は第 45

条第３項の表の第３号の下欄の規定の適用

を受ける設備であり、次に掲げる事業の区

分に応じそれぞれ次に定める規模のものが

該当すること。 

  ア 製造業又は旅館業 一の設備を構成す

る減価償却資産の取得価額の合計額が

500 万円（租税特別措置法施行令（昭和

32 年政令第 43 号）第 28 条の９第 24 項

に規定する資本金の額等が 5,000 万円超

１億円以下である法人にあっては 1,000

万円とし、資本金の額等が１億円超であ

る法人にあっては 2,000 万円とする｡)以

上のもの 

  イ 情報サービス業及び離島振興法第 20

条に規定する総務省令第１条に掲げる事

業一の設備を構成する減価償却資産の取 

得価額の合計額が 500 万円以上のもの 

 (3) 法第 72 条の 25、第 72 条の 26 及び第 72

条の 28 に規定される申告納付期限までに、

法人事業税の確定申告書の提出があるこ

と。 

 (4) 離島規則第２条に規定する課税免除基準 

 に適合すること。 

２ 課税免除の期間、課税免除の申告、課税免 

除の手続き、実施調査、調査実施後の措置及

び加算金の取扱いは、前記第 15 の２、２～７

の取扱いに準じて処理すること。 
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第 15 の５ 産業立地条例による県 

民税及び事業税の不均一課税の取扱

い 

 不均一課税は所得割又は収入割のみを対象と

して行うもので、付加価値割及び資本割につい

ては、不均一課税の対象とならないことに留意

すること。 

１ 不均一課税の適用要件 

  産業立地条例による不均一課税の適用を受 

けるものは、次のすべてに該当しなければな 

らないこと。 

 (1) 不均一課税の適用を受けようとする法人 

  が、産業立地促進地域内において新設又は 

  増設した事業用家屋（中古取得を含む。） 

  であること。 

   また、産業立地促進地域とは、産業立地 

  条例第２条の規定により知事が指定した地 

  域であることから、不均一課税の対象とな 

  る事業用家屋は、当該指定の日以後に新設 

  又は増設に着手したものに限られるもので 

  あること。 

   なお、産業立地促進地域となる具体的な 

  地域は次のとおり。 

  ア 県営の工業団地等（南部産業団地、中 

   部産業団地、東部産業団地、新潟東港工 

   業地帯及び中条中核工業団地並びに新潟 

   臨海鉄道太郎代駅跡地） 

  イ 市町村、市町村土地開発公社、土地区 

   画整理組合等が開発した団地で、市町村 

   長の申出に基づき、知事が指定する地域 

 (2) (1)の事業用家屋において、不均一課税 

  の適用を受けようとする法人の事業が行わ 

  れていること。 

 (3) 法人税法施行令第13条第１号及び第２号 

  に規定される次の設備の取得価額の合計額 

  が１億円を超えること。 

  ア 建物及びその附属設備（暖冷房設備、 

   照明設備、通風設備、昇降機その他建物 

   に附属する設備をいう。） 

  イ 構築物（ドック、橋、岸壁、桟橋、軌 

   道、貯水池、坑道、煙突その他土地に定 

   着する土木設備又は工作物をいう。） 

 (4) 新設又は増設した事業用家屋を事業の用

に供したことに伴って増加する常用雇用者

（日々雇い入れられる者を除く｡)の数が３

人以上となること。 

 なお、増加常用雇用者は県内に住所を有

する者で、かつ、当該事業用家屋において

業務に従事する者でなければならないもの

であり、県内の他の事務所等からの転入に

よる者については、転入元の事務所等にお

いて、当該転入に応じて採用又は県外の他

の事務所等からの配置転換等に該当する者

が業務に従事することとなる場合に限るこ

と。 

(5) 新設又は増設した事業用家屋において行 

 う事業が次に掲げる事業であること。 

ア 農業（植物工場において、野菜、花き

等の生産を行う事業に限る｡) 

イ 漁業（産業立地規則第６条の２第２項

で定める水産動植物の養殖業で、平成 29

年４月１日以後に事業用家屋を新増設し

た場合に限る｡) 

ウ 製造業 

エ 情報通信業（情報サービス業、インタ

ーネット附随サービス業、映像・音声・

文字情報制作業及びデータセンターにお

いて、自己のサーバー類の情報処理機能

の全部又は一部の提供を行う事業に限

る｡) 

オ 運輸業（道路貨物運送業、倉庫業及び

こん包業に限る｡) 

カ 卸売業 

キ 情報通信技術利用業 

 (6) 法第 72 条の 25、第 72 条の 26 及び第 72

条の 28 に規定される申告納付期限までに、

法人事業税の確定申告書の提出があるこ

と。 

  (7) 産業立地規則第３条に規定する基準に適

合すること。 
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２ 不均一課税の期間 

  不均一課税は、事業用家屋を事業の用に供 

した日の属する事業年度開始の日から３年以 

内（増加常用雇用者が 10 人以上となる場合は 

６年以内）に終了する各事業年度の所得金額 

又は収入金額に対して課する事業税について 

適用されるものであること。 

３ 不均一課税の申告及び不均一課税の手続き 

は、前記第 15 の２、３及び４の取扱いに準じ

て処理すること。    

  不均一課税の申告をする場合は、産業立地 

規則第４号様式による申告書及び付表とあわ 

せ、次の書類の提出が必要であること。 

 (1) 新潟県内に有する事務所又は事業所の従 

  業者の内訳（別記様式 14 の３） 

 (2) 増加雇用者が３人以上であることを証す 

  る書類（住民票の写し、雇用者被保険者通 

  知書の写し、賃金台帳の写し等） 

   なお、構築物のみを取得し不動産の取得

がない場合は、事業税を所管する県税部が

地区及び業種等を産業立地課に照会する

が、事業計画書（産業立地規則第２号様式）

の８雇用計画(1)の表中Ｄ欄に記入がある

場合は、別記様式 14 の１の２により雇用者

の要件の照会を併せて行うこと。 

   また、取得価額要件等の判定については、 

不均一課税の要件適合判定書（別記様式 14

の２の２）により決裁を受けること。 

４ 不均一課税申告書の精査・検算 

  (1) 課税標準 

不均一課税の対象となる課税標準は、新

潟県分の所得金額又は収入金額の総額を付

表法人事業税の課税標準の分割に関する明

細書（以下「分割明細書」という。）によ

り分割したそれぞれの課税標準額となって

いること。 

  (2) 分割明細書 

   不均一課税の適用にあたり、適用部分と 

  それ以外の部分がある法人については、産 

  業立地規則第６条の規定により新潟県分の 

  課税標準を分割して、不均一課税が適用さ 

  れる課税標準額を算出しなければならない 

  こと。 

この課税標準額の分割は、法第 72 条の

48 の規定に準じて行われるものであるが、

従業者の数の算定については、原則として、 

新設又は増設された事業用家屋ごとに算定 

されるものであること。 

ただし、当該事業用家屋が過疎条例等若

しくは産業拠点強化条例の課税免除又は産

業拠点強化条例若しくは牽引条例の不均一

課税の対象設備である場合又は当該事業用

家屋内の設備が過疎条例等若しくは産業拠

点強化条例の課税免除又は産業拠点強化条

例若しくは牽引条例の不均一課税の対象設

備である場合における当該設備に係る従業

者の数は、前記第 15 の２に基づいて算定さ

れるものであるから、当該事業用家屋のう

ち過疎条例等若しくは産業拠点強化条例に

よる課税免除又は産業拠点強化条例若しく

は牽引条例による不均一課税の対象設備以

外の部分を１単位として従業者の数を算定

するものであること。 

したがって、２以上の都道府県に事務所

等を有する法人が事業税の課税標準を分割

するために用いる分割基準とは異なる場合

があるので留意すること。 

 (3) 予定申告 

   不均一課税が適用される事業年度のうち 

 第２事業年度以降の予定申告における前事 

 業年度の所得割額は、不均一課税適用後（当 

 該前事業年度に課税免除の適用がある場合 

 には、不均一課税及び課税免除適用後）の 

 額となるものであること。 

 (4) 固定資産の価額 

  ア 不均一課税の対象となる所得金額等の 

    計算方法における固定資産の価額は、省 

    令第６条の２の２第４項に規定する固定 

   資産の価額であること。 

  イ  主たる事業が電気供給業（電気事業法 

    第２条第１項第２号に規定する小売電気 

    事業（これに準ずるものを含む。）を除 

    く。）及びガス供給業（以下第 15 の５に 

    おいて「電気供給業等」という。）であ 

    る法人が所得課税事業を併せて行ってい 

    る場合の固定資産の価額は、電気供給業 
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   等に係る固定資産の価額と所得課税事業 

   に係る固定資産の価額とに区分して算定 

   されるものであること。 

    なお、明確に区分できないものがある 

   場合は、所得金額の区分計算において減 

  価償却費を含む共通損益が売上総利益 

   （売上高－売上原価）の比であん分配 

   賦されていることから、売上総利益の比 

   によってあん分するものであること。 

    ただし、事業用家屋に係る固定資産の 

   価額が区分できない場合には、例えば床 

   面積の割合等の最も妥当と認められる方 

   法によってあん分すること。 

   ウ  事業用家屋に係る固定資産には、事業 

   用家屋の取得に伴い新たに取得した事業 

   用地（産業立地地域の指定の日以後に取 

   得し、その取得の日の翌日から起算して 

   ２年以内に当該事業用家屋の新設又は増 

   設があった場合における当該事業用地に 

   限る。）である土地も含まれるものであ 

   り、原則として不動産取得税において不 

   均一課税の適用を受けた当該土地（課税 

   免除の適用を受けた土地が含まれている 

   場合にあっては当該課税免除の適用を受 

   けた土地を含む。）が含まれること。 

５ 実地調査、調査実施後の措置及び加算金の 

取扱いについては、次に掲げる事項に留意す 

るほか前記 15 の２、５～７の取扱いに準じて

処理すること。 

 (1) 本条例による不均一課税と過疎条例等若 

  しくは産業拠点強化条例による課税免除又 

  は産業拠点強化条例若しくは牽引条例によ 

  る不均一課税が同時に適用される事業年度 

  において、過疎条例等若しくは産業拠点強 

  化条例による課税免除又は産業拠点強化条 

  例若しくは牽引条例による不均一課税の申 

  告をしなかった場合にあっては、当該課税 

  免除又は不均一課税の対象となる部分以外 

  の部分に限って、本条例による不均一課税 

  が適用されるものであること。 

 (2) 不均一課税が適用される事業年度におい 

  て、当該事業用家屋が過疎条例等若しくは 

  産業拠点強化条例の課税免除又は産業拠点 

  強化条例若しくは牽引条例の不均一課税の 

  適用を受ける設備である場合又は当該事業 

  用家屋内の設備が過疎条例等若しくは産業 

  拠点強化条例の課税免除又は産業拠点強化 

  条例若しくは牽引条例の不均一課税の適用 

  を受ける設備である場合における従業者の 

  数の算定にあっては、当該課税免除又は不 

  均一課税の対象となる従業者は本条例によ 

  る不均一課税の対象となる従業者には該当 

  しないものであること。 

 (3) 不均一課税は、事業用家屋に対する所得 

  割について適用されるものであるから、過 

  疎条例等の課税免除と異なり、設備のみを 

  新増設した場合は不均一課税はないもので 

  あること。 

  なお、不均一課税の対象となる事業用家 

 屋は、原則として産業立地条例により不動 

 産取得税の課税免除の適用を受ける部分に 

 限られるものであること。 

６ 法人県民税の不均一課税 

 法人県民税法人税割の超過課税の対象法人

が、事業税の不均一課税の要件を満たす場合、

超過課税分の税率が２分の１に軽減となる。 

不均一課税の手続は事業税に準ずること。 

 

第 15 の６ 産業拠点強化条例による県

民税の不均一課税及び事業税の課税免除 

又は不均一課税の取扱い 

 

 課税免除又は不均一課税は、所得割又は収入

割のみを対象として行うもので、付加価値割及

び資本割については、課税免除又は不均一課税

の対象とならないことに留意すること。 

１ 課税免除の適用要件 

  産業拠点強化条例による課税免除の適用を 

受けるものは、次のすべてに該当しなければ 

ならないこと。 

 (1) 地域再生法第17条の２第３項の規定に基 

   づき、同条第１項に規定する地方活力向上 

   地域等特定業務施設整備計画（以下「特定 

    業務施設整備計画」という｡)の認定を受け 

    ている者であって、同条第１項第１号に掲 

    げる事業（以下「移転型事業」という｡)を 
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   行うものであること。 

 (2) 地域再生法第17条の６の地方公共団体を 

    定める省令（平成 27 年総務省令第 73 号） 

    の規定により、地域再生法第５条第４項第 

    ５号に規定する特定業務施設の用に供する 

    減価償却資産（法人税法施行令第 13 条第１ 

    号 から第７号までに掲げるものに限る｡)  

    で取得価額の合計額が 3,800 万円（租特法 

    第 42 条の４第 19 項第７号に規定する中小 

    企業者にあっては 1,900 万円）以上のもの 

  （以下「特別償却設備」という｡) を新設又 

  は増設すること。 

 (3) 特定業務施設整備計画の認定を受けた日 

     から同日の翌日以後２年を経過する日ま  

     での間に、特別償却設備を新設又は増設す 

     るものであること。 

 (4) 法第 72 条の 25、第 72 条の 26 及び第 72

条の 28 に規定される申告納付期限まで

に、法人事業税の申告書の提出があるこ

と。 

２ 不均一課税の適用要件 

  産業拠点強化条例による不均一課税の適用 

 を受けるものは、次のすべてに該当しなけれ 

 ばならないこと。 

 (1) 特定業務施設整備計画の認定を受けてい 

   る者であって、地域再生法第 17 条の２第１ 

   項第２号に掲げる事業（以下「拡充型事業」 

   という｡)のうち県外から移転して整備する 

   ものとして産業拠点強化規則第１条の２第 

   １項に規定する基準に適合するものを行う 

   ものであること。 

 (2) 上記第 15 の６、１(2)から(4)に該当する 

    ものであること。 

３ 課税免除又は不均一課税の期間の取扱は、

前記第 15 の２、２の取扱いに準じて処理す

ること。 

４ 課税免除又は不均一課税の申告 

  次に掲げる事項に留意するほか前記第 15

の２、３の取扱いに準じて処理すること。 

  課税免除又は不均一課税の申告をする場合 

は、産業拠点強化規則第２号様式による申告 

書及び付表とあわせ、新潟県内に有する事務 

所又は事業所の従業者の内訳（別記様式 14

の３の２）の提出が必要であること。 

５ 課税免除又は不均一課税の手続き 

次に掲げる課税免除又は不均一課税要件の 

適否の判定に留意するほか前記第 15 の２、４

の取扱いに準じて処理すること。 

 (1) 計画の認定を受けていることの判定 

 特定業務施設整備計画の認定を受けた者 

のうち、課税免除又は不均一課税の要件に 

   該当する見込みがあるものについては、産 

   業立地課から税務課を経由して、計画の認 

   定通知書の写しが各県税部へ送付されるの 

   で、計画の認定を受けているかの判定は当 

   該資料によって行うこと。 

 (2) 県外から移転して整備するものに係るも 

  のであるかの判定 

 拡充型事業を行う場合は、県外から移転 

して整備するものに係るものであることを 

確認する必要があるため、別記様式 14 の１ 

の３により税務課を経由して産業立地課へ 

照会し、当該照会に対する回答により判定 

すること。 

 (3) 取得価額要件等の判定 

 課税免除又は不均一課税対象期間の初事 

   業年度分の課税免除又は不均一課税申告書 

   の提出後、前記１又は２に定める課税免除 

   又は不均一課税の適用要件に該当するか否 

   かを調査し、別記様式 14 の２の３により要 

   件判定を行い、決裁を受けること。 

６ 課税免除又は不均一課税申告書の精査・検 

算は、前記第 15 の５、４の取扱いに準じて処

理すること。 

７ 実地調査、調査後の措置及び加算金の取扱 

 いについては、前記第 15 の２、５～７の取扱

いに準じて処理すること。 

８ 法人県民税の不均一課税 

  法人県民税法人税割の超過課税の対象法人 

が、事業税の課税免除又は不均一課税の要件 

を満たす場合、超過課税分の税率が２分の１ 

に軽減となる。 

  不均一課税の手続は事業税に準ずること。 
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第 15 の７ 牽引条例による県民税及び

事業税の不均一課税の取扱い 

 不均一課税は所得割又は収入割のみを対象と

して行うもので、付加価値割及び資本割につい

ては不均一課税の対象とならないことに留意す

ること。 

１ 不均一課税の適用要件 

  牽引条例による不均一課税の適用を受ける 

 ものは、次のすべてに該当しなければならな 

いこと。 

 (1) 地域経済牽引事業の促進による地域の成 

  長発展の基盤強化に関する法律（平成 19 

  年法律第 40 号）第 13 条の規定に基づき、 

  地域経済牽引事業計画の承認を受けている 

  こと。 

 (2) 承認地域経済牽引事業計画について、地 

  域の成長発展の基盤強化に特に資するもの 

  として主務大臣が定める基準に適合するこ 

  とについて主務大臣の確認を受けているこ 

  と。 

 (3) 同意基本計画の同意の日から令和10年３

月 31 日までに承認地域経済牽引事業計画

に定められた施設又は設備を構成する法人

税法第２条第 23 号に規定する減価償却資

産を取得していること。（前記(2)の主務大

臣の確認を受けた後の取得に限る。） 

 (4) 法第 72 条の 25、第 72 条の 26 及び第 72

条の 28 に規定される申告納付期限までに、

法人事業税の確定申告書の提出があるこ

と。 

 (5) 牽引規則第２条第１項に規定する不均一 

  課税の基準に適合すること。 

 (6) 牽引規則第２条第２項第２号に規定する 

  次のいずれかの要件を満たすこと。 

  ア 不均一課税を受けようとする事業年度 

   に係る県において課する事業税の課税標 

   準額となる所得金額又は収入金額が、次 

   の算式によって計算した額以上であるこ 

   と。 

   Ａ／Ｂ×Ｃ×1.05 

   算式の符号 

   Ａ 減価償却資産を事業の用に供した日 

    の属する事業年度開始の日前５年以内 

    に終了した各事業年度（以下「算定対 

    象の各事業年度」という。）に係る所 

    得金額（所得金額が零に満たない場合 

    には、零）又は収入金額の合計額 

   Ｂ 算定対象の各事業年度において事業 

    を行った月数の合計 

   Ｃ 不均一課税を受けようとする事業年 

    度において事業（地域経済牽引事業を 

    含むすべての事業）を行った月数 

  イ 算定対象の各事業年度において所得金 

   額又は収入金額がないこと。 

  ウ  牽引規則第２条２項第２号アの算式に 

      よることが適当でないとして知事が定 

   める場合とは、不均一課税を受けようと 

する法人の算定対象の各事業年度のうち

最も古い事業年度の開始の日が、減価償

却資産を事業の用に供した日の属する事

業年度開始の日の５年前の日前である場

合であり、その場合は不均一課税を受け

ようとする事業年度に係る県において課

する事業税の課税標準額となる所得金額

又は収入金額が、次の算式によって計算

した額以上であること。 

    （Ａ－（Ｄ／Ｅ×Ｆ））／（Ｂ－Ｆ）× 

   Ｃ×1.05 

   算式の符号 

   Ａ 算定対象の各事業年度に係る所得金 

    額（所得金額が零に満たない場合には、 

    零）又は収入金額の合計額 

   Ｂ 算定対象の各事業年度において事業 

    を行った月数の合計 

   Ｃ 不均一課税を受けようとする事業年 

    度において事業（地域経済牽引事業を 

    含むすべての事業）を行った月数 

   Ｄ 算定対象の各事業年度のうち最も古 

    い事業年度に係る所得金額（所得金額 

    が零に満たない場合には、零）又は収 

    入金額 

   Ｅ 算定対象の各事業年度のうち最も古 

    い事業年度において事業を行った月数 

   Ｆ 算定対象の各事業年度のうち最も古 
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    い事業年度の開始の日から減価償却資 

    産を事業の用に供した日の属する事業 

    年度開始の日の５年前の日の前日まで 

    の月数 

２ 修正申告又は更正による所得金額又は収入 

金額の増減に伴う適用要件の再判定 

  前記１(6)における不均一課税の適用要件 

については、不均一課税適用事業年度又は算 

定対象の各事業年度において、修正申告又は 

更正により所得金額又は収入金額が増減する 

 場合には、要件の適否が変わる場合があるた 

め、不均一課税適用対象である法人について、 

不均一課税適用事業年度又は算定対象の各事 

業年度において、修正申告又は更正を行った 

場合には、再度計算し、判定する必要がある 

こと。 

  その結果、不均一課税適用対象である法人 

が不均一課税適用対象外になる場合には、当 

該法人に連絡のうえ修正申告の勧奨を行い、 

当該連絡の日から１月以内に申告を行わせる 

こと。１月を経過してもなお修正申告書の提 

出がない場合は、速やかに更正処理を行うこ 

と。 

３ 不均一課税の期間の取扱い 

  不均一課税の期間の取扱いは前記第 15 の 

 ２、２の取扱いに準じて処理すること。 

４ 不均一課税の申告 

 (1) 不均一課税申告 

   不均一課税を受けようとする法人は法第 

  72 条の 25 から第 72 条の 28 又は第 72 条の 

  31 の規定により事業税の申告をする場合 

  は、当該申告書とあわせ、次の書類を提出 

  しなければならないこと。 

   ア 法人県民税・事業税不均一課税申告書 

   （牽引規則第１号様式）、付表法人事業 

   税の課税標準の分割に関する明細書及び 

   新潟県内に有する事務所又は事業所の従 

   業者の内訳（別記様式 14 の３の３） 

   提出部数２部 

  イ 添付書類 提出部数１部 

    添付書類の提出は、原則として、適用 

   初年度分の申告を行う場合に限り提出す 

   るものであるが、欠損等で適用初年度に 

  おいて提出のなかったときは、２年度分 

  以後の申告時において、添付させること。 

   (ｱ) 地域経済牽引事業の促進による地域 

    の成長発展の基盤強化に関する法律の 

    規定による地域経済牽引事業計画の承 

    認を受けたことを証する書類及び承認 

    申請書の写し 

   (ｲ) 地域経済牽引事業の促進による地域 

    の成長発展の基盤強化に関する法律第 

    25 条の規定に基づく確認書の写し 

   (ｳ) 承認地域経済牽引事業計画に定めら 

    れた施設又は設備を構成する法人税法 

    第２条第 23 号に規定する減価償却資 

    産を取得したことを明らかにする書類 

   (ｴ) 施設の位置図及び平面図並びに設備 

    の配置図 

    また、産業立地課から税務課を経由し

て第２章第４節第８、３(1)イに定める

別記様式１の事前相談カードの送付が

あった場合については、各県税部にお

いて一覧表などによって管理し、法人

県民税・事業税不均一課税申告書が後

記(2)に定める申告期限内に提出され

るよう留意すること。期限内に提出が

なかった場合については、税務課へ連

絡すること。 

 (2) 申告期限 

   不均一課税は次の期限までに不均一課税 

 申告書が提出されない場合には認められな 

 いこと。 

    ア 予定（中間）申告に係るもの 当該予 

   定（中間）申告書の申告納付期限 

  イ 確定申告に係るもの 当該確定申告書 

   の申告納付期限 

  ウ 修正申告に係るもの 当該修正申告書 

   の申告納付期限（修正申告に係る不均一 

   課税にあっては、当該事業年度に係る確 

   定申告時に不均一課税の要件を満たして 

   いるにも関わらず不均一課税申告書を提 

   出していない場合は、修正申告による増 

   差額を限度として不均一課税を行うこ 

   と。） 
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  エ 減額更正に係るもの 当該減額更正の 

   通知があった日から１月以内（算定対象 

   の各事事業年度において減額更正により 

   所得金額又は収入金額が減少することに 

   より、前記１(6)の要件を満たす場合  

   等。） 

５ 不均一課税の手続き 

 (1) 不動産取得税を所管する地域振興局から 

  の通知 

   不動産取得税について課税免除を受けよ 

  うとする法人については、課税免除を受け 

  ようとする不動産を事業の用に供した日の 

  属する事業年度に係る事業税の申告期限ま 

  でに不動産取得税課税免除申請書（牽引規 

  則第４号様式）を提出することとなってい 

  ることから、不動産取得税を所管する地域 

  振興局は法人事業税を所管する地域振興局 

  に対し、不動産取得税課税免除申請書が提 

  出された旨を通知することとなっているの 

  で、当該通知を受けた地域振興局は、不均 

  一課税申告書の提出漏れの防止や、要件判 

  定のための情報共有をすること。 

 (2) 不均一課税要件の適否の判定 

  ア 不均一課税基準の判定 

    不動産取得税の課税免除申請があった 

   場合には、前記(1)の通知に課税免除・ 

   不均一課税基準に適合する旨の産業立地 

   課の回答の写しが添付されるので、不均 

   一課税基準の判定は当該添付資料によっ 

   て行うこと。 

    なお、不動産の取得がない場合は不均 

   一課税基準の判定については別記様式 

   14 の１の４により、税務課を経由して産 

   業立地課に照会し、当該照会に対する回 

   答により判定すること。 

  イ 対象法人の判定 

    牽引規則第２条第２項に規定する対象 

   法人の判定については、当該法人に対し、 

   要件確認シート（別記様式第 14 の１の 

   ５）を申告期限前に送付し、対象法人の 

   判定基準について事前に説明しておくこ 

   と。 

    また、要件確認シートについては、不 

   均一課税対象期間の初事業年度だけでな 

   く、第２事業年度及び第３事業年度につ 

   いても送付すること。 

  ウ 取得要件等の判定 

    不均一課税対象期間の初事業年度分の 

   不均一課税申告書には、前記４(1)イに 

   定める書類が添付されるので、当該添付 

   書類によって当該法人が前記１に定める 

   不均一課税の適用要件に該当するか否か 

   を調査し、不均一課税及び課税免除の要 

   件適合判定書（別記様式 14 の２の４）に 

   よって決裁を受けること。 

  エ 第２事業年度及び第３事業年度 

   不均一課税対象期間の第２事業年度及び 

   第３事業年度については、初事業年度に 

   不均一課税申告が行われなかった等のた 

   め不均一課税要件の判定を行っていない 

   場合にあっては、要件の該否の判定が必 

   要であること。 

    また、前記１(6)に定める要件について 

   は、第２事業年度及び第３事業年度にお 

   いても判定を行う必要があるものである 

   こと。 

 (3) 不均一課税の決定及び税務課への報告の 

  取扱いは、前記第 15 の２、４(4)、(5)の取 

  扱いに準じて処理すること。 

６ 不均一課税申告書の精査・検算 

 (1) 課税標準、分割明細書及び予定申告の取 

  扱いは、前記第 15 の５、４の取扱いに準じ 

  て処理すること。 

 (2) 固定資産の価額 

不均一課税の対象となる所得金額等の計

算方法における固定資産の価額は省令第６

条の２の２第４項に規定する固定資産の価

額であること。 

７ 実地調査、調査実施後の措置及び加算金の 

取扱いについては、次に掲げる事項に留意す 

るほか前記第 15 の２、５～７の取扱いに準じ

て処理すること。 

  本条例による不均一課税と過疎条例等若し 

くは産業拠点強化条例による課税免除又は産 

業拠点強化条例による不均一課税が同時に適 
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 用される事業年度においては、過疎条例等若 

 しくは産業拠点強化条例による課税免除又は 

産業拠点強化条例による不均一課税の対象と 

なる部分以外の部分に限って、本条例による 

不均一課税が適用されるものであること。 

８ 法人県民税の不均一課税の取扱いについて 

は、前記第 15 の５、６の取扱いに準じて処理

すること。 

 

 第 16 法人県民税の減免の取扱い 

１ 公益社団法人等に係る減免 

    条例第 24 条第１項第１号又は第２号に基

づく公益社団法人、公益財団法人、一般社団

法人（非営利型法人（法人税法第２条第９号

の２に規定する非営利型法人をいう。以下本

節において同じ。）に限る。）又は一般財団

法人（非営利型法人に限る。）の減免は次に

よること。 

  (1) 減免基準 

    ア 減免要件 

        減免は、次の要件のすべてに該当する 

   法人について行うものであること。 

     (ｱ) 収益事業を行っていないこと。 

     (ｲ)  主たる事業目的が、次のいずれかに 

    該当し、かつ、不特定かつ多数の者の 

     利益の増進に寄与するものであるこ 

    と。 

       ａ 学術及び科学技術の振興を目的と 

     する事業 

        ｂ 文化及び芸術の振興を目的とする 

     事業 

        ｃ 障害者若しくは生活困窮者又は事 

     故、災害若しくは犯罪による被害者 

     の支援を目的とする事業 
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        ｄ 高齢者の福祉の増進を目的とする 

     事業 

        ｅ 勤労意欲のある者に対する就労の 

     支援を目的とする事業 

        ｆ 公衆衛生の向上を目的とする事業 

    ｇ 児童又は青少年の健全な育成を目 

   的とする事業  

        ｈ 勤労者の福祉の向上を目的とする 

     事業 

        ｉ 教育、スポーツ等を通じて国民等 

     の心身の健全な発達に寄与し、又は 

     豊かな人間性をかん養することを目 

     的とする事業 

        ｊ 犯罪の防止又は治安の維持を目的 

     とする事業 

        ｋ 事故又は災害の防止を目的とする 

     事業 

    ｌ 人種、性別その他の事由による不 

     当な差別又は偏見の防止及び根絶を 

     目的とする事業 

    ｍ 思想及び良心の自由、信教の自由 

     又は表現の自由の尊重又は擁護を目 

     的とする事業 

        ｎ 男女共同参画社会の形成その他の 

     より良い社会の形成の推進を目的と 

     する事業 

        ｏ 国際相互理解の促進及び開発途上 

     にある海外の地域に対する経済協力 

     を目的とする事業 

        ｐ 地球環境の保全又は自然環境の保 

     護及び整備を目的とする事業 

        ｑ 国土等の利用、整備又は保全を目 

     的とする事業 

        ｒ 国政等の健全な運営の確保に資す 

     ることを目的とする事業 

        ｓ 地域社会の健全な発展を目的とす 

     る事業 

    ｔ 公正かつ自由な経済活動の機会の 

     確保及び促進並びにその活性化によ 

     る国民生活等の安定向上を目的とす 

     る事業 

        ｕ 国民生活等に不可欠な物資、エネ 

     ルギー等の安定供給の確保を目的と 

    する事業 

        ｖ 一般消費者の利益の擁護又は増進 

       を目的とする事業 

   (ｳ) 特定の業界の利益・発展又は親睦等 

    を目的とするものでないこと。 

    (ｴ) 申告書の提出が４月 30 日までに行 

    れていること。 

    (ｵ) 減免申請書を納期限前７日までに提 

    出していること。 

   イ 要件判定 

     (ｱ) 減免要件のうち、上記ア(ｱ)の収益 

    事業の取扱いと、一般社団法人又は一 

    般財団法人が非営利型法人に該当する 

    かどうかについては、税務官署の取扱 

    いに準拠するものであること。 

     具体的には、税務官署に国税の申告 

    書の提出を要しない団体として、申告 

    書が提出されていないことをいうもの 

    であり、収益事業を行っていないこと 

    又は非営利型法人に該当することの確 

    認は税務官署の取扱いを確認してから 

    行うこととし、原則として、地域振興 

    局で収益事業の該否又は非営利型法人 

    の該否の判断は行わないこと。 

     なお、税務官署において収益事業の 

    該否又は非営利型法人の該否の確認が 

    できない場合にあっては、当該法人が 

    収益事業を行った場合又は非営利型法 

    人に該当しなかった場合の法人税申告 

    書の提出期限まで減免の決定の判断を 

    保留し、当該期限までに法人税申告書 

    の提出がなかったときは、収益事業を 

    行っていない又は非営利型法人に該当 

    するものとして取り扱って差し支えな 

    いものであること。 

(ｲ)  減免要件のうち、上記ア(ｲ)に列挙す

る事業に該当するか否か及び不特定か

つ多数の者の利益の増進に寄与するも

のか否かの判定は、下記(2)の書類によ

り、特定の業界の利益・親睦等を目的

とした法人以外のものは、これに該当

するものとして取り扱って差し支 

えないこと。 
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    また、公益社団法人又は公益財団法 

   人については、上記ア(ｲ)の要件は、  

   県公益認定等審議会等によりその該当 

   性が担保されているものであることか 

   ら、これに該当するものとして取り扱 

   って差し支えないこと。 

    なお、事業目的が、特定の業界の利 

   益・親睦を目的としたものか否かの判 

   定にあたっては、当該法人の目的、会 

   員及び入会規則等を総合的に判断する 

   こと。 

(ｳ)  上記(ｲ)の判定において認定困難な

場合 

国、県、市町村（以下「国等」とい

う。）の関与がある、次のいずれかに

該当する場合は、特定の業界の利益・

親睦等を目的としたものでないものと 

    して取り扱って差し支えないこと。 

       ａ 資本金又は出資金のうち国等によ 

     る拠出額が１／２以上ある場合 

    ｂ 入金額のうち国等による補助金、 

     交付金又は助成金（名称の如何を問 

     わず返還を要しないもので、地方自 

     治法（昭和 22 年法律第 67 号。以下 

     本節において「自治法」という。） 

          第 199 条第７項において監査委員が 

          監査することができるものに限り、 

         運営費、事業費及び人件費補助の別を 

     問わないこと。）が１／２以上ある 

     場合 

    ｃ 常駐職員のうち国等から派遣され 

     た職員がいる場合 

     (ｴ) 減免要件のうち、上記ア(ｵ)につい  

        て、減免申請書の提出が申告書の提出 

        と同時に行われた場合において、申告 

     書の提出が期限内であるものについて 

     は、期限内に提出があったものとして 

     取り扱って差し支えないこと。 

 (2) 減免申請書に添付する書類 

条例第 24 条第２項本文に定める減免を 

受けようとする事由を証明する書類とし 

て、次の書類を徴すること。 

  ア 法人の登記事項証明書の写し 

  イ 定款の写し 

  ウ 貸借対照表及び損益計算書の写し 

  エ 事業報告の写し 

  オ 公益社団法人又は公益財団法人にあっ 

    ては、公益認定を受けたことを証する認 

    定書の写し 

  カ 特例民法法人（条例附則第 16 条の規定 

    により公益社団法人又は公益財団法人と 

    みなされるものをいう。以下本節におい 

    て同じ。）のうち、公益社団法人又は公 

    益財団法人に移行した法人にあっては、 

      公益認定を受けたことを証する認定書の 

      写し  

  キ 特例民法法人のうち、一般社団法人又 

    は一般財団法人に移行した法人にあって 

    は、行政庁の認可を受けたことを証する 

    認可書の写し  

  ク その他要件判定に必要な書類 

(3)  実施方法及び減免取扱基準の周知 

  ア 申告しょうよう 

     公益社団法人、公益財団法人、一般社  

     団法人、一般財団法人及び特例民法法人  

     のすべてを課税対象として申告のしょう 

   ようを行い、これらのうち、減免相当と 

   考えられるもの及び減免か否か不明なも  

   のについて減免取扱基準の周知を図るこ   

    と。 

  イ みなす減免申請の取扱い 

    減免を承認した法人については、翌年 

    度以降については減免申請があったもの 

    とみなして処理して差し支えないこと。 

 (4) 経過措置等 

  ア 特例民法法人の取扱い    

      特例民法法人については、条例附則第 

    16 条の規定により公益社団法人又は公  

      益財団法人とみなされることから、公益 

     社団法人又は公益財団法人として取扱い  

     を行うこと。 

   この場合、上記(2)の減免申請書に添  

    付する書類のうちオは不要であること。 

    また、特例民法法人は県公益認定等審 

  議会等による公益性の認定はなされてい 

  ないものであることから、上記(1)ア(ｲ) 

  の減免要件の判定が必要であること。 

  イ 平成20年11月30日現在において減免

済 
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  の法人の取扱い 

   減免済の特例民法法人については、減 

  免処理した当時と事業目的、事業内容等 

  に変更がなく、現行の減免要件において 

  も合致するものについては、引き続き減 

  免の取扱いを継続して差し支えないもの 

  とする。 

   この場合、公益社団法人等への移行に 

  伴う「法人設立・異動届出書」の提出等 

  の際に、併せて上記(2)の書類を提出さ 

  せ、減免要件の確認を行うこと。 

  ウ 特例民法法人について、平成 20 年 12

月１日以降減免処理した後に、当該法人

が公益社団法人等に移行した場合につ

いても、上記イと同様の取扱いを行って

差し支えないこと。 

２ 地縁団体に係る減免 

  条例第 24 条第１項第３号に基づく自治法

第 260条の２第７項に規定する認可地縁団体

の減免は次によること。 

 (1)  地縁団体の把握 

   次の方法により認可告示（代表者の変更

等の場合の変更告示を含む。）を入手する

こと。 

  ア 市町村の協力が得られる場合 

    市町村地縁団体所管課又は税務主管

課を通じ、認可の告示（写）の送付時期

等について次の依頼を行うこと。 

     (ｱ) 送付時期は、できる限り地縁団体の

認可が行われた都度とすること。 

     (ｲ) (ｱ)により難い場合にあっては４月

１日から翌年３月 31 日に係るものを

１～３回に分割（四半期～年一回単

位）することとし、最終の送付が、概

ね４月７日までに行われるよう依頼

すること。 

  イ アの協力が得られない場合 

    自治法第 260 条の２第 12 項によって、

告示事項に関する証明書の請求を行う

こと。 

 (2)  減免要件 

      次の要件のすべてに該当する地縁団体に

ついて行うものであること。 

  ア 自治法第 260条の２第１項の規定によ

り、市町村長の認可を受けた地縁団体で

あること。 

  イ 収益事業を行っていないこと。 

  ウ 申告書の提出が４月 30 日までに行わ

れていること。 

  エ 減免申請書を納期限前７日までに提

出していること。 

    なお、次の点に留意すること。 

     (ｱ) 減免申請書の提出が申告書の提出

と 

        同時に行われた場合 

     当該提出が申告書の提出期限内で

あるものについては、期限内に提出が

あったものとして取り扱って差し支

えないこと。 

     (ｲ) みなす減免申請の取扱い 

     

減免を承認した地縁団体について 

        は、翌年度以降については減免申請が 

       あったものとみなして処理して差し支  

      えないこと。 

 (3)  要件判定 

   減免要件に該当するか否かの具体的判

定   
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  については、次の事実をもって該当するも 

  のとして差し支えないこと。 

  ア 公共的活動を行っていること。 

    自治法第 260条の２第１項の規定によ

り、市町村長の認可を受けた地縁団体で

あること。 

  イ 担税力が脆弱であること。 

    決算書が提出されていること。 

  ウ 収益事業を行っていないこと。  

    税務官署の取扱いに準拠するもので

あり、具体的には、税務官署に国税の申

告書の提出を要しない団体として、申告

書が提出されていないこと。 

 (4)  減免申請書に添付する書類 

   条例第 24 条第２項本文に定める減免を

受けようとする事由を証明する書類とし

て、次の書類を徴すること。 

  ア 自治法第 260条の２第３項に定める規

約（地域振興局において、既に(1)によ

り申請地縁団体に係る告示を入手済み

の場合は、これを省略して差し支えない

こと。以下ウにおいて同じ。） 

  イ 均等割額の算定期間の直前の決算書 

  ウ 市町村長交付に係る自治法第 260条の

２第 12 項に定める証明書又は登記事項

証明書 

 (5)  市町村との連携 

   地縁団体に係る課税の取扱いについて

は、法人市町村民税においても同様である

ことから、次の事項について、市町村（特

にイの措置を規定している市町村）税務主

管課と連絡を密にすること。 

    ア 地縁団体の把握（２(1)アによる協力 

を含む。） 

    イ 減免又は課税免除適用の有無 

 

第 17 休眠会社の整理に伴う法人の事 

務処理 
１ 会社法（平成 17 年法律第 86 号）では休眠

会社のみなし解散の規定（会社法第 472 条）

を設けていることから、法務局の「解散登記

簿」を毎年一定の時期に閲覧を行い、解散法

人の把握を行うこと。 

２ 会社法第 472条第１項の規定により解散し

たものとみなされた場合の法人県民税及び

事業税の解散事業年度及び清算中の事業年

度の事務処理は、法人税の処理に準じて取り

扱うこと。 

３ 「休眠会社」とは、最後の登記後 12 年を

経過した会社をいうものであること。 

  なお、会社の登記には、設立の登記、取締

役監査役の選任、退任による変更登記及びそ

の他の登記があるが、これらの登記が過去 12

年間なされていない場合が休眠会社になる

ものであること。 

  また、休眠会社に対しては、法務大臣が官

報に２月内の期間内に事業を廃止していな

い旨を届出ることを公告し、届出がない場合

は届出期日を経過した日の翌日に解散した

ものとみなされるものであること。 

 

第 18 地方法人特別税の取扱い 
 地方法人特別税は、令和元年９月 30 日以前

に開始する事業年度をもって廃止されたもの

であるが、同日以前に開始する事業年度の申告

等については、地方税法等の一部を改正する等

の法律（平成 28 年法律第 13 号）附則第 31 条

第２項の規定により、地方法人特別税に関する

規定はなおその効力を有することとされてい

るため、以下により取り扱うこと。 

１ 地方法人特別税の性格 

地方法人特別税は、国が法人に対して課す

るものであるが、地方税法等の一部を改正す

る等の法律第９条の規定による廃止前の地

方法人特別税等に関する暫定措置法（平成 20

年法律第 25 号。以下「廃止前暫定措置法」

という。）第７条の規定により、国税通則法

（昭和 37 年法律第 66 号）の規定は適用され

ず、徴収法の規定の適用については、地方税

とみなされるものであること。 

２ 納税義務者 

地方法人特別税の納税義務者は事業を行

うすべての法人であり、法第 72 条の２第４

項に規定する人格のない社団等及び同条第

５項に規定するみなし課税法人についても、

廃止前暫定措置法第４条の規定により法人

とみなされることから、納税義務者に含まれ

るものであること。 
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３ 課税標準 

地方法人特別税の課税標準は、法の規定に

よって計算した所得割額又は収入割額であ

るが、この場合の法の規定とは、第６条（公

益等に因る課税免除及び不均一課税）、第７

条（受益に因る不均一課税及び一部課税）、

第 72 条の 24 の 10（仮装経理に基づく過大申

告の場合の更正に伴う事業税額の控除及び

還付）、第 72 条の 24 の 11（租税条約の実施

に係る更正に伴う事業税額の控除）、第 72

条の 49 の４（法人事業税の減免）及び附則

第９条の２の２（法人の事業税の特定寄附金

税額控除）の規定は除かれることから、これ

らの規定の適用を受ける前の法人事業税額

（所得割額又は収入割額）が課税標準となる

ものであること。 

したがって、例えば、法人事業税について、

過疎条例等若しくは産業拠点強化条例によ

る課税免除又は産業拠点強化条例、牽引条例

若しくは産業立地条例による不均一課税の

適用がある場合は、これらの適用を受ける前

の法人事業税額（所得割額又は収入割額）が

課税標準となることに留意すること。 

４ 申告等 

 (1) 賦課徴収及び申告納付 

地方法人特別税の賦課徴収は、法人事業

税の賦課徴収の例により、法人事業税の賦

課徴収と併せて行うものであること。 

また、地方法人特別税の納税義務者は、

法人事業税の申告及び納付の例により、法

人事業税の申告及び納付と併せて、地方法

人特別税を申告及び納付しなければなら

ないものであること。 

 (2) 申告納付期限の延長 

地方法人特別税の申告納付は、法人事業

税の申告納付と併せて行うものであるこ

とから、既に法人事業税について申告納付

期限の延長を受けている場合は、地方法人

特別税についても同様に延長されるもの

であること。 

また、平成 20 年 10 月１日以後開始事業

年度において新規に法人事業税の申告納

付期限の延長申請があった場合は、地方法

人特別税についても併せて処理するもの

であること。 

法人事業税の申告納付期限の延長につ

いては前記「第３ 申告納付期限の延長」

により処理すること。 

 (3) みなす申告の取扱い 

地方法人特別税のみなす申告税額は、次

により算出すること。 

    ア 当該事業年度開始の日から、６月を経 

   過した日の前日までに、前事業年度の地 

   方法人特別税として確定した税額（所得 

   割に係る地方法人特別税額及び収入割 

   に係る地方法人特別税額の合算額）…Ａ 

  イ 前事業年度の月数（暦に従い計算し１ 

   月に満たない端数は１月とする。）…Ｂ 

   特別税→特別税額Ａ × ６/Ｂ 

＝みなす申告税額 

５ 加算金の取扱い 

地方法人特別税の賦課徴収は、廃止前暫定

措置法第 10 条の規定により、法人事業税の

賦課徴収の例によることとされていること

から、法人事業税において加算金（過少申告

加算金、不申告加算金及び重加算金）を徴収

する場合は、地方法人特別税についても併せ

て徴収するものであること。 

この場合、加算金の計算については、加算

金対象の法人事業税額及び地方法人特別税

額の合算額によって計算を行うこと。 

また、法第 72 条の 46 第１項に規定する過

少申告加算金の計算における対象不足税額

等が 50 万円を超えるかどうか、あるいは同

条第３項に規定する不申告加算金の計算に

おける納付すべき税額が 50 万円を超えるか

どうかの判定は、法人事業税額及び地方法人

特別税額の合算額によって判定を行うもの

であること。 

加算金の計算は、「法人事業税・特別法人

事業税又は地方法人特別税加算金計算書（別

記様式 16）」又は「法人事業税・特別法人事

業税又は地方法人特別税加算金計算書（外形

標準課税対象法人）（別記様式 17）」を用い

て算出すること。 
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第 18 の２ 特別法人事業税の取扱い 

１ 特別法人事業税の性格 

特別法人事業税は、国が法人に対して課す

るものであるが、賦課徴収については、特別

法人事業税及び特別法人事業譲与税に関す

る法律（平成 31 年法律第４号。以下、「特

別法人事業税法」という。）第８条の規定に

基づき、都道府県が法人事業税の賦課徴収の

例により、法人税業税の賦課徴収と併せて行

うものであること。 

２ 納税義務者 

特別法人事業税の納税義務者は、事業を行

うすべての法人であり、法第 72 条の２第４

項に規定する人格のない社団等及び同条第

５項に規定するみなし課税法人についても、

特別法人事業税法第３条の規定により法人

とみなされることから、納税義務者に含まれ

るものであること。 

３ 課税標準 

特別法人事業税の課税標準は、法の規定に

よって計算した所得割額又は収入割額であ

るが、この場合の法の規定とは、第６条（公

益等に因る課税免除及び不均一課税）、第７

条（受益に因る不均一課税及び一部課税）、

第 72 条の 24 の 10（仮装経理に基づく過大申

告の場合の更正に伴う事業税額の控除及び

還付）、第 72 条の 24 の 11（租税条約の実施

に係る更正に伴う事業税額の控除）、第 72

条の 49 の４（法人事業税の減免）及び附則

第９条の２の２（法人の事業税の特定寄附金

税額控除）の規定は除かれることから、これ

らの規定の適用を受ける前の法人事業税額

（所得割額又は収入割額）が課税標準となる

ものであること。 

したがって、例えば、法人事業税について、

過疎条例等若しくは産業拠点強化条例によ

る課税免除又は産業拠点強化条例、牽引条例

若しくは産業立地条例による不均一課税の

適用がある場合は、これらの適用を受ける前

の法人事業税額（所得割額又は収入割額）が

課税標準となることに留意すること。 

４ 申告等 

 (1) 賦課徴収及び申告納付 

特別法人事業税の賦課徴収は、法人事業

税の賦課徴収の例により、法人事業税の賦

課徴収と併せて行うものであること。 

また、特別法人事業税の納税義務者は、

法人事業税の申告及び納付の例により、法

人事業税の申告及び納付と併せて、特別法

人事業税を申告及び納付しなければなら

ないものであること。 

 (2) 申告納付期限の延長 

特別法人事業税の申告納付は、法人事業

税の申告納付と併せて行うものであるこ

とから、既に法人事業税について申告納付

期限の延長を受けている場合は、特別法人

事業税についても同様に延長されるもの

であること。 

また、令和元年 10 月１日以後開始事業

年度において新規に法人事業税の申告納

付期限の延長申請があった場合は、特別法

人事業税についても併せて処理するもの

であること。 

法人事業税の申告納付期限の延長につ

いては、前記「第３ 申告納付期限の延長」

により処理すること。 

 (3)  みなす申告の取扱い 

特別法人事業税のみなす申告税額は、次

により算出すること。 

ア 当該事業年度開始の日から、６月を経

過した日の前日までに、前事業年度の特

別法人事業税として確定した税額（所得

割に係る特別法人事業税額及び収入割

に係る特別法人事業税額の合計額）……

A 

イ 前事業年度の月数（暦に従い計算し１

月に満たない端数は１月とする。） …B 

     

みなす申告税額＝A×６/B 

５ 加算金の取扱い 

特別法人事業税の賦課徴収は、法人事業税

の賦課徴収の例によることとされているこ

とから、法人事業税において加算金（過少申

告加算金、不申告加算金及び重加算金）を徴

収する場合は、特別法人事業税についても併

せて徴収するものであること。 

この場合、加算金の計算については、加算

金対象の法人事業税額及び地方法人特別税

額の合算額によって計算を行うこと。 

また、法第 72 条の 46 第１項に規定する過

少申告加算金の計算における対象不足税額

等が 
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 50 万円を超えるかどうか、あるいは同条第３

項に規定する不申告加算金の計算における

納付すべき税額が 50万円を超えるかどうか、

あるいは同条第４項に規定する加算後累積

納付税額が 300万円を超えるかどうかの判定

は法人事業税額及び特別法人事業税額の合

計額によって判定を行うものであること。 

加算金の計算は、「法人事業税・特別法人 

事業税又は地方法人特別税加算金計算書（別

記様式 16）」、「法人事業税・特別法人事業

税又は地方法人特別税加算金計算書（外形標

準課税対象法人）（別記様式 17）」又は「法

人事業税・特別法人事業税加算金計算書（法

第 72条の２第１項第３号を併せて行う法人）

（別記様式 18）」を用いて算出すること。 

 

第 19 各種様式の作成要領 

１ 法第 72 条の 24 の５第３項の規定による承

認申請書（規則第 68 号様式） 

 (1)  この申請書は、鉱業法（昭和 25 年法律

第 289 号）第３条第１項に規定する鉱物の

うち金属鉱物を掘採する場合において、鉱

物の掘採事業と精錬事業に係る課税標準

の算定をする場合、それぞれの付加価値額

及び所得を区分計算できるとき、又は既に

承認を受けた区分計算の方法を変更しよ

うとするときの申請書として用いるもの

である。 

 (2) この申請書を提出させる場合は、(1)に

よる区分計算の方式若しくは区分計算の

方法を変更しようとする理由又は区分計

算 の

方法等を記載した明細書を添付させるこ

と。 

２ 法第 72 条の 24 の５第３項の規定による承

認（不承認）通知書（様式通達第 55 号様式） 

 (1) この通知書は、規則第 68 号様式による

申請書の提出があった場合において、その

内容を審査し鉱物の掘採事業と鉱物の精

錬事業における付加価値額及び所得の区

分計算の方法及び変更について、承認又は

不承認の措置をする場合の通知書（決議

書）として用いる。 

 (2) 前記(1)による承認又は不承認を決定す

る場合は、地方税法の施行に関する取扱通

知（以下、｢取扱通知｣という。）第３章第

１節４の８の２の取扱いの趣旨により決

定し、通知すること。 

３ 法人県民税の分割課税標準額等の修正請

求書（様式通達第 56 号様式） 

  この請求書は、法第 58 条第４項に係る法

人県民税の課税標準となる法人税額につい

て分割の修正を請求する場合の請求書とし

て用いる。 

４ 法人県民税・法人事業税・特別法人事業税

又は地方法人特別税に係る更正・決定通知書

（様式通達第 60 号様式、60 号様式の２） 

  この通知書は、税務課県税集中管理室長が

それぞれの課税地を所管する局長に送付す

るので、下記事項に留意のうえ納税義務者又

は関係機関に送付すること。 

 (1) 法人県民税、事業税・特別税のいずれか

一方の税目又は加算金のみについて更正、

決定する場合は、他の一方の税目又は加算

金についての関係記載事項欄は大きく斜

線でまっ消すること。  

 (2) 電算で印字された発付年月日に発送す

ること。 

 (3) 上記用納付書（省令第 12 号の２様式） 

  更正・決定が行われ、プレプリントさ

れた納付書が局長に送付された場合は、更

正・決定通知書とともに名宛人に送付する

こと。 

５ 電算の端末機から出力される帳票 

   端末機から出力された次の帳票は、下記事

項に留意のうえ、納税義務者又は関係機関に

送付すること。 

 (1)  法 人 県 民 税 ・ 法 人 事 業 税 

    特別法人事業税又は地方法人特別税の

みなす申告に係るお知らせ（別記様式 15） 

    オンライン入力の都度出力されるので、 

    電算で印字された発付年月日に発送する 

   こと。 

 (2)  法 人 県 民 税 ・ 法 人 事 業 税 

    特別法人事業税又は地方法人特別税の

申告納付期限延長通知書（基本要綱第 33

号様式） 
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    オンライン入力の都度出力されるので、 

  文書番号を記入の上、電算で印字された発 

 付年月日に発送すること。 

(3)  法人事業税・特別法人事業税又は地方法 

人特別税の申告納付期限延長についての

通知書（様式通達第 61 号様式） 

オンライン入力の都度出力されるので、

文書番号を記入の上、電算で印字された発

付年月日に発送すること。 

 (4) 法人県民税・事業税に係る課税標準額等

の通知について（基本要綱第 32 号様式、

32 号様式の２） 

   県内分割法人の申告について是認、更正

又は決定の入力をしたときに（通常毎月）

出力される。この通知は eLTAX を用いて関

係都道府県へ発送されているため、所要の

決議に使用する。 

     なお、外形標準課税対象法人の通知につ

いては、県民税及び所得割（国税準拠）の

処理が終了した時期（付加価値割等は未調

査となっている時期）での通知を基本と

し、付加価値割等の調査後において、当初

通知内容と異なる場合（更正となる場合）

には、付加価値割等について更正を行った

際に別途通知することが、各都道府県で統

一されているので留意すること。 

 (5) 法人税額等通知書(基本要綱第 35 号様式) 

出力内容を確認のうえ、電算で印字され

た発付年月日に発送すること。 

６ 法人設立・異動（解散・合併・変更・閉鎖

等）届出書（規則第 73 号様式） 

この届出書は、法人の設立、解散及び合併

並びに事務所等の変更又は閉鎖をした場合

等に、その日から 10 日以内に局長に提出す

る場合の届出書として用いる。 

６の２ グループ通算制度の承認等の届出書

（規則第 74 号様式） 

 この届出書は、法人税法第 64 条の９第２

項の規定によるグループ通算制度の承認(同

条第４項、第５項、第９項、第 11 項又は第

12 項に規定するみなし承認を含む｡)、第 64

条の 10 の規定により通算承認の効力を失っ

た場合及び同条第１項の規定によるグルー

プ通算制度の取りやめの承認があった場合

に、その日から 10 日以内に局長に提出する

場合の届出書として用いる。 

７ 法人設立・異動（引継ぎ・終了・変更等） 

届出書(法人課税信託用)(規則第 75 号様式） 

この届出書は、法人税法第２条第 29 号の

２に規定する法人課税信託について、契約の

締結又は効力の発生、新たな受託者の就任、

受託者の任務の終了、主宰受託者の変更、法

人課税信託の終了又は残余財産の確定、届出

事項の変更等があった場合に、その日から 10

日以内に局長に提出する場合の届出書とし

て用いる。 

８ 法人税調査票（法人県民税・事業税の申告是

認決議書）（基本要綱第 29 号様式） 

  この決議書は、法人税の確定処理（中間実

績申告を含む。）についての調査書と県内分

割法人、解散又は合併等の法人、農業協同組

合等の法人及びその他の法人の申告是認、修

正申告是認決議書に用い、更正決定等の場合

はそのまま更正決定等の基礎資料として用

いること。 

９ 新設法人調査書（基本要綱第 30 号様式） 

この様式は、条例第 29 条第１項の規定に

よる届出のない新設法人を発見した場合に

ついて、課税上必要な事項を調査の上作成

し、電算に登録する場合に用いる。 

10  解散等法人調査書（基本要綱第 31 号様式） 

 (1)  この決議書は、法人の除却処理をしよう

とする場合に用いる。 

 (2)  「処理理由」欄は、当該箇所を○で囲む

こと。 

 (3)  「調査先」欄は、何々法務局等と具体的

な相手先を記載すること。 

 (4)  電話照会の「被調査者」欄は、調査した

相手方の氏名を記載すること。 

 (5)  「未処理事業年度」欄は、除却時現在に

おいて未申告又は未確定事業年度を記載

すること。 
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 (6)  処理区分の「電算処理状況」欄及び「法 

  人索引簿処理状況」欄は、それぞれ処理し 

  た場合に担当者が認印すること。 

 (7) 「他府県通知」欄は、県内分割法人に係 

  る基本要綱第 34 号様式により他府県あて 

  通知した場合にその通知年月日及び文書 

  番号を記載すること。 

11  法人事業税・特別法人事業税又は地方法人 

特別税加算金計算書（別記様式 16） 

    この計算書は、所得割のみを納付すべき法 

人でかつ法第 72 条の 39 の適用を受ける法人

について、様式通達第 60 号様式又は第 60 号

様式の２による加算金額の通知を行う場合

に端末機から出力されるので、出力内容を確

認すること。 

12 法人事業税・特別法人事業税又は地方法人 

特別税加算金計算書（外形標準課税対象法

人) （別記様式 17） 

  この計算書は、外形標準課税対象法人につ

いて、様式通達第 60 号様式又は第 60 号様式

の２による加算金額の通知を行う場合に端

末機から出力されるので、出力内容を確認す

ること。 

13  法人の解散等通知書（基本要綱第 34 号様

式） 

 (1)  この通知書は、法人を所管する地域振興 

 局が除却処理をした県内分割法人につい 

  て、分割事務処理上分割事業年度等を明確 

  にするために作成し、関係都道府県に通知 

  すること。 

 (2)  「税務官署の処理状況」欄の「処理年月 

  日」は、解散等法人調査書（基本要綱第 31 

  号様式）の「決議年月日」を記載すること。 

 (3)  「備考」欄には、除却の理由、最終分割 

    事業年度の状況、その分割事務上の連絡事 

  項等を記載すること。 

14  法人事業税の課税標準の分割に関する明

細書（過疎規則第３号様式の付表１、離島規

則第３号様式の付表１） 

  この明細書は、法人が事業税の課税免除の 

適用を受けようとする場合に申告書に添付

して用いる。 

 (1)  「総額①」欄は、本県分の総額を記載す

ることとなっている。したがって、この数

値は省令第６号様式、省令第６号様式（そ

の２）又は省令第６号様式（その３）の申

告書に記載されたものと一致すること。 

 (2) 課税免除の適用部分 

   過疎条例第２条等の規定による奨励措

置の適用を受ける区分ごとに「第１次、第

２次」又は「○○工場、○○工場」等と記

載されるものであること。 

 (3) その他の部分 

   課税免除の適用以外の部分の数値が記

載されるものであること。 

 (4) 合計 

   ⑤及び⑥の合計額記載されるが、課税標

準については端数計算により、必ずしも①

とは符号しないものであること。 

15 法人事業税の課税標準の分割に関する明

細書（産業立地規則第４号様式の付表） 

  この明細書は、法人が産業立地条例の規定 

による不均一課税の適用を受けようとする

場合に申告書に添付して用いる。 

 (1) ①欄の｢課税標準｣、「税率」及び「税額」 

   は、省令第６号様式の「所得割」欄（28  

    欄を除く。）若しくは「収入割」欄（38  

    欄を除く。）、省令第６号様式（その２） 

    の「所得割」欄（28 欄、40 欄を除く。） 

    若しくは「収入割」欄（38 欄、46 欄を除 

    く。）又は省令第６号様式（その３）の「所 

  得割」欄（28 欄、40 欄を除く。）若しく 

  は「収入割」欄（38 欄、46 欄、52 欄を除 

  く。）の｢課税標準｣、「税率」及び「税額」 

  を移記すること。 

 (2) ⑤及び⑥欄には、不均一課税の適用を受 

   ける事業用家屋の名称を記載すること。 

 (3) 「固定資産の価額又は従業者数」の欄は、 

  その行う主たる事業が電気供給業（電気事 

  業法第２条第１項第２号に規定する小売電 

  気事業（これに準ずるものを含む。）を除 

  く。）、ガス供給業又は倉庫業の法人の場 

  合は申告者が新潟県内に有する事務所又は 

  事業所の固定資産の価額を記入し、それ以 

  外の法人の場合は申告者が新潟県内に有す 

  る事務所又は事業所の従業者の数を記載す 

  ること。この場合において、「固定資産の 

  価額」又は「従業者の数」の意義は、省令 

  第６条の２の２に定めるところによる。 
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また、②欄の「固定資産の価額又は従業

者数」欄は過疎規則第３号様式の付表１⑤

の固定資産の価額又は従業者数、離島規則

第３号様式の付表１⑤の固定資産の価額又

は従業者数、拠点強化規則第１号様式の付

表「小計」欄の固定資産の価額又は従業者

数又は牽引規則第１号様式の付表⑦の固定

資産の価額又は従業者数を記載するもので

あること。 

 (4) ②及び③欄の課税標準は、①の課税標準 

 を、「固定資産の価額、軌道延長又は従業 

 者数」欄の固定資産の価額、軌道延長又は 

 従業者数によって、⑤、⑥及び⑧の各欄の 

 課税標準は、③欄の課税標準を、「固定資 

 産の価額又は従業者数」欄の固定資産の価 

 額又は従業者数によってそれぞれ按分して 

 記入すること。この場合において、その額 

 に 1,000 円未満の端数があるとき、又はそ 

 の全額が 1,000 円未満であるときは、その 

 端数金額又は全額を切り捨てること。 

 (5) 税額に 100 円未満の端数があるときは、 

 その端数を切り捨てること。 

 (6)  電気供給業又はガス供給業と電気供給業 

 又はガス供給業以外の事業を併せ行う法人 

 については、電気供給業又はガス供給業に 

 係る部分と電気供給業又はガス供給業以外 

 の事業に係る部分とを別葉に記載するこ 

 と。 

16 法人事業税の課税標準の分割に関する明細

書（産業拠点強化条例第１号様式の付表） 

  この明細書は、法人が産業拠点強化条例の

規定による課税免除又は不均一課税の適用を

受けようとする場合に申告書に添付して用い

る。 

 (1)  ①欄の「課税標準」、「税率」及び「税 

額」は、省令第６号様式の「所得割」欄（28

欄を除く。）若しくは「収入割」欄（38 欄

を除く。）、省令第６号様式（その２）の

「所得割」欄（28 欄、40 欄を除く。）若し

くは「収入割」欄（38 欄、46 欄を除く。） 

又は省令第６号様式（その３）の「所得割」

欄（28 欄、40 欄を除く。）若しくは「収入

割」欄（38 欄、46 欄、52 欄を除く。）の「課

税標準」、「税率」及び「税額」を移記す

ること。 

 (2) ②及び③欄には、課税免除又は不均一課

税の適用を受ける特別償却設備の名称を記

載すること。 

 (3) 「固定資産の価額、軌道延長又は従業者

数」の欄は、その行う事業が電気供給業（電

気事業法第２条第１項第２号に規定する小

売電気事業（これに準ずるものを含む。）

を除く。）、ガス供給業又は倉庫業の法人

の場合は申告者が新潟県内に有する事務所

又は事業所の固定資産の価額を記入し、鉄

道事業又は軌道事業の法人の場合は申告者

が新潟県内に有する軌道の延長キロメート

ル数を記入し、それ以外の法人の場合は申

告者が新潟県内に有する事務所又は事業所

の従業員の数を記載すること。この場合に

おいて、「固定資産の価額」、「軌道の延

長キロメートル数」又は「従業者の数」の

意義は、省令第６条の２の２に定めるとこ

ろによる。 

 (4) ②、③及び⑤の各欄の課税標準は、①欄

の課税標準を、「固定資産の価額、軌道延

長又は従業者数」欄の固定資産の価額、軌

道延長又は従業者数によって按分して記入

すること。この場合において、その額に 1，

000 円未満の端数があるとき、又はその全

額が 1,000 円未満であるときは、その端数

金額又は全額を切り捨てること。 

 (5) 税額に 100 円未満の端数があるときは、

その端数を切り捨てること。 

17 法人事業税の課税標準の分割に関する明細

書（牽引条例第１号様式の付表） 

  この明細書は、法人が牽引条例の規定によ

る不均一課税の適用を受けようとする場合に

申告書に添付して用いる。 

 (1) ①欄の「課税標準」、「税率」及び「税

額」は、省令第６号様式の「所得割」欄（28

欄を除く｡）若しくは「収入割」欄（38 欄

を除く。）、省令第６号様式（その２）の

「所得割」欄（28 欄、40 欄を除く。）若し

くは「収入割」欄（38 欄、46 欄を除く。）

又は省令第６号様式（その３）の「所得割」 
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欄（28 欄、40 欄を除く。）若しくは「収入

割」欄（38 欄、46 欄、52 欄を除く。）の

「課税標準」、「税率」及び「税額」を移

記すること。 

 (2) ⑤及び⑥欄には、不均一課税の適用を受

ける承認地域経済牽引事業の用に供する施 

  設又は設備の名称を記載すること。 

 (3) 「固定資産の価額、軌道延長又は従業者

数」の欄は、その行う事業が電気供給業（電

気事業法第２条第１項第２号に規定する小

売電気事業（これに準ずるものを含む。）

を除く。）、ガス供給業又は倉庫業の法人

の場合は申告者が新潟県内に有する事務所

又は事業所の固定資産の価額を記入し、鉄

道事業又は軌道事業の法人の場合は申告者

が新潟県内に有する軌道の延長キロメート

ル数を記入し、それ以外の法人の場合は申

告者が新潟県内に有する事務所又は事業所

の従業員の数を記載すること。この場合に

おいて、「固定資産の価額」、「軌道の延

長キロメートル数」又は「従業者の数」の

意義は、省令第６条の２の２に定めるとこ

ろによる。 

   また、②欄の「固定資産の価額、軌道の

延長又は従業者数」欄は過疎規則第３号様

式の付表１⑤の固定資産の価額又は従業者

数、離島規則第３号様式の付表１⑤の固定

資産の価額又は従業者数又は拠点強化規則

第１号様式の付表「小計」欄の固定資産の

価額、軌道延長又は従業者数を記載するも

のであること。 

 (4) ②及び③の各欄の課税標準は、①欄の課

税標準を、⑤、⑥及び⑧の各欄の課税標準

は、③欄の課税標準を、それぞれ「固定資

産の価額、軌道延長又は従業者数」欄の固

定資産の価額、軌道延長又は従業者数によ

って按分して記入すること。この場合にお

いて、その額に 1,000 円未満の端数がある

とき、又はその全額が 1,000 円未満である

ときは、その端数金額又は全額を切り捨て

ること。 

 (5) 税額に 100 円未満の端数があるときは、

その端数を切り捨てること。 

18  税務課で出力する帳票（納税義務者又は関 

係機関への通知を要さないもの）で決議、調 

査等に使用する帳票は次のとおりである。 

 (1) 是認一覧表（自動是認） 

   法人名簿・申告決議データによる調査の 

  結果、是認されるものについて、毎月出力 

 されるので、所定の決議に使用する。 

 (2) 更正決定調査（兼是認）票 

   法人名簿・申告決議データによる調査の 

  結果、是認できないものについて、毎月出 

  力されるので、必要な調査を行う際の資料 

  として使用する。 

 (3) 未処理事業年度調査票 

   是認、更正、決定、除却等の処理が必要 

  とされるものについて、一定条件で出力さ 

  れる（毎年９月）ので、必要な調査等を行 

  うための基礎資料として使用する。 

 (4) 未処理事業年度調査一覧表 

   (3)を一覧表で出力したものであり、進 

  行管理に使用する。 

 (5) 法人二税 自主調査法人管理台帳 

   自主調査法人（県内法人）ごとに出力さ 

  れる（毎年６月）ので、申告・調査の進行 

  管理に使用する。 

 (6) 法人二税 課税・不均一法人管理台帳 

   課税免除法人又は不均一課税法人ごとに 

  出力される（毎年６月）ので、申告・調査 

  の進行管理に使用する。 

 (7) 法人二税 控除法人一覧 

   仮装経理又は租税条約による減額更正に 

  より、還付すべき額を留保した法人ごとに 

  出力される（毎月６月）ので、当該留保額 

  の控除等の管理資料として使用する。 

 (8) 法人二税 資本金１億以上法人一覧 

      分割基準等の調査対象の検討資料として 

  出力する（毎年６月）。 

19  電算端末出力帳票（納税義務者又は関係機 

関への通知を要さないもの） 

法人県民税・法人事業税・特別法人事業税

又は地方法人特別税に係る更正・決定等決議

書 

  更正、決定及び加算金決定のオンライン入 

力を行った都度出力（随時）されるので、所  
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定の決議に使用する。 
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別記様式１（削除） 
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別記様式２（第 10、5、(1)）           

決 

 

議 

 部 長  副部長 課税課長 
（直税第１課長） 

 収税課長  課長代理  課 員 

      

徴 収 猶 予 調 査 書（外形標準課税対象法人用） 

調査年月日 ・    ・ 調査者職氏名  

申 

 

 

請 

 

 

者 

 

管 理 番 号 
 

法 源 番 号  

主たる事務所 

所 在 地 

 

 

法 人 名 称 
（TEL     -       -        ） 

事 業 種 目 
 

資 本 金 の 額 
 

資本金等の額 
 

事 業 年 度 年  月  日から    年  月  日まで 

申 

告 

等 

の 

額 

区 分 課税標準額 税  額 申告納付期限 

付 加 価 値 額   ・  ・ 

資本金等の額   申告（申請）日 

合計事業税額   ・  ・ 

調 

 

 

 

査 

 

 

 

内 

 

 

 

容 

 下記により徴収猶予を承認する。（承認しない。） 

１ 今後経営改善が見込まれる３年以上連続して所得のない法人 

 

 

(1) 会社更生法などの法に定める手続きを行っているか。 

 

(2) 申告納付期限内に納付することが困難か。 

 

(3) 県内に事務所又は事業所が存在するか。 

 

(4) 他の県税に未納があるか。 

 

(5) 担保の提供 別紙「担保の提供書」のとおり 

 

２ 創業５年以内の所得のない法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 著しい新規性を有する技術又は高度な技術を利用した事業活動を行ってい 

るか。 

 

(2) 申告納付期限内に納付することが困難か。 

 

(3) 県内に事務所又は事業所が存在するか。 

 

(4) 他の県税に未納があるか。 

 

(5) 担保の提供 別紙「担保の提供書」のとおり 
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 別記様式２の２（第 10 の２、５、(1)） 

決 

 

議 

 部 長  副部長 課税課長 
(直税第１課長） 

 収税課長  課長代理   課 員 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

徴 収 猶 予 調 査 書（租税条約対象法人用） 

調査年月日 ・    ・ 調査者職氏名  

 

申 

 

 

請 

 

 

者 

 

管 理 番 号  法 源 番 号  

主たる事務所 

所 在 地 

 

 

法 人 名 称 
 

（TEL     -       -        ） 

事 業 種 目 
 

 

資 本 金 の 額 
 

 
資本金等の額 

 

 

納 

 

付 

 

す 

 

べ 

 

き 

 

税 

 

額 

 

事 業 年

度
 

 

納期限 

     法人県民税       法人事業税・特別法人事業税 

法人税割額 

 

 延滞金額  

 

所 得 割 額 ・ 
特別法人事業税額 

付加価値割額
 

 
 加算金額  

 

 延滞金額   

 

   
法律による金額     

法律による金額 

   
法律による金額     

法律による金額 

   
法律による金額     

法律による金額 

   
法律による金額     

法律による金額 

   
法律による金額     

法律による金額 

   
法律による金額     

法律による金額 

上 

記 

の 

う 

ち 

猶 

予 

を 

受 

け 

よ 

う 

と 

す 

る 

額 

 

事 業 年

度 

 

納期限 
     法人県民税       法人事業税・特別法人事業税 

法人税割額  延滞金額  

 

所 得 割 額 ・ 
特別法人事業税額 

付加価値割額
 

 
 加算金額  

 

 延滞金額   

 

   
法律による金額     

法律による金額 

   
法律による金額     

法律による金額 

   
法律による金額     

法律による金額 

   
法律による金額     

法律による金額 

   
法律による金額     

法律による金額 

   
法律による金額     

法律による金額 

調 

 

査 

 

内 

 

容 

 下記により徴収猶予を承認する。（承認しない。） 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 租税条約の規定に基づき国税庁長官又は条約相手国等の権限ある当局に対し相互

協議の申立てをしているか。 

 

(2) 県内に事務所又は事業所が存在するか。 

 

(3) 他の県税に未納があるか。 

 

(4) 担保の提供 別紙「担保の提供書」のとおり 
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別記様式３（第 11、4、(2)、イ） 

決 

 

議 

 

 部 長  副部長 課  長 課長代理 課  員 

 

 

    

 

     県外分割法人等調査書 

 

 整理番号 

       

 

調査年月日 ・  ・ 客体把握の方法 該当するものを○で囲むこと。 

 

調査員職氏名 

  

・電話  ・市町村法人課税台帳 

・その他（          ） 

 

 事務所等又は寮等の判定内容 

調 査 項 目 確    認    内    容 

法 人 名 
 

主 た る 事 務 所 又 は 

事 業 所 の 所 在 地 

〒 

 
                                   (TEL     -       -      ) 

把 握 し た 客 体 の 名 称 
(事務所等又は寮等の名称) 

 

把握した客体の所在地 
(事務所等又は寮等の所在地) 

〒 

 
(TEL     -       -      ) 

 

事務所等の判定結果 該 当 ・ 非 該 当 

調査項目 結果 
 

人的設備 

 

有 

無 

従業員数(     )人、給与支払者(自社・その他)、指揮監督権(自社・その他) 
＜確認先（者）及び内容＞ 

物的設備 

 

有 

無 

土地・建物等の所有形態(             )、備品等の状況(             )

＜確認先（者）及び内容＞ 

事業の継続性 

 

有 

無 

事業の内容(                        )、事業期間（通年、短期   月) 
＜確認先（者）及び内容＞ 

その他参考事項  

設置年月日 ・  ・ 

事 業 年 度 
・  ・ 

・  ・ 

 

寮等の判定結果 該 当 ・ 非 該 当 

調査項目 結果  

その他参考事項  

設置年月日 ・  ・ 

事 業 年 度 
・  ・ 

・  ・ 
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別記様式３の１の２（第 11、４、(4)、エ及びオ） 
 

第     号 
年  月  日 

 
新潟地域振興局県税部長 様 
 

地域振興局県税部長 
 

未届け県外分割法人等について（協議） 

 
 
 下記の法人について、当県税部において法人設立・異動届出書の提出をしょうようし

ましたが、提出に応じないため、県税事務処理要綱第 11、４(4)の規定により協議しま

す。           
 
 

記 
 
 
１ 法人名 
 
２ 主たる事務所又は事業所の所在地 

 

３ 当県税部による判定結果 
 

４ 協議内容 

 
 
 
 
 
 
 
 
〈添付書類〉 県外分割法人等調査書 一式 
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別記様式３の２（第 11、４、(4)、オ） 
第     号 
年  月  日 

 
 

（都道府県）     長  様 
 
 

                                                     地 域 振 興 局 長    ○印  

 
 

法人の事業年度等について（照会） 
 

貴都道府県内に主たる事務所等を有する別紙一覧表の法人について、地方税法第 20 条

の 11 に基づき、その事業年度及び資本金等の額を回答くださるようお願いします。 
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（別記様式３の２ 別紙）        
第     号 
年  月  日 

                                                 
 地 域 振 興 局 長  行 
 
 

                                                  （都道府県）     長   ○印  
 

法人の事業年度等について（回答） 
 

   年 月 日付け  第   号で照会の下記法人の事業年度及び資本金等の額

について、次のとおり回答します。 
 

法 人 番 号 
事 業 年 度 資本金等の額  ※ 備 考 法 人 名 主たる事務所所在地 

               
 

 
  

 
 
 

               
 

 
  

 
 
 

               
 

 
  

 
 
 

               
 

 
  

 
 
 

               
 

 
  

 
 
 

   
 ※ 「資本金等の額」が「資本金の額及び資本準備金の額の合算額」を下回る場合には、

「資本金の額及び資本準備金の額の合算額」を記載してください。 
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別記様式３の３（第 11、４、(4)、オ）     
年  月  日 

 
 

            様 
 
 

                                                     地 域 振 興 局 長    ○印  

 
 

法人県民税の申告等に係るお知らせ 
 

さきにお願いしました設立届けについて、ご提出いただけませんでしたが、調査した結

果、貴社が新潟県内に、寮、宿泊所、クラブその他これらに類する施設（以下「寮等」と

いう｡）を有することが確認されました。 
つきましては、地方税法第 24 条第１項第４号に規定する新潟県内に寮等を有する法人

で事務所等を有しないものに該当し、同法第 53 条第１項の法人県民税（均等割）の申告

納付義務がありますのでお知らせします。 
 

名称(法人名)  

主 た る 事 務 所 等 の 所 在 地 新 潟 県 内 の 寮 等 の 所 在 地 

 
 
 

 
 
 

事 業 年 度 資 本 金 等 の 額 ※ 

 
 
 
 

 
 
 
 

※ 「資本金等の額」が「資本金の額及び資本準備金の額の合算額」を下回る場合には、「資本金の

額及び資本準備金の額の合算額」を記載してください。 
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１

(      )

他の方法①（ ）

他の方法②（ ）

他の方法③（ ）

注

２

３

事業税 特別税 県民税

～

～

～

～

～

注

別記様式４(第11、4、(5)、ｱ）

     年   月   日

　　　税　務　課　長　　様

地 域 振 興 局 長

県 外 分 割 法 人 等 実 態 調 査 結 果 報 告 書

　　　　年　月 末日現在の状況について、下記のとおり報告します。

未届け県外分割法人等調査状況

今　月　報　告　分 今　年　度　累　計

調 査 対 象 法 人 数

電 話 帳 に よ る 捕 捉

調 査 結 果

調 査 中

設 立 届 提 出 済

１ 調 査 対 象 法 人 数 は 、 法 人 登 録 さ れ て い な い 法 人 数 。

調 査 対 象 法 人 数 の 今 年 度 累 計 に は 、 前 年 度 か ら 引 き 継 い だ 法 人 数 を 加 え

て 記 載 し 、 当 該 引 き 継 い だ 法 人 数 は （ ） 内 書 き で 記 載 す る こ と 。

２ 「 調 査 中 」 及 び 「 し ょ う よ う 中 」 欄 に お い て は 、 年 度 内 で 処 理 で き な か

っ た 法 人 数 に つ い て は 、 翌 年 度 に 引 き 継 ぐ こ と 。

  

設 立 届 し ょ う よ う 中  

事務所等及び寮等に該当せず

分割基準の調査状況

今　月　報　告　分 今　年　度　累　計

調 査 対 象 法 人 数

調 査 結 果

調 査 中

申 告 ど お り

税 額 に 変 更 が あ る も の

調査結果（当月において届出があった法人名又は税額に変更があったもの）

法　　人　　名 事 業 年 度
税　額　変　更　額 備　　　　考

（申告区分）

１ 分割基準の変更により税額に変更があるものについては、備考欄に修正、更正の別を

  記載すること。         .

２ 未 届 け 県 外 分 割 法 人 等 の 設 立 届 が あ っ た 場 合 は 、 法 人 名 だ け 記 載 す る こ と 。

- 104 -



別紙１

３

事業税 特別税 県民税

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

調査結果（当月において届出があった法人名又は税額に変更があったもの）

法　　人　　名 事 業 年 度
税　額　変　更　額 備　　　　考

（申告区分）

計
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別紙２

   調査中又は届しょうよう中の法人  　　年　　月 末現在

法　　　　　人　　　　　名 把 握 年 月 調査中又はしょうよう中の区分等
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別記様式５（第 11、4、(5)、イ） 

県外分割法人等非該当者一覧 

（      年度分） 
No 整理番号 

法人名 
主たる事務所又は 

事業所の所在地 
把握した客体の名称 把握した客体の所在地 

判定結果 
備 考 

調査先 事務所等 寮 等 

     

 

 

 

 

 

 

 
人的 

物的 

継続 

 

 

 

 
 

     

 

 

 

 

 

 

 
人的 

物的 

継続 

 

 

 

 
 

     

 

 

 

 

 

 

 
人的 

物的 

継続 

 

 

 

 
 

     

 

 

 

 

 

 

 
人的 

物的 

継続 

 

 

 

 
 

     

 

 

 

 

 

 

 
人的 

物的 

継続 

 

 

 

 
 

     

 

 

 

 

 

 

 
人的 

物的 

継続 

 

 

 

 
 

     

 

 

 

 

 

 

 
人的 

物的 

継続 

 

 

 

 
 

 摘要１ 「整理番号」欄は、県外分割法人等調査書に記載した整理番号の下４桁（年度を除いたもの）を記載すること。 

   ２ 判定結果のうち「事務所等」欄は、事務所等に該当しなかった要因を○で囲むこと。 

     ３ 判定結果のうち「寮等」欄は、寮等に該当しないと判定した根拠等を簡潔に記載すること。 



別記様式６（第 12、２、(1)） 

 

                                      第         号 

                                      

                                          年  月  日 

    新潟県知事           様 

                                                                 税 務 署 長     

                               

区分 

 

年月日 

 

 

部 長 

 

 

副部長 

 

 

課 長 

 

 

課長代理 

 

 

課  員 

 

 

担 当 者 

 発議   ・ ・ 

      

決議   ・ ・ 

           法人税の更正又は決定に係る所得金額等の通知書                                        法人県民税 

                                                                                                                              の申告是認決議書（義務的修正申告用） 

                                                            法人事業税 

 

                              月分処理を、下記のとおり通知します。    

                                                                                                                            ○是  印の法人については、申告と符号しますので是認処理してよいでしょうか。 

                                             記 

 

法人名 

 

 

         (1) 

 

納税地 

 

 

(2) 

 

事業年度 

 

 

(3) 

 

処理区分 

 

 

(4) 

左 の 

年月日 
修正申告 
書提出年 
月  日 

(5) 

所得金額 法人税額 加算税 

摘    要 

地域振興局処理欄 

 

金 額 

 

(6) 

 

加減額 

 

(7) 

 

税 額 

 

(8) 

 

加減額 

 

(9) 

 

種 類 

 

(10) 

加算税の対 
象となった 
所 得 金 額 

 
法人番号 

本税（所得割） 加算金 
市町村へ 
の 通 知 
年 月 日 

 

修 更 
決の別 

左の年月日 

 

処理番号 

 

種 類 

 

決定年月日 

 

処理番号 

 

   ・ ・ 

 

・ ・ 

是 

 

更・決 

・ ・ 

 

(       ) 

 

 
○加  (        ) 

 

 

○加  
過・重 

○過  ①    ② 

③    ④ 
重加算税対象法人税額 

 修 

 

更・決 

 

・ ・ 

 

 過 

 

不・重 

 

・ ・ 

  

・ ・ 
○減  ○減  ○重  

   ・ ・ 

 

・ ・ 

是 

 

更・決 

・ ・ 

 

(       ) 

 ○加  (        ) 

 

 

○加  
過・重 

○過  ①    ② 

③    ④ 
重加算税対象法人税額 

 修 

 

更・決 

 

・ ・ 

 

 

 

過 

 

不・重 

 

・ ・ 

 

 

 

 

・ ・ 

 ○減  ○減  ○重  

   ・ ・ 

 

・ ・ 

是 

 

更・決 

・ ・ 

 

(       ) 

 

 
○加  (        ) 

 

 

○加  
過・重 

○過  ①    ② 

③    ④ 
重加算税対象法人税額 

 修 

 

更・決 

 

・ ・ 

 

 過 

 

不・重 

 

・ ・ 

  

・ ・ 
○減  ○減  ○重  

   ・ ・ 

 

・ ・ 

是 

 

更・決 

・ ・ 

 

(       ) 

 ○加  (        ) 

 

 

○加  
過・重 

○過  ①    ② 

③    ④ 
重加算税対象法人税額 

 修 

 

更・決 

 

・ ・ 

 

 

 

 

過 

 

不・重 

 

・ ・ 

 

 

 

 

・ ・ 

 ○減  ○減  ○重  

   ・ ・ 

 

・ ・ 

是 

 

更・決 

・ ・ 

 

(       ) 

 

 
○加  (        ) 

 

 

○加  
過・重 

○過  ①    ② 

③    ④ 
重加算税対象法人税額 

 修 

 

更・決 

 

・ ・ 

 

 過 

 

不・重 

 

・ ・ 

  

・ ・ 
○減  ○減  ○重  

   ・ ・ 

 

・ ・ 

是 

 

更・決 

・ ・ 

 

(       ) 

 ○加  (        ) 

 

 

○加  
過・重 

○過  ①    ② 

③    ④ 
重加算税対象法人税額 

 修 

 

更・決 

 

・ ・ 

 

 

 

過 

 

不・重 

 

・ ・ 

 

 

 

 

・ ・ 

 ○減  ○減  ○重  

   ・ ・ 

 

・ ・ 

是 

 

更・決 

・ ・ 

 

(       ) 

 ○加  (        ) 

 

 

○加  
過・重 

○過  ①    ② 

③    ④ 
重加算税対象法人税額 

 修 

 

更・決 

 

・ ・ 

 

 

 

過 

 

不・重 

 

・ ・ 

 

 

 

 

・ ・ 

 ○減  ○減  ○重  

   ・ ・ 

 

・ ・ 

是 

 

更・決 

・ ・ 

 

(       ) 

 

 
○加  (        ) 

 

 

○加  
過・重 

○過  ①    ② 

③    ④ 
重加算税対象法人税額 

 修 

 

更・決 

 

・ ・ 

 

 過 

 

不・重 

 

・ ・ 

  

・ ・ 
○減  ○減  ○重  

   ・ ・ 

 

・ ・ 

是 

 

更・決 

・ ・ 

 

(       ) 

 

 
○加  (        ) 

 

 

○加  
過・重 

○過  ①    ② 

③    ④ 
重加算税対象法人税額 

 修 

 

更・決 

 

・ ・ 

 

 過 

 

不・重 

 

・ ・ 

  

・ ・ 
○減  ○減  ○重  

   ・ ・ 

 

・ ・ 

是 

 

更・決 

・ ・ 

 

(       ) 

 ○加  (        ) 

 

 

○加  
過・重 

○過  ①    ② 

③    ④ 
重加算税対象法人税額 

 修 

 

更・決 

 

・ ・ 

 

 

 

過 

 

不・重 

 

・ ・ 

 

  

・ ・ 

 ○減  ○減  ○重  
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法人税の更正又は決定に係る所得金額等通知書の記載要領 
 
１ この通知書は、法人税の更正、決定又は修正勧奨による修正申告書の所得金額等について記載してください。 
  この場合、欠損金額の修正・更正があった場合及び各種加算税のみについて決定のあった場合についても併せ 

て記載してください。 
 
２ (4)の「処理区分」の欄は、該当のものを○で囲んでください。 
 
３ (5)の「左の年月日」の欄は、更正・決定にあっては当該更正・決定の通知年月日を、修正申告書是認にあっ 

ては是認処理年月日及び同下欄（  ）内に修正申告書提出年月日をそれぞれ記載してください。 
 
４ 所得金額(6)の欄は、法人税の申告書別表４の(48)欄の金額又はこれに対応する金額を記載してください。 
 
５ 所得金額(7)の 加 の欄は、次の金額の合計額を記載してください。 
 (1) 損金の額に算入した所得税額及び復興特別所得税額 
 (2) 損金の額に算入した海外投資等損失準備金勘定への繰入額 
 (3) 損金の額に算入した外国法人税の額 
 (4) 益金の額に算入した中間申告における繰戻しによる還付に係る災害損失欠損金額 
 (5) 非適格の合併等又は残余財産の全部分配等による移転資産等の譲渡利益額 
 
６ 所得金額(7)の 減 の欄は、次の金額の合計額を記載してください。 
 (1) 益金の額に算入した海外投資等損失準備金勘定からの戻入額 
 (2) 外国の事業に帰属する所得以外の所得に対して課された外国法人税の額 
 (3) 外国の事業に帰属する所得に対して課された外国法人税の額 

(4) 特定目的会社又は投資法人の支払配当の損金算入額 
(5) 特定目的信託及び特定投資信託に係る利益又は収益の分配の額の損金算入額 
(6) 非適格の合併等又は残余財産の全部分配等による移転資産等の譲渡損失額 

 
７ 法人税額(8)の欄は、法人税の申告書別表１(1)の(10)欄の金額又はこれに対応する金額を記載し、（  ） 
 内には同表の(7)及び(9)欄の合計額又はこれに対応する金額を記載してください。 
 
８ 法人税額(9)の 加 の欄は、次の金額の合計額を記載してください。 
 (1) 試験研究費の総額に係る法人税額の特別控除額 
 (2) 特別試験研究費に係る法人税額の特別控除額（中小企業者等を除く） 

(3) 平均売上金額の 10％相当額を超える試験研究費の額に係る法人税額の特別控除額（中小企業者等を除く） 
(4) 国家戦略特別区域において機械等を取得した場合の法人税額の特別控除額 

 (5) 国際戦略総合特別区域において機械等を取得した場合の法人税額の特別控除額 
(6) 地域経済牽引事業の促進区域内において特定事業用機械等を取得した場合の法人税額の特別控除額（中小企 
 業者等を除く） 

 (7) 地方活力向上地域において特定建物等を取得した場合の法人税額の特別控除額（中小企業者等を除く） 
 (8) 特定の地域において雇用者の数が増加した場合の法人税額の特別控除額（中小企業者等を除く） 
 (9) 認定地方公共団体の寄附活用事業に関連する寄附をした場合の法人税額の特別控除額 
(10) 雇用者給与等支給額が増加した場合の法人税額の特別控除額（中小企業者等を除く） 

 (11) 退職年金等積立金に係る法人税額 
 
９  加算税の種類(10)の欄の過・重は、法人において過少申告加算税及び重加算税を徴収した場合に○で囲んでく 

ださい。 
 
10 加算税の対象となった所得金額の欄は、法人において加算税を徴収したか否かにかかわらず、加算税の対象所 

得がある場合は、当該所得のすべてを記載してください。 
 
11 法人税の更正が、仮装経理に基づく過大申告の場合の更正であるときは、摘要欄に「仮装経理」と記載してく 

ださい。 
 
12 摘要欄には、次の項目を記載してください。 
  ①欠損繰戻し還付金額 ②欠損繰戻し還付の対象欠損金額 ③翌期へ繰越す欠損金又は災害損失金 ④繰越欠 

損金等の当期控除額の増加額（又は減少額(△)） 
  重加算税対象法人税額には、重加算税の根拠となった法人税額 



別記様式７（第12、２、(1)）

税務署長　殿

　以下のとおり、申告書等の閲覧、記録及び写しの交付を申請します。

　なお、国税関係書類の写しの取扱いに当たっては、裏面の規定を遵守します。

閲覧日

　地方税法の以下の規定に基づき、申告書等を閲覧します。

≪根拠条文≫

【所得税関係書類】

□　更正決定等決議書

□　青色申告決算書及び収支内訳書

【法人税関係書類】

□　法人税申告書（修正申告書を含む。）

□　法人税申告書の別表及び付表等

□　法人税決議書

□　附属明細書及び添付書類（　　　　　　　　　　　　 　　　）

【その他】

□　その他（　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　 　　　）

    （整理番号）

    （　　　    　　　）

担当者

□　身分証明書等 □　有 □　可

（□ 総括保護管理者の確認）

□　無 □　不可

起案： 担当者

□　国税関係書類の返却 □　可

□　全ての写しに「地方団体複写」等の表示

閲
覧
等
申
請

写し交付の可否

※申告書等の内容がデータにより提供されている場合は、当該提供済みのデータを使用します。
※各欄の括弧内には、閲覧対象書類を明確に記載してください。

≪閲覧者氏名≫

閲覧等の可否

※ 複数の納税者に係る申告書等の閲覧を行う場合は、閲覧対象者欄に「別紙のとおり」と記載
し、対象者の一覧を添付してください。

税務署整理欄

返
却
確
認

統括官

決裁：

閲覧者の本人確認

□  不可

閲覧等終了後の確認事項

閲覧対象者

閲覧目的

□　所得税の確定申告書及び付表（修正申告書を含む。）

□　附属明細書及び添付書類（　　　　　　　　　　　　 　　　）

第46条第５項、第72条の59第１項、第72条の94、第325条、第354条の２、第605条、第701条の55

≪氏名・法人名≫

≪納税地等≫

閲覧対象書類

- 110 -

地域振興局長

閲 覧 ・ 記 録
写 し の 交 付

□　その他
（　  　　　　)

特定個人情報の有無

申告書等 申請書（税務署用）

決裁：

※ 閲覧者欄には、閲覧を行う者全員の氏名を記載してください。

閲覧者

統括官起案：

≪地方団体名・所属部署≫

受付印
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 ～ 「申告書等閲覧・記録、写しの交付申請書」の記載要領 ～  

 

１ 「申告書等閲覧・記録、写しの交付申請書」（以下「申請書」という。）の申請者は地方団体の長（県税事務所など、

地方団体に属する各機関の長を含む。）とし、「閲覧者」欄には、地方団体職員（代表者）の所属、職名及び氏名を記

載する。 

 

２ 閲覧対象者が複数ある場合には、「別紙」を使用して、対象者全員の氏名又は法人名等を記載する。この場合、申請

書の「閲覧対象者」欄には「別紙のとおり」と記載する。 

 

３ 申請書の「閲覧目的」欄については、必ず根拠となる法令及び条文を明示した上、その目的を具体的に記載する。 

（例）・預貯金等及び売掛金の内訳書から財産状況を把握し、滞納整理の資料とする。 

   ・法人税申告書の別表、貸借対照表、固定資産の内訳書から資産状況を把握し、固定資産税に係る償却資産調査の

資料とする。 

 

 ～ 国税関係書類の閲覧、記録及び写しの交付要領 ～  

 

１ 閲覧、記録及び写しの交付申請 

（１）閲覧、記録及び写しの交付（以下「閲覧等」という。）申請に当たっては、事前に管轄税務署と日程調整等を行う。 

（２）実施時期、申請件数等の細目については、管轄税務署と十分協議を行う。 

（３）閲覧等の交付申請は、税務署窓口において申請書を直接提出することとし、郵送（書面照会）では行わない。 

 

２ 写しの作成 

（１）地方団体が写しを作成する場合には、原則として複写機を持参して行う。 

（２）デジタルカメラ、スキャナー等によるデータでの記録は行わない。 

（３）写しの作成は、会議室等の納税者の目に触れない場所で行う。 

（４）貸与を受けた国税関係書類（以下「原本」という。）は、税務署庁舎外に持ち出さない。また、原本の編てつ替え

は行わない。 

（５）作成した全ての写しに「地方団体複写」等の表示を確実に行う。 

（６）写しの作成終了時には、原本及び作成した全ての写し（書損を含む。）を税務署職員に提示する。 

 

３ 写しの管理 

（１）写しの管理責任者は、写しの交付申請を行う地方団体の長（地方団体に属する県税事務所等の長を含む。）とする。 

（２） 写しを搬送する場合には、ファイルに綴じる等散逸しないための措置を講じた上で、施錠できる搬送容器の使用

や複数の者で搬送する等の書類の紛失等を防止するための措置を講じる。 

（３）写しは、施錠可能な書庫等に格納して保管し、地方団体の庁舎外に持ち出さない。 

（４）写しの管理責任者は、「申告書等閲覧申請書（地方団体保管用）」及び提供を受けた申告書等の写し（申告書等の

内容を記録した場合は当該記録）を７年間保存する。 

（５）写しを申請書に記載した目的外に使用しない。また、納税者等の部外者に対して、写しの存在を明らかにしない。 

（６）写しの紛失及び盗難等の事態が発生した場合には、速やかに管轄税務署に連絡して対応を協議した上、納税者等

への説明を行う等、必要かつ適切な処置を講じる。 



（別記様式７ 別紙） 
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別 紙 

〔閲覧等を申請する国税関係書類〕 

１ 所得税の確定申告書及び付表（修正申告書を含む。） ５ 法人税申告書（修正申告書を含む。） 

２ 更正決定等決議書                 ６ 法人税申告書の別表及び付表等 

３ 青色申告決算書及び収支内訳書           ７ 法人税決議書 

４ 附属明細書及び添付書類（所得税関係）       ８ 附属明細書及び添付書類（法人税関係） 
 

№ 

(整 理 番 号) 
氏 名 ・ 法 人 名 年 分 

事業年度 
複 写 の 内 容 等 

納 税 地 

１ 

(      ) 
  

□複写あり □１  □２  □３  □４ 
      □５  □６  □７  □８  
□複写なし □その他（         ）  

２ 

(      ) 
  

□複写あり □１  □２  □３  □４ 
      □５  □６  □７  □８  
□複写なし □その他（         ）  

３ 

(      ) 
  

□複写あり □１  □２  □３  □４ 
      □５  □６  □７  □８  
□複写なし □その他（         ）  

４ 

(      ) 
  

□複写あり □１  □２  □３  □４ 
      □５  □６  □７  □８  
□複写なし □その他（         ） 

 

５ 

(      ) 
  

□複写あり □１  □２  □３  □４ 
      □５  □６  □７  □８  
□複写なし □その他（         ）  

６ 

(      ) 
  

□複写あり □１  □２  □３  □４ 
      □５  □６  □７  □８  
□複写なし □その他（         ）  

７ 

(      ) 
  

□複写あり □１  □２  □３  □４ 
      □５  □６  □７  □８  
□複写なし □その他（         ）  

８ 

(      ) 
  

□複写あり □１  □２  □３  □４ 
      □５  □６  □７  □８  
□複写なし □その他（         ）  

９ 

(      ) 
  

□複写あり □１  □２  □３  □４ 
      □５  □６  □７  □８  
□複写なし □その他（         ）  

10 

(      ) 
  

□複写あり □１  □２  □３  □４ 
      □５  □６  □７  □８  
□複写なし □その他（         ）  

11 

(      ) 
  

□複写あり □１  □２  □３  □４ 
      □５  □６  □７  □８  
□複写なし □その他（         ）  

12 

(      ) 
  

□複写あり □１  □２  □３  □４ 
      □５  □６  □７  □８  
□複写なし □その他（         ）  
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別記様式８（第 12、３） 

 

 

 

 

 

 

 

申 告 是 認 等 処 理 状 況 一 覧 

 

年  月 未処理件数  ① 当月処理件数 ② 繰越件数(①－②) 備 考 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

合  計     

 

注 １「未処理件数」欄は、月ごとに把握した法人税に係る更正・決定等の決議書（法人税事務整理表）、

若しくは他県からの課税標準額等通知書のうち是認・更正・決定処理が未了となった事業年度数を

記載すること。したがって、最も新しい年月には、未処理件数及び繰越件数のみが記載されるもの

であること。 
２「当月処理件数」欄は、前月以前の未処理件数のうち当月に是認・更正・決定処理を行った事業年

度数を記載すること。 
３「繰越件数」欄は、未処理件数が生じた年月ごとに繰越しとなった件数を記載すること。 
４「繰越件数」が０となった年月については、翌月以降は記載不要であること。 
５ 供覧の際には、未処理件数が生じた年月の別紙を添付して行うこと。 

 
 

 

部 長
 

副部長
 

課 長
 

 担 当
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別紙 
     年  月分の是認・更正・決定未処理内訳 

 

管理番号 法 人 名 事業年度 未処理となった理由等 処理年月日 

  自 

至 
県民税 
事業税 

 

 

  自 

至 
県民税 
事業税 

 

 

  自 

至 
県民税 
事業税 

 

 

  自 

至 
県民税 
事業税 

 

 

  自 

至 
県民税 
事業税 

 

 

  自 

至 
県民税 
事業税 

 

 

  自 

至 
県民税 
事業税 

 

 

  自 

至 
県民税 
事業税 

 

 

  自 

至 
県民税 
事業税 

 

 

  自 

至 
県民税 
事業税 

 

 

  自 

至 
県民税 
事業税 

 

 

  自 

至 
県民税 
事業税 

 

 

  自 

至 
県民税 
事業税 

 

 

  自 

至 
県民税 
事業税 

 

 

  自 

至 
県民税 
事業税 

 

 

  自 

至 
県民税 
事業税 

 

 

  自 

至 
県民税 
事業税 

 

 

  自 

至 
県民税 
事業税 

 

 

  自 

至 
県民税 
事業税 

 

 

  自 

至 
県民税 
事業税 

 

 

  自 

至 
県民税 
事業税 

 

 

注 １「未処理となった理由等」欄は、税目に○を付し、その理由等を簡潔に記載すること。 
  ２「処理年月日」欄には、是認・更正・決定等を行った日付を記載すること。 
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別記様式９（第 13、7、(1)） 

 

医療法人等に係る所得金額の計算書 

 

法人名  事業年度 
 自    ：    ： 

 至    ：    ： 

総 所 得 金 額  （第６号様式別表５再仮計⑰） ① 
円 

土 地 等 の 譲 渡 所 得 ②  

課 税 標 準 の 基 礎 と な る 所 得 金 額 （①－②） ③  

医療事業とその他の事業とを 

併せて行う場合の所得の区分 

医 療 事 業 の 所 得 金 額 ④  

そ の 他 の 事 業 の 所 得 金 額 ⑤  

社会保険分の 

所 得 の 計 算 

計算の基礎とする 

収入金額 

社会保険分の医療収入金額（（ア）の金額） ⑥  

医 療 事 業 の 総 収 入 金 額（（エ）の金額） ⑦  

社 会 保 険 分 の 所 得 金 額 （③×⑥／⑦又は④×⑥／⑦） ⑧  

課税所得金額 

の 計 算 

当 期 分 の 所 得 金 額 （①－⑧） ⑨  

繰 越 欠 損 金 又 は 災 害 損 失 金 の 当 期 控 除 額 ⑩  

課 税 標 準 と な る 所 得 金 額 （⑨－⑩） ⑪  

 

付表  計算の基礎とする収入金額の明細書 

 

 

 

社 

 

 

会 

 

 

保 

 

 

険 

 

 

診 

 

 

療 

 

 

収 

 

 

入 

 

 

金 

 

 

額 

 

健 康 保 険 法 円  

 

 

そ 

 

 

 

の 

 

 

 

他 

 

 

 

の 

 

 

 

収 

 

 

 

入 

 

 

 

金 

 

 

 

額 

 

労 働 者 災 害 補 償 保 険 法 円 

国 民 健 康 保 険 法  介 護 保 険 法  

高齢者の医療の確保に関する法律  自 由 診 療 収 入  

船 員 保 険 法  健 康 診 断 等 証 明 書 収 入  

国 家 公 務 員 共 済 組 合 法  入 院 料 ベ ッ ド 代 差 額 収 入  

防衛省の職員の給与等に関する法律  患 者 ・ 付 添 人 給 食 収 入  

地 方 公 務 員 等 共 済 組 合 法  利 子 等 及 び 配 当 等 収 入  

私 立 学 校 教 職 員 共 済 法  電 話 料 等 使 用 料 収 入  

戦 傷 病 者 特 別 援 護 法  不 用 品 売 却 収 入  

母 子 保 健 法    

児 童 福 祉 法    

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律   

生 活 保 護 法        計       （ｲ）  

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した

中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律 
 その他の事業 

の収入金額 

 

 

 

商 品 販 売 収 入  

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 物 品 等 貸 付 収 入  

 

麻 薬 及 び 向 精 神 薬 取 締 法    

感 染 症 の 予 防 及 び 感 染 症 の 患

者 に 対 す る 医 療 に 関 す る 法 律 
 計 （ｳ） 

心神喪失等の状態で重大な他害行為を行

った者の医療及び観察等に関する法律 
 医療事業の総収入金額（⑦欄へ）

( ｱ ) + ( ｲ ) + ( ｳ ) = ( ｴ ) 
 

 

介 護 保 険 法  あん分に算入 

しないその他 

の 収 入 金 額 

  

障 害 者 の 日 常 生 活 及 び 社 会 生 活 を

総 合 的 に 支 援 す る た め の 法 律 
 

 

  

難病の患者に対する医療等に関する法律     

  
 計  （ｵ） 

 
計 （⑥欄へ）  （ｱ） 

 
 総収入金額 (ｴ)+(ｵ)  

 

 そ の 他 の 事
業 の 収 入 金 額
を 医 療 事 業 の
所 得 に 含 め て
計 算 す る 場 合
のみ記入 



別記様式10(第14、２、(3))

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

10+11+12+13 14

15

16

15+16 17

14-17 18

8-18 19

20

21

22

21+22 23

24

25

26

27

28

29

30

19-23+24-25+26-27-28+29-30 31

32

共通部門の適用あん分率 ( ) 33

34

35

36

37

35+36+37 38

39

38+39 40

41

42

40-41-42 43

44

45

46

47

48

（注）１　この区分計算書は、地方税法第72条の12の規定によるガス供給業を行う法人で本県内に主たる事務所又は事業所を有するものが、確定申告書又

　　　　は修正申告書を提出する場合に、当該申告書に添付していただくものです。

  　　２　D部門の売上（Dの８）がB部門の売上（Bの８）又はC部門の売上（Cの８）の10％を超える場合又はB部門の売上（Bの８）又はC部門の売上（Cの８）がD部門

　　　３　共通部門のあん分(33)は、差益あん分率(20)によることを原則としますが、次の場合は利益あん分率(32)によってあん分してください。

又は

　　　　　ただし、利益(31)において他の一方が赤字となる場合は差益あん分率(20)によりあん分するが、売上総利益(19)において他の一方が赤字となる

　　　　場合は売上あん分率(9)によってあん分してください。

　　　４　付加価値額(35)から(37)については、別紙「区分計算書付表」によって算定した金額を記載してください。

　　　　　なお、単年度損益(39)については、所得金額(34)の金額を記載してください。

　　　５　資本金等の額(44)は、「資本金等の額」が「資本金の額及び資本準備金の額の合算額」を下回る場合には、「資本金の額及び資本備金等の額の

　　　　合算額」を記載してください。

　　　６　従業者数(45)は期末の実従業者数をそれぞれの部門ごとに記載してください。なお、区分困難な従業者等については共通部門に記載し、所得及

　　　　び付加価値額をあん分したあん分率によってガス供給部門及びその他部門にあん分してください。

      ７　あん分後の資本金等の額(48)は、あん分後の従業者数(47)により次によりあん分してください。

　　　　　（Dの48）＝（Aの44）×（Dの47）／（Aの47）、（Cの48）＝（Aの44）×（Cの47）／（Aの47）、（Bの48）＝（Aの44）×（Bの47）／（Aの47） ※一円未満の端数は切り捨ててください。

法 人 名

あ ん 分 後 の 資 本 金 等 の 額

あ ん 分 後 の 従 業 者 数

区分困難（共通）な従業員数のあん分率

（法人税申告書別表４）

法 人 税 の 所 得 計 算

雇 用 安 定 控 除 額

計

計

単 年 度 損 益 （ 繰 越 控 除 前 ）

差 益 あ ん 分 率

売 上 総 利 益 （ 差 益 ）

（ 損 失 ）

（ 損 失 ）法 人 税 等

特 別 費 用

営 業 外 費 用

営業費 一 般 管 理 費

供 給 販 売 費

計

営 業 外 収 益

特 別 収 益

ガス供給業にかかる収入区分計算書

0.3≦
（Aの 4）+（Aの 5）+（Aの24）+（Aの26）+（Aの29）

（Eの24）+（Eの26）+（Eの29）

0.

控除対象となる雇用者給与等支給増加額

≦
（Aの12）+（Aの23）+（Aの25）+（Aの27）+（Aの30）

0.3

付
加
価
値
額

従 業 者 数

資 本 金 等 の 額

利 益 あ ん 分 率

純 支 払 賃 借 料

加 算

減 算

資
本
金
等
の
額

利 益

　

そ
の
他
の
損
益

（ 損 失 ）

売　上
（収入）
金　額

売上原価

差 引 計

小 計

科　　　目　　　等

総売上
（収入）

金　額

事業年度

小 計

売 上 あ ん 分 率

ガ ス 売 上

計器具賃貸料、損料検査料等

当期製 品（ 原材 料） たな 卸高

当 期 製 品 自 家 使 用 高

差引計

売 上 値 引 、 戻 り 高

　　　：　　　：　　

　　　：　　　：　　

1.00000

共通部門 E

報 酬 給 与 額

所 得 金 額

副 産 物 売 上

そ の 他 売 上

計

当 期 製 品 （ 原 材 料 ） 仕 入 高

1+2+3+4+5

6-7

期首製 品（ 原材 料） たな 卸高

当 期 製 品 製 造 原 価

受 注 工 事 、 器 具 販 売 費 用

受 注 工 事 、 器 具 売 上

差 引 計

純 支 払 利 子

0.

  

B/（B+C+D）　0. D/（B+C+D）　0. C/（B+C+D）　0.

 

D/（B+C+D）　0. B/（B+C+D）　0. C/（B+C+D）　0.

△

0.

そ の 他 部 門 D総 額 A
法第72条の２第１項
第２号に該当する事
業 部 門 B

  　　　の売上（Dの８）の10％を超える場合には、区分計算をする必要があります。

（Eの23）+（Eの25）+（Eの27）+（Eの30）

法第72条の２第１項
第４号に該当する事
業 部 門 C

0.

0. 0.
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別記様式10付表
（区分計算書付表）

合　　　計

法第72条の
２第１項第
２号に該当
する事業部
門

法第72条の
２第１項第
４号に該当
する事業部
門

その他の部門 共　　　通 合　　　計

法第72条の
２第１項第
２号に該当
する事業部
門

法第72条の
２第１項第
４号に該当
する事業部
門

その他の部門

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

加　算

減　算

合　　　計

法第72条の
２第１項第
２号に該当
する事業部
門

法第72条の
２第１項第
４号に該当
する事業部
門

その他の部門 共　　　通 合　　　計

法第72条の
２第１項第
２号に該当
する事業部
門

法第72条の
２第１項第
４号に該当
する事業部
門

その他の部門

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

合　　　計

法第72条の
２第１項第
２号に該当
する事業部
門

法第72条の
２第１項第
４号に該当
する事業部
門

その他の部門 共　　　通 合　　　計

法第72条の
２第１項第
２号に該当
する事業部
門

法第72条の
２第１項第
４号に該当
する事業部
門

その他の部門

差益・利益・他

差益・利益・他

① ② ③ ④

　 ①、②、③、④欄の金額は、それぞれ区分計算書の　Aの35、Bの35、Cの35、Dの35　に転記してください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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報酬給与額に関する区分計算明細書

１　役員又は使用人に対する給与に関する明細

給与の額 あん分後の給与の額

事務所又は事業所名称 あん分率

加算又
は減算

あん分率

小　　　　計

退職金共済制度に基づく掛金

掛金等の区分

計

２　役員又は使用人のために支出する掛金等に関する明細

掛金等の額 あん分後の掛金等の額

厚生年金基金の事業主負担の掛金
及び徴収金         A-B

勤労者財産形成基金契約に基づく
信託金等

勤労者財産形成給付金契約に基づ
く信託金等

企業型規約年金に基づく事業主掛
金

確定給付企業年金に基づく掛金又
は保険料

適格年金返還額のうち確定給付企
業年金への事業主払込相当額

適格年金返還額のうち厚生年金基
金への事業主払込相当額

小　　　　計　  C

代行相当分　　　　B

適格退職年金契約に基づく掛金及
び保険料

事業主として負担する掛金
及び負担金　　　  A

適格年金返還額のうち企業型の過
去勤務債務等に充てる相当額

　　小　　　　計　Ｄ

適格年金返還額のうち企業型年金
の個人別管理資産への相当額

適格年金の要留保額移管の場合に
おける資産価額相当額

適格年金返還額のうち特定退職共
済への事業主払込相当額

適格年金返還額のうち他の適格年
金への事業主払込相当額

　　小　　　　計　Ｅ

E×0.75

派遣元

　　計（差引）　C-D

３　労働者派遣に係る金額に関する明細

派遣元に支払う額 あん分後の派遣元に支払う額

あん分率

合　　　　計



合　　　計

法第72条の
２第１項第
２号に該当
する事業部
門

法第72条の
２第１項第
４号に該当
する事業部
門

その他の部門 共　　　通 合　　　計

法第72条の
２第１項第
２号に該当
する事業部
門

法第72条の
２第１項第
４号に該当
する事業部
門

その他の部門

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

　　小　　　　計　Ａ

合　　　計

法第72条の
２第１項第
２号に該当
する事業部
門

法第72条の
２第１項第
４号に該当
する事業部
門

その他の部門 共　　　通 合　　　計

法第72条の
２第１項第
２号に該当
する事業部
門

法第72条の
２第１項第
４号に該当
する事業部
門

その他の部門

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

　　小　　　　計　Ｂ

⑤ ⑥ ⑦ ⑧

合　　　計

法第72条の
２第１項第
２号に該当
する事業部
門

法第72条の
２第１項第
４号に該当
する事業部
門

その他の部門 共　　　通 合　　　計

法第72条の
２第１項第
２号に該当
する事業部
門

法第72条の
２第１項第
４号に該当
する事業部
門

その他の部門

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

　　小　　　　計　Ａ

合　　　計

法第72条の
２第１項第
２号に該当
する事業部
門

法第72条の
２第１項第
４号に該当
する事業部
門

その他の部門 共　　　通 合　　　計

法第72条の
２第１項第
２号に該当
する事業部
門

法第72条の
２第１項第
４号に該当
する事業部
門

その他の部門

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

　　小　　　　計　Ｂ

⑨ ⑩ ⑪ ⑫
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純支払利子に関する区分計算明細書

１　支払利子に関する明細

支払利子の額 あん分後の支払利子の額

２　受取利子に関する明細

受取利子の額 あん分後の受取利子の額

３　純支払利子

差　引　計 　A-B

　 ⑤、⑥、⑦、⑧欄の金額は、それぞれ区分計算書の　Aの36、Bの36、Cの36、Dの36　に転記してください。

純支払賃借料に関する区分計算明細書

１　支払賃借料に関する明細

支払賃借料の額 あん分後の支払賃借料の額

２　受取賃借料に関する明細

受取賃借料の額 あん分後の受取賃借料の額

３　純支払賃借料

　 ⑨、⑩、⑪、⑫欄の金額は、それぞれ区分計算書の　Aの37、Bの37、Cの37、Dの37　に転記してください。

区　　　分 あん分率

区　　　分 あん分率

土地又は建物 あん分率

土地又は建物 あん分率

差　引　計 　A-B



別記様式10の２(第14の２、２、(1)、ウ)

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

10+11+12+13 14

15

16

15+16 17

14-17 18

8-18 19

20

21

22

21+22 23

24

25

26

27

28

29

30

19-23+24-25+26-27-28+29-30 31

32

共通部門の適用あん分率 ( ) 33

34

35

36

37

35+36+37 38

39

38+39 40

41

42

40-41-42 43

44

45

46

47

48

（注）１　この区分計算書は、地方税法第72条の24の2の規定による電気供給業を行う法人で本県内に主たる事務所又は事業所を有するものが、確定申告書又は

　　　　修正申告書を提出する場合に当該申告書に添付していただくものです。

  　　２　D部門の売上（Dの8）がB部門の売上（Bの8）又はC部門の売上（Cの8）の10%を超える場合又はB部門の売上（Bの8）又はC部門の売上（Cの8）がD部門

        の売上（Dの8）の10%を超える場合には、区分計算をする必要があります。

　　　３　共通部門のあん分(33)は、差益あん分率(20)によることを原則としますが、次の場合は利益あん分率(32)によってあん分してください。

又は

　　　　　ただし、利益(31)においていずれかの部門が赤字となる場合は差益あん分率(20)によりあん分するが、売上総利益(19)においていずれかの部門が赤

　　　　字となる場合は売上あん分率(9)によってあん分してください。

　　　４　付加価値額(35)から(37)については、別紙「区分計算書付表」によって算定した金額を記載してください。

　　　　　なお、単年度損益(39)については、所得金額(34)の金額を記載してください。

　　　５　資本金等の額(44)は、「資本金等の額」が「資本金の額及び資本準備金の額の合算額」を下回る場合には、「資本金の額及び資本備金等の額の合

　　　　算額」を記載してください。

　　　６　従業者数(45)は期末の実従業者数をそれぞれの部門ごとに記載してください。なお、区分困難な従業者等については共通部門に記載し、所得及び

　　　　付加価値額をあん分したあん分率によってあん分してください。

      ７　あん分後の資本金等の額(48)は、あん分後の従業者数(47)により次によりあん分してください。（一円未満の端数切り捨て）

　　　　　（Dの48）＝（Aの44）×（Dの47）／（Aの47）、（Cの48）＝（Aの44）×（Cの47）／（Aの47）、（Bの48）＝（Aの44）×（Bの47）／（Aの47）
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（Eの23）+（Eの25）+（Eの27）+（Eの30）
≦

そ の 他 売 上

計

当 期 製 品 （ 原 材 料 ） 仕 入 高

当期製品（原材料）たな卸高

1+2+3+4+5

6-7

期首製品（原材料）たな卸高

当 期 製 品 製 造 原 価

・　　・

△

共通部門  E

0. 

資
本
金
等
の
額

控除対象となる雇用者給与等支給増加額

・　　・

総　　額  A

副 産 物 売 上

D/B+C+D　　0.

受 注 工 事 、 機 器 販 売 費 用

当 期 製 品 自 家 使 用 高

売 上 値 引 、 戻 り 高

（ 損 失 ）

電気供給業にかかる収入区分計算書

売　上
（収入）
金　額

売上原価

科　　　目　　　等

総売上
（収入）

金　額

事業年度

小 計

売 上 あ ん 分 率

売 電 売 上

差引計

純 支 払 利 子

法 人 名

付
加
価
値
額

あ ん 分 後 の 資 本 金 等 の 額

あ ん 分 後 の 従 業 者 数

区分困難（共通）な従業員数のあん分率

従 業 者 数

資 本 金 等 の 額

利 益 あ ん 分 率

売 上 総 利 益 （ 差 益 ）

そ
の
他
の
損
益

（法人税申告書別表４）

法 人 税 の 所 得 計 算

雇 用 安 定 控 除 額

計

計

単 年 度 損 益 （ 繰 越 控 除 前 ）

純 支 払 賃 借 料

加 算

（ 損 失 ）

0.3≦

報 酬 給 与 額

所 得 金 額

差 益 あ ん 分 率

利 益

　

減 算

差 引 計

（ 損 失 ）

法 人 税 等

特 別 費 用

営 業 外 費 用

小 計

差 引 計

（Aの 4）+（Aの 5）+（Aの24）+（Aの26）+（Aの29）

（Eの24）+（Eの26）+（Eの29）

営業費 一 般 管 理 費

供 給 販 売 費

計

営 業 外 収 益

特 別 収 益

受 注 工 事 、 機 器 売 上

諸機器貸付料、供給雑益等

0.3
（Aの12）+（Aの23）+（Aの25）+（Aの27）+（Aの30）

法第72条の２第１項第
２号に該当する事業部

門
(C以外)   B

法第72条の２第１項第３
号に該当する事業部門
　　　　　C

その他部門  D

1.00000 0. 0. 0.

B/B+C+D  　0.

B/B+C+D  　0.

0.

C/B+C+D　　0.

0.

C/B+C+D　　0.

D/B+C+D　　0.



別記様式10の２付表
（区分計算書付表）

合　　　計

法第72条の
２第１項第
２号に該当
する事業部
門

法第72条の
２第１項第
３号に該当
する事業部
門

その他の部門 共　　　通 合　　　計

法第72条の
２第１項第
２号に該当
する事業部
門

法第72条の
２第１項第
３号に該当
する事業部
門

その他の部門

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

加　算

減　算

合　　　計

法第72条の
２第１項第
２号に該当
する事業部
門

法第72条の
２第１項第
３号に該当
する事業部
門

その他の部門 共　　　通 合　　　計

法第72条の
２第１項第
２号に該当
する事業部
門

法第72条の
２第１項第
３号に該当
する事業部
門

その他の部門

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

合　　　計

法第72条の
２第１項第
２号に該当
する事業部
門

法第72条の
２第１項第
３号に該当
する事業部
門

その他の部門 共　　　通 合　　　計

法第72条の
２第１項第
２号に該当
する事業部
門

法第72条の
２第１項第
３号に該当
する事業部
門

その他の部門

差益・利益・他

差益・利益・他

① ② ③ ④

　 ①、②、③、④欄の金額は、それぞれ区分計算書の　Aの35、Bの35、Cの35、Dの35　に転記してください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

報酬給与額に関する区分計算明細書

１　役員又は使用人に対する給与に関する明細

給与の額 あん分後の給与の額

事務所又は事業所名称 あん分率

加算又
は減算

あん分率

小　　　　計

退職金共済制度に基づく掛金

掛金等の区分

計

２　役員又は使用人のために支出する掛金等に関する明細

掛金等の額 あん分後の掛金等の額

厚生年金基金の事業主負担の掛金
及び徴収金         A-B

勤労者財産形成基金契約に基づく
信託金等

勤労者財産形成給付金契約に基づ
く信託金等

企業型規約年金に基づく事業主掛
金

確定給付企業年金に基づく掛金又
は保険料

適格年金返還額のうち確定給付企
業年金への事業主払込相当額

適格年金返還額のうち厚生年金基
金への事業主払込相当額

小　　　　計　  C

代行相当分　　　　B

適格退職年金契約に基づく掛金及
び保険料

事業主として負担する掛金
及び負担金　　　  A

適格年金返還額のうち企業型の過
去勤務債務等に充てる相当額

　　小　　　　計　Ｄ

適格年金返還額のうち企業型年金
の個人別管理資産への相当額

適格年金の要留保額移管の場合に
おける資産価額相当額

適格年金返還額のうち特定退職共
済への事業主払込相当額

適格年金返還額のうち他の適格年
金への事業主払込相当額

　　小　　　　計　Ｅ

E×0.75

派遣元

　　計（差引）　C-D

３　労働者派遣に係る金額に関する明細

派遣元に支払う額 あん分後の派遣元に支払う額

あん分率

合　　　　計
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合　　　計

法第72条の
２第１項第
２号に該当
する事業部
門

法第72条の
２第１項第
３号に該当
する事業部
門

その他の部門 共　　　通 合　　　計

法第72条の
２第１項第
２号に該当
する事業部
門

法第72条の
２第１項第
３号に該当
する事業部
門

その他の部門

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

　　小　　　　計　Ａ

合　　　計

法第72条の
２第１項第
２号に該当
する事業部
門

法第72条の
２第１項第
３号に該当
する事業部
門

その他の部門 共　　　通 合　　　計

法第72条の
２第１項第
２号に該当
する事業部
門

法第72条の
２第１項第
３号に該当
する事業部
門

その他の部門

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

　　小　　　　計　Ｂ

⑤ ⑥ ⑦ ⑧

合　　　計

法第72条の
２第１項第
２号に該当
する事業部
門

法第72条の
２第１項第
３号に該当
する事業部
門

その他の部門 共　　　通 合　　　計

法第72条の
２第１項第
２号に該当
する事業部
門

法第72条の
２第１項第
３号に該当
する事業部
門

その他の部門

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

　　小　　　　計　Ａ

合　　　計

法第72条の
２第１項第
２号に該当
する事業部
門

法第72条の
２第１項第
３号に該当
する事業部
門

その他の部門 共　　　通 合　　　計

法第72条の
２第１項第
２号に該当
する事業部
門

法第72条の
２第１項第
３号に該当
する事業部
門

その他の部門

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

差益・利益・他

　　小　　　　計　Ｂ

⑨ ⑩ ⑪ ⑫

純支払利子に関する区分計算明細書

１　支払利子に関する明細

支払利子の額 あん分後の支払利子の額

２　受取利子に関する明細

受取利子の額 あん分後の受取利子の額

３　純支払利子

差　引　計 　A-B

　 ⑤、⑥、⑦、⑧欄の金額は、それぞれ区分計算書の　Aの36、Bの36、Cの36、Dの36　に転記してください。

純支払賃借料に関する区分計算明細書

１　支払賃借料に関する明細

支払賃借料の額 あん分後の支払賃借料の額

２　受取賃借料に関する明細

受取賃借料の額 あん分後の受取賃借料の額

３　純支払賃借料

　 ⑨、⑩、⑪、⑫欄の金額は、それぞれ区分計算書の　Aの37、Bの37、Cの37、Dの37　に転記してください。

区　　　分 あん分率

区　　　分 あん分率

土地又は建物 あん分率

土地又は建物 あん分率

差　引　計 　A-B
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別記様式11(第14の３、５、(1)、ア）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

27+32+37+38-39-40 41

42

43

44

45
（注）１　この計算書は、林業以外の事業（例：なめこ・椎茸等の栽培、漆採取等の林産業や加工販売）と林業を併せ行っている場合に提出していただくものです。

　　　２　(7)・(10)・(13)・(18)・(21)・(23)・(25)・(28)・(33)のあん分基準は、差益あん分率によるものであるが、森林経営が伐採の段階に至らず、分収林分収入金、

　　　　公団造林収入等で植林、撫育をもっぱら行っている場合は、費用あん分率によってあん分してください。

　　　３　共通の収益・費用は妥当と認められる基準がない場合は、収入・費用又は差益によるあん分率によって区分しますが、妥当と認められる基準がある場合は、その

　　　　基準により区分し、専属の収益・費用としてください。なお、その基準と計算については別紙（任意様式）に記載の上、本計算書に添付してください。

　　　４　法人税の所得計算による加算・減算で、区分が困難な場合は、加算については収入あん分率を、減算については差益あん分率又は費用あん分率により区分してく

　　　　ださい。

　　　５　付加価値額の報酬給与額、純支払利子及び純支払賃借料の各欄の記載にあたっては、

　　　　(1) 報酬給与額のうち「役員又は使用人に対する給与」は、事務所又は事業所ごとに区分し、共通の報酬給与額は差益あん分率（上記の２の場合にあっては費用あ

　　　　　ん分率）によってあん分してください。

　　　　(2) 報酬給与額のうち、「役員又は使用人のために支出する掛金等」は、掛金等の種類ごとに区分し、共通の掛金等は差益あん分率（上記２の場合にあっては費用

　　　　　あん分率）によってあん分してください。

　　　　(3) 報酬給与額のうち「労働者派遣に係る金額」は、派遣元（又は派遣先）ごとに区分し、共通の金額は差益あん分率（上記２の場合にあっては費用あん分率）に

　　　　　よってあん分してください。

　　　　(4) 純支払利子及び純支払賃借料については、それぞれ利子の種類ごと及び土地又は建物ごとに区分し、共通の受取利子及び受取賃借料は収入あん分率によってあ

　　　　　ん分し、共通の支払利子及び支払賃借料は差益あん分率（上記２の場合にあっては費用あん分率）によってあん分してください。

　　　　　したがって、この区分書の付加価値額の各欄は、(1)から(4)によって区分された後の合計額が記載されるものです。

　　　６　資本金等の額(45)は、「資本金等の額」が「資本金の額及び資本準備金の額の合算額」を下回る場合には、「資本金の額及び資本準備金の額の合算額」を記載し

　　　　てください。

R R×x/(x+y) R×y/(x+y)

単　年　度　損　益　（(20)の金額を記載）

付　加　価　値　額　計

従　業　者　数

専　　　属

共　　　通

計

Q Q×a又はa' Q×b又はb'

x y

P P×A P×B

O O×a又はa' O×b又はb'

K K×a又はa' K×b又はb'

J J×a又はa' J×b又はb'

L L×a又はa'

受取賃借料

専　　　属

共　　　通

計

差引計　　　34-36

N N×A N×B

報
酬
給
与
額

役員又は使用人に
対する給与

役員又は使用人の
ために支出する

掛金等

労働者派遣に係る
金額

計　　　22+24+26

専　　　属

共　　　通

計

専　　　属

共　　　通

計

専　　　属

共　　　通

計

I I×a又はa' I×b又はb'

G G×a又はa' G×b又はb'

F F×A F×B

D D×A D×B

a        0. b       0.

C C×a又はa' C×b又はb'

1.00000

A　　　　0. B       0.

a'       0. b'      0.1.00000

事
業
外
損
益

事
業
総
損
益

専　　　属

共　　　通

計

専　　　属

共　　　通

計

専　　　属

共　　　通

計

事業外収益

事業外費用
（損失）

事

業

管

理

費

事　業　収　入　金　額

≪　収　入　あ　ん　分　率≫

事　業　費　用　金　額

≪　費　用　あ　ん　分　率　≫

差　益　額（　事　業　総　利　益）　1-3

≪　差　益　あ　ん　分　率　≫

一般管理費

当　期　純　利　益　  5-8+9-11+12-14

税務加算

税務減算

法
人
税
の
所
得
計
算

特
別
損
益

専　　　属

共　　　通

計

専　　　属

共　　　通

計

専　　　属

共　　　通

計

専　　　属

共　　　通

計

法 人 名

資　本　金　等　の　額

雇　用　安　定　控　除　額

付
加
価
値
額

純
支
払
利
子

純
支
払
賃
借
料

支払利子

受取利子

専　　　属

共　　　通

計

専　　　属

共　　　通

計

差引計　　　29-31

支払賃借料

専　　　属

共　　　通

計

所　得　金　額　　　　　　　15+17-19

林業に係る所得金額の計算書

科　　　目　　　等

特別収益

特別費用
（損失）

資本
金等
の額

控除対象となる雇用者給与等支給増加額

L×b又はb'

M M×a又はa' M×b又はb'

H H×A H×B

非課税（林業）　　ｲ 課税（その他）　　ｳ

1.00000

E E×a又はa' E×b又はb'

事業
年度等

総　　　額　　 ｱ

　　・　　・　　
　　・　　・　　
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別記様式12(第14の３、５、(3)、ア)

1

2

1-2 3

4

5

6

7

8

5+6-7-8 9

3-9 10

11

12

13

14

15

16

10-12+13-14+15-16 17

18

19

17+18-19 20

（注）１　この計算書は、農事組合法人で農地法に掲げる農業生産法人の要件を全て満たしている農業以外の事業（例、農業生

　　　　産物の二次加工及び販売、遊休農業機械のリース等）とを併せ行っている場合に地方税法第72条の34の規定により提出

　　　　していただくものです。

　　　２　共通の収益・費用は妥当と認められる基準がない場合は、収入・費用又は差益によるあん分率によって区分しますが、

　　　　妥当と認められる基準がある場合は、その基準により区分し、専属の収益・費用としてください。なお、その基準と計

　　　　算については別紙（任意様式）に記載の上、本計算書に添付してください。

I I×a(A) I×b(B)

G G×a G×b

F F×A F×B

D D×A D×B

E E×a E×b

共　　　通

計

専　　　属

共　　　通

計

事業外収益

事業外費用
（損失）

事
業
管
理
費

一般管理費

科　　　目　　　等

特別収益

特別費用
（損失）

税務加算

税務減算

法
人
税
の
所
得
計
算

特
別
損
益

専　　　属

共　　　通

計

専　　　属

共　　　通

計

専　　　属

共　　　通

計

専　　　属

共　　　通

計

事
業
外
損
益

専　　　属

共　　　通

計

専　　　属

A       0. B      0.1.00000

H H×A(a) H×B(b)

C C×a C×b

所 得 金 額

当 期 純 利 益

1.00000 a      0. b      0.

期 末 原 材 料 棚 卸 高

仕 入 値 引 ・ 戻 し 高

≪　　差　　益　　あ　　ん　　分　　率　　≫

事
業
費
用
金
額

法人名農業に係る所得金額の計算書
事業

年度等

　　・　　・　　

　　・　　・　　

事

業

総

損

益

差 引 計

差 引 計

差 益 額 （ 事 業 総 利 益 ）

売 上 値 引 ・ 戻 り 高

総 収 入 金 額

期 中 原 材 料 仕 入 高

期 首 原 材 料 棚 卸 高

非課税（農業）　　ｲ 課税（その他）　　ｳ

≪　収　入　あ　ん　分　率　≫

事
業
収
入
額

総　　　額　　 ｱ
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別記様式 13（第 14 の７、５）  

第     号  

                                  年  月  日  

              様 

新 潟 県 知 事           

                                     地域振興局長            

 

課 税 免 除 決 定 通 知 書 

 

     年 月 日付けで申請の  
県民税の均等割

不動産取得税  の課税免除について、下記のとおり課税を 

免除する 

免除しないことと決定したので、新潟県特定非営利活動法人を支援するための県税の特例に関す

る条例施行規則第５条の規定により、通知します。 

 

                   記 

課 税 を 免 除 す る 額 円 

課税を免除しない理由 

 

 

 

救        済 

 

 

１ 審査請求について  
  この処分について、不服がある場合は、この処分のあったことを知った

日の翌日から起算して３か月以内（以下「不服申立期間」といいます。）

に、知事に対して審査請求をすることができます。（審査請求書（正副２

通）は、当地域振興局を経由して提出することもできます。）  
  ただし、不服申立期間が経過する前に、この処分があった日の翌日から

起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることができなくなりま

す。  
  なお、正当な理由があるときは、不服申立期間やこの処分があった日の

翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることが認

められる場合があります。  
２ 処分の取消しの訴えについて  
  処分の取消しの訴えについては、上記１の審査請求に対する裁決を経

た後でなければ提起することができません。この処分の取消しの訴えは、

この裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内（以下

「出訴期間」といいます。）に、新潟県を被告として（訴訟において新潟

県を代表する者は知事となります。）、提起することができます。  
  なお、次のいずれかに該当する場合は、この裁決を経ずに訴訟を提起す

ることができます。  
 (1) 審査請求があった日の翌日から起算して３か月を経過しても裁決が

ないとき。  
 (2) 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるた

め緊急の必要があるとき。  
 (3) その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。  
  ただし、出訴期間が経過する前に、審査請求に対する裁決のあった日の

翌日から起算して１年を経過した場合は、処分の取消しの訴えを提起す

ることができなくなります。  
  なお、正当な理由があるときは、出訴期間や審査請求に対する裁決があ

った日の翌日から起算して１年を経過した後であっても処分の取消しの

訴えを提起することが認められる場合があります。  

 

備        考 

 

 

 

 

 

□印  
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（第14の７、６）別記様式13の２

年 月 日

税 務 課 長 様

地域振興局県税部長

特定非営利活動法人に係る均等割額の課税免除について（報告）

年度の課税免除の実績について、下記のとおり報告します。

記

年度分

区 分 法人数 課税免除額（円）

収益事業を行わないＮＰＯ法人 継 続 分 ①

新規承認分 ②

計①＋② ③

収益事業を行うＮＰＯ法人 ④

合 計 ③＋④

※ 前年度中に課税免除を承認した法人がその年度中に課税免除の要件を満たさなくなったことによ

り申告納付等を行った場合の当該法人についての記載に当たっては、課税免除した法人に含めない

で記載すること。
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別記様式 14 の１（第 15 の２、４、(2)、ア）  

 

（ 税 務 課 経 由 ） 

                                                                      第    号 

                                                                     年 月 日 

 

 

 産 業 立 地 課 長  様 

 

 

                                                            地域振興局県税部長 

 

 

過疎条例等の規定による課税免除等に伴う地区及び業種等について（照会） 

 

                    下記法人                           不動産取得税○○○○適用申請書 

 このことについて、    より   年 月 日付けで法 人 事 業 税○○○○適用申告書の提出 

          下記の者              個 人 事 業 税○○○○適用申請書 

がありました。 

 ついては、◯◯条例に基づく地区及び業種の該否並びに課税免除（不均一課税）基準の適否について

回答願います。 

 

記 

 

１ 法人の所在地及び名称 

 

 

２ 工場等の名称（新設・増設） 

 

 

３ 工場等の設置予定地 

 

 

４ 工場等の業種及び内容  

 

 

５ 添付書類 

(1) 事業計画書 

(2) 新（増）設工場等の位置図及び配置図 

(3) 法人の定款及び登記事項証明書 
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別記様式 14 の１の２（第 15 の５、３）  

 

（ 税 務 課 経 由 ） 

                                                                       第   号 

                                                                     年 月 日 

 

 

 産 業 立 地 課 長  様 

 

 

                                                            地域振興局県税部長 

 

 

産業立地条例の規定による課税免除等に伴う地区及び業種等について（照会） 

 

                   下記法人                           不 動 産 取 得 税 課 税 免 除 申 請 書 
 このことについて、   より   年 月 日付けで法人県民税及び事業税不均一課税申告書 
          下記の者             個 人 事 業 税 不 均 一 課 税 申 請 書 

の提出がありました。 

 ついては、産業立地条例に基づく地区及び業種の該否及び課税免除（不均一課税）基準の適否並びに

雇用者の要件の適否について回答願います。 

 

記 

 

１ 法人の所在地及び名称（個人にあっては住所及び氏名） 

 

 

２ 工場等の名称（新設・増設） 

 

 

３ 工場等の設置予定地 

 

 

４ 工場等の業種及び内容  

 

 

５ 添付書類 

(1) 事業計画書 

(2) 新（増）設工場等の位置図及び配置図 

(3) 法人の定款及び登記事項証明書 

(4) 雇用者に関する書類 
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別記様式 14 の１の３（第 15 の６、５、(2)）  

 

（ 税 務 課 経 由 ） 

                                                                      第    号 

                                                                     年 月 日 

 

 

 産 業 立 地 課 長  様 

 

 

                                                            地域振興局県税部長 

 

 

産業拠点強化条例の規定による不均一課税に伴う拡充型事業について（照会） 

 

 
                    下記の者                           個人事業税不均一課税申請書 

 このことについて、    より   年 月 日付けで             の提出が           

下記法人              法人事業税不均一課税申告書 
ありました。 

 ついては、産業拠点強化条例第２条第１号に規定する拡充型事業のうち県外から移転して整備するも

のに係るものの該否について回答願います。 

 

記 

 

 法人の所在地及び名称（個人にあっては、住所及び氏名） 



 

- 118～4～4 -

別記様式 14 の１の４（第 15 の７、５、(2)、ア）  

 

（ 税 務 課 経 由 ） 

                                                                       第   号 

                                                                     年 月 日 

 

 

 産 業 立 地 課 長  様 

 

 

                                                            地域振興局県税部長 

 

 

牽引条例の規定による課税免除等に伴う課税免除基準等について（照会） 

 

                    下記法人                           不 動 産 取 得 税 課 税 免 除 申 請 書 

 このことについて、    より   年 月 日付けで法人県民税及び事業税不均一課税申告書 

          下記の者              個 人 事 業 税 不 均 一 課 税 申 請 書 

の提出がありました。 

 ついては、牽引条例に基づく課税免除（不均一課税）基準の適否について回答願います。 

 

記 

 

１ 法人の所在地及び名称（個人にあっては住所及び氏名） 

 

 

２ 承認地域経済牽引事業の名称 

 

 

３ 承認地域経済牽引事業の用に供する施設又は設備の名称（新設・増設・既存） 

 

 

４ 承認地域経済牽引事業の用に供する施設又は設備の設置（予定）地 

 

 

５ 添付書類 

(1) 承認地域経済牽引事業計画が主務大臣の確認を受けたことを証する書類 

(2) 施設の位置図及び平面図並びに設備の配置図 

(3) 不動産取得税課税免除申請書の写し 

  



例１

→修正申告提出期限までに不均一課税申告書を提出してください。

例２

→更正の通知があった日から１ヶ月以内に不均一課税申告書を提出してください。

別記様式14の１の５（第15の７、５、(2)、イ）

不均一課税要件確認シート

算定対象月数
算定対象所得金額又は収入金額

（新潟県において課する事業税の課
税標準額となるものをいう。）

　新潟県地域経済牽引事業の促進のための奨励措置に関する条例第２条及び第３条の規
定により、法人県民税及び事業税の不均一課税の措置を受けることができる可能性があ
ります。
　  .  .   ～  .  .  （A）における所得金額又は収入金額（新潟県において課する事
業税の課税標準額となるものをいう。以下、同じ。）が 　        ,000円（裏面算式
により計算した額）以上である場合、不均一課税申告書を地方税法施行規則（昭和29年
総理府令第23号）第６号様式による申告書とあわせて提出願います。
　
　なお、今回不均一課税の対象とならない場合であっても、不均一課税対象事業年度及
び算定対象の各事業年度における所得金額又は収入金額が、その後の修正申告又は更正
の請求等により、以下の例のように増減する場合には、不均一課税の対象となる可能性
がありますので、ご留意願います。

,000円

,000円

,000円

不均一課税対象となる
可能性がある事業年度

.   .   ～　 .   . ヶ月

ヶ月

,000円

算定対象事業年度
（過去５年間）

,000円

,000円

ヶ月

ヶ月

ヶ月

ヶ月

.   .   ～　 .   .

.   .   ～　 .   .

.   .   ～　 .   .

.   .   ～　 .   .

合　　計

（表）

事業を行った月数

ヶ月

不均一課税対象となるための
課税標準額

,000円以上

不均一課税対象事業年度の所得金額が増加したため、今回対象外であったが、その
後に不均一課税対象となる場合

比較対象となる過去５年間における所得金額が減少したため、今回対象外であった
が、その後に不均一課税対象となる場合

　.  .   ～   .  .   (A)
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（裏）

不均一の課税の措置を受けようとする事業年度に係る所得金額又は収入金額
が、次の算式によって計算した額以上であること。

チェック

Ａ／Ｂ×Ｃ×1.05
算式の符号
　Ａ　承認地域経済牽引事業計画に定められた施設又は設備を構成する法人税
　　法第２条第23号に規定する減価償却資産を事業の用に供した日の属する事
　　業年度開始の日前５年以内に終了した各事業年度（以下「算定対象の各事
　　業年度」という。）に係る所得金額（当該金額が零に満たない場合には、
　　零）又は収入金額の合計（　　　,000円）
　Ｂ　算定対象の各事業年度において事業を行った月数の合計（　　月）
　Ｃ　不均一の課税の措置を受けようとする事業年度において事業（承認地域
　　経済牽引事業を含むすべての事業）を行った月数（　　月）

不均一の課税の措置を受けようとする事業年度に係る所得金額又は収入金額
が、次の算式によって計算した額以上であること。（不均一の課税の措置を受
けようとする法人の算定対象の各事業年度のうち最も古い事業年度の開始の日
が、減価償却資産を事業の用に供した日の属する事業年度開始の日の５年前の
日前である場合）

（Ａ－（Ｄ／Ｅ×Ｆ））／（Ｂ－Ｆ）×Ｃ×1.05
算式の符号
　Ａ　算定対象の各事業年度に係る所得金額又は収入金額の合計額
　　　（　　　,000円）
　Ｂ　算定対象の各事業年度において事業を行った月数の合計（　　月）
　Ｃ　不均一課税を受けようとする事業年度において事業（地域経済牽引事業
　　を含むすべての事業）を行った月数（　　月）
　Ｄ　算定対象の各事業年度のうち最も古い事業年度に係る所得金額又は収入
　　金額（　　　,000円）
　Ｅ　算定対象の各事業年度のうち最も古い事業年度において事業を行った月
　　数（　　月）
　Ｆ　算定対象の各事業年度のうち最も古い事業年度の開始の日から減価償却
　　資産を事業の用に供した日の属する事業年度開始の日の５年前の日の前日
　　までの月数（　　.  .  ～　　.  .　までの月数、　　月）
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別記様式14の２（第15の２、４、(2)、ウ）

（ ㎡ ） （　取得価格 ）

（ ）

（ ㎡ ）

（ ㎡ ） （　取得価格 ）

（ ） （　完了日 ）

１
(1)

(2)

２

３

(1)
(2)

(3)

(4) 　法第72条の25、第72条の26及び第72条の28に規定される申告納付期限までに、法人
事業税の確定申告書の提出があるか。

　過疎条例は租税特別措置法第12条第4項の表の第1号の第3欄又は第45条第3項の表
の第1号の第3欄の規定の適用を受ける設備の取得価額が500万（製造業、旅館業を行う
法人で資本金が5千万円超1億円以下の場合は1,000万円、1億円超の場合は2,000万
円）以上であるか。
　離島条例は租税特別措置法第12条第4項の表の第3号の第3欄又は第45条第3項の表
の第3号の第3欄の規定の適用を受ける設備の取得価額が500万（製造業、旅館業を行う
法人で資本金が5千万円超1億円以下の場合は1,000万円、1億円超の場合は2,000万
円）以上であるか。

課税免除基準の判定（※産業立地課に対する照会結果）

課
 

税
 

免
 

除
 

要
 

件
 

の
 

判
 

定

適 否
地区及び業種の判定　（※産業立地課に対する照会の有無　（ 有 ・ 無 ））

　過疎地域内で市町村が定める「産業振興促進区域」内・離島振興対策実施区域内　に
おいて新設又は増設（過疎条例の場合は取得等）された工場・設備等であるか。

取得価額要件等の判定

　所得税法又は法人税法における青色申告書を提出する個人又は法人であるか。

（過疎条例の場合）
　製造の事業、農林水産物等販売業、旅館業又は情報サービス業の用に供する設備で
あるか。
（離島条例の場合）
　製造の事業、旅館業、情報サービス業その他離島振興法第20条に規定する総務省令
で定める事業の用に供する設備であるか。

上記により課税免除要件に　適合する　・　適合しない　と判定する。

（過疎条例、離島条例の場合）
①　対象設備が租税特別措置法第12条第4項又は第45条第3項の規定の適用を受ける
  設備等であるか。
②　対象設備が対象事業の用に供されているか。

奨 励 措 置 の
適 用 期 間

投

下

固

定

資

産

に

係

る

条

例

適

用

対

象

額

区　　　　分 取　得　価　額

建物及び附属設備

その他

工具、器具及び備品

車両及び運搬具

構築物

機械及び装置

課税免除の要件適合判定書
番
号

主 た る 事 務 所
所 在 地 又 は 住 所

奨励措置 課税免除 新設 ・増設

の名称
（TEL　　　　　　　　　　　　　　　　）　　
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千円

取得日

業 種

工 場 等 の
所　在　地

工場等の名称

千円

 
課
 

税
 

免
 

除
 

申
 

請

（
申
 

告

）
者
 

の
 

概
 

要

課税番号 対象地域 　過疎・離島

計

土 地 の 取 得
面　積

そのうち対象 面　積

建 物 の 取 得

事 業 開 始 日

法人
個人

事業年度

資　本　金

着手日

面　積



 



別記様式14の２の２（第15の５、３）

（ ㎡ ） （ ）

（ ）

（ ）

（ ㎡ ） （ ）

（ ） （ ）

１

(1)

(2)

２

３

(1)

(2)

(3)

(4)

計

不均一課税及び課税免除の要件適合判定書
番
号

不
 

均
 

一
 

課
 

税
 

及
 

び
 

課
 

税
 

免
 

除
 

申
 

請

（
申
 

告

）
者
 

の
 

概
 

要

課税番号 対象地域
産業立地
促進地域

奨励措置
不均一課税（事業税） 新設

増設
・

当
該
事
業
用
家
屋
分

新規採用 A

B県外事務所等からの配置転換

課税免除（不動産取得税）

主たる事務所
所在地又は住所

法人
個人

の名称
（TEL　　　　　　　　　　　　　　　　）　　

土地の取得
面　積 取得価格 千円

取得日

業 種

産業立地条例施行規則第３条に定める基準に適合しているか（産業立地課に対する照会結
果）。

資 本 金

事業用家屋の
名称・所在地

取得価格 千円

着手日 完了日

そのうち対象 面　積

建物の取得
面　積

(A＋B＋Ｄ)

C

事業開始日

雇

用

状

況

区　　分 人　　員

事 業 年 度

奨 励 措 置 の
適 用 期 間

投
下
固
定
資
産
に
係
る

条
例
適
用
対
象
額

区　　　　分

建物及び附属設備

構築物

取得価額

増加雇用者数

県内事務所等からの配置転換

Cのうち、配置転換元
の事務所等において、
新規採用又は県外の
他の事務所等からの配
置転換等を伴う者

Ｄ

上記により不均一課税及び課税免除要件に　適合する　・　適合しない　と判定する。

　事業用家屋を事業の用に供したことに伴う増加常用雇用者数が３人以上であるか。（10
人以上増加する場合は特例適用）

　所得税法施行令第６条第１号及び第２号又は法人税法施行令第13条第１号及び第２
号に規定される減価償却資産の取得価額が１億円を超えているか。

不
均
一
課
税
及
び
課
税
免
除
要
件
の
判
定

適 否

地区及び業種の判定　（※産業立地課に対する照会の有無　（ 有 ・ 無 ））

　産業立地促進地域内において新設又は増設された事業用家屋であるか。

取得価額要件等の判定

　事業用家屋が事業の用に供されているか。

　農業（植物工場に限る。）、漁業（水産動植物の養殖業）、製造業、情報通信業（情報
サービス業、インターネット附随サービス業、映像・音声・文字情報制作業、データセン
ターに限る。）、運輸業（道路貨物運送業、倉庫業、こん包業に限る。）、卸売業、情報通
信技術利用業の用に供する事業用家屋であるか。

　法第72条の25、第72条の26及び第72条の28に規定される申告納付期限までに、法人
事業税の確定申告書の提出があるか。

基準の判定
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別記様式14の２の３（第15の６、５、(3））

不均一課税（法人県民税・事業税、不動産取得税）

課税免除（事業税、不動産取得税）

（ ㎡ ） （　取得価格 ）

（ ）

（ ㎡ ）

（ ㎡ ） （　取得価格 ）

（ ） （　完了日 ）

１

２

３

４

５
(1)

(2)

(3)

　　　上記により 要件に　適合する・適合しない　と判定する。

否

　計画の認定の判定

　事業税の不均一課税要件の判定

　法第72条の25、第72条の26及び第72条の28に規定される申告納付期限までに、法人
事業税の確定申告書の提出があるか。

　事業税及び不動産取得税の課税免除要件の判定

　地域再生法第17条の２第３項に基づき、特定業務施設整備計画の認定を受けているか。

　法人県民税の不均一課税要件の判定
　認定を受けた特定業務施設整備計画により行う事業は、次のいずれかに当てはまるもので
あるか。
(1) 移転型事業
(2) 拡充型事業のうち県外から移転して整備するものに係るもの

　認定を受けた特定業務施設整備計画により行う事業は、移転型事業であるか。

　所得税法施行令第6条第1号から第7号又は法人税法施行令第13条第1号から第7号に
規定される減価償却資産の取得価額が3,800万円（租特法第10条第8項第6号に規定す
る中小事業者及び同法第42条の4第19項第7号に規定する中小企業者にあっては1,900
万円）以上であるか。

事業開始日

奨 励 措 置 の
適 用 期 間

投
下
固
定
資
産
に
係
る

条
例
適
用
対
象
額

区　　　　分

不

均

一

課

税

又

は

課

税

免

除

要

件

の

判

定

適

　認定を受けた特定業務施設整備計画により行う事業は、拡充型事業のうち県外から移転し
て整備するものに係るものであるか。

　取得価額要件等の判定

　特定業務施設整備計画の認定を受けた日から同日の翌日以後２年を経過する日まで
の間に、特別償却設備を新設又は増設しているか。

事 業 年 度

建物及び附属設備

計

工具、器具及び備品
車両及び運搬具
構築物
機械及び装置

不均一課税
課税免除

千円

着手日

そのうち対象 面　積

建物の取得 面　積

土地の取得

不均一課税又は課税免除の要件適合判定書
番
号

主たる事務所
所在地又は住所

法人
個人

の名称
（TEL　　　　　　　　　　　　　　　　）　　

面　積 千円

取得日

従 業 者 数

特定業務施
設の所在地

資　本　金
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不
 

均
 

一
 

課
 

税
 

又
 

は
 

課
 

税
 

免
 

除
 

申
 

請

（
申
 

告

）
者
 

の
 

概
 

要

課税番号 対象地域 産業拠点強化 奨励措置

新設・増設

その他

取得価額

特定業務施
設 の 名 称



別記様式14の２の４（第15の７、５、(2)、ウ）

（ ㎡ ） （ ）

（ ）

（ ）

（ ㎡ ） （ ）

（ ） （ ）

１

２

(1)

(2)

(3)

３

(1)

(2)

※

当該対象施設に含まれる部分の床面積（共用部分の床面積を除
当該家屋の床面積（共用部分の床面積を除く）

＞＝１／２

　法第72条の25、第72条の26及び第72条の28に規定される申告納付期限までに、法人
事業税の確定申告書の提出があるか。

不
 

均
 

一
 

課
 

税
 

及
 

び
 

課
 

税
 

免
 

除
 

申
 

請

（
申
 

告

）
者
 

の
 

概
 

要

適 否

不
均
一
課
税
及
び
課
税
免
除
要
件
の
判
定

事業開始日

事業年度

投
下
固
定
資
産
に
係
る

条
例
適
用
対
象
額

区　　　　分

建物及び附属設備

構築物

取得価額

資 本 金

当該対象施設に含まれる部分を構成する減価償却資産の取得価額の合計額

当該構築物を構成する減価償却資産の取得価額の合計額
＞＝１／２

（※別紙　別記様式14の１の５参照）

牽引規則第２条第１項に定める基準に適合しているか（産業立地課に対する照会結果）。

上記により
不均一課税
課税免除

要件に　適合する・適合しない　と判定する。

不均一課税及び課税免除共通要件の判定　

不均一課税要件の判定

課税免除要件の判定

　対象施設が承認地域経済牽引事業の用に供されているか。

②構築物の取得価額

　当該対象施設に係る家屋に当該対象施設に含まれない部分がある場合は、下記の要
件を満たすこと。

（※確認書の写しの添付の有無　（ 有 ・ 無 ））

（※地域経済牽引事業計画の承認の写しの添付の有無　（ 有 ・ 無 ））

　所得税法施行令第６条第１号及び第２号又は法人税法施行令第13条第１号及び第２号
に規定される減価償却資産及び当該家屋又は構築物の敷地である土地の取得価額の
合計額が、１億円（農林漁業及びその関連業種は５千万円）を超えているか。

　法人税法第２条第23号に規定する減価償却資産を取得しているか。

　牽引規則第２条第２項に規定するいずれかの要件を満たしているか。

①家屋の取得価額

取得価格 千円

着手日 完了日

そのうち対象 面　積

建物の取得
面　積

事業用家屋の
名称・所在地

不均一課税及び課税免除の要件適合判定書
番
号

課税番号 対象条例 牽引条例 奨励措置
不均一課税（法人県民税・事業税） 新設

増設
・

課税免除（不動産取得税）
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主たる事務所
所在地又は住所

法人
個人

の名称

計

（TEL　　　　　　　　　　　　　　　　）　　

土地の取得
面　積 取得価格 千円

取得日

地域経済牽引
事業の名称



別記様式 14 の３（第 15 の５、３） 

事業年度  法人名  

事業用家屋、設備及

び事務所等の区分  
従 業 者 の 区 分 

月 末 現 在 の 従 業 者 数   ア 期 末 現

在 の 従

業者数  

  イ 

事業税の課税標準の分割の基礎 
 

 月 

 末 

    

 月   

 末  

 

月 

 末      

       

 月      

末  

       

 月      

末  

        

 月      

末  

        

 月      

末  

        

 月      

末  

        

 月      

末  

 

月      

末 

        

 月      

末  

 

月      

末 

 

  計 

       
従業者数 

  ウ 

ウの算式 従業者数 

  エ 
 産 

 業 

 立 

 地 

 促 

 進 

 地 

 域 

 に 

 新 

 設 

 又 

 は 

 増 

 設 

 し 

 た 

 事 

 業 

 用 

 家 

 屋 

 

 

資本金１億円以上の法人の 

工場の従業者数 
１ 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記以外の従業者数 

 
２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資本金１億円以上の法人の

工場の従業者数           
３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記以外の従業者数   

 
４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 小   計 

 

資本金１億円以上の法人の 

工場の従業者数           
５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記以外の従業者数 

                         
６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

過疎条例等の課税免

除又は不均一課税の

適用を受ける設備 

直接従事する従業者の数 ７                  

事務職員等の数 ８   
               

新潟県内に有する事 

務所又は事業所の従 

業者で１から８まで 

に掲げる者以外の者 

資本金１億円以上の法人の                         

工場の従業者数            
９   

         

 

   

 

   

上記以外の従業者数                            10   
               

 小         計 11   
      

 

         

 

   合               計 

 
12 
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[記入上の注意（共通事項）] 
１ この様式は、新潟県産業立地を促進するための県税の特例に関する条例施行規則（平成 15 年規則第 43 号）第４号様式付表の従業者数の算出の明細として作成するものであり、

付表に添付して２部提出すること。ただし、その行う主たる事業が電気供給業（電気事業法第２条第１項第２号に規定する小売電気事業（これに準ずるものを含む。）を除く。）、

ガス供給業又は倉庫業の法人にあっては不要であること。 

２「事業用家屋、設備及び事務所等の区分」の「産業立地促進地域に新設又は増設した事業用家屋」欄には、不均一課税の対象となる事業用家屋の名称を記載すること。 
３「従業者の区分」は次によるものであること。 

「資本金１億円以上の法人の工場の従業者数」とは、地方税法第 72 条の 48 第４項第１号に規定する事務所又は事業所の従業者数をいうものであること。 

 

[記載要領その１] 過疎条例等の課税免除又は不均一課税の適用がない法人の場合 
 

１「過疎条例等の課税免除又は不均一課税の適用を受ける設備」の各欄については記載を要しないものであること。 

２「月末現在の従業者数ア」                                

(1) １～４、９及び 10 の各欄には、新規採用、配置転換等を問わず、各月末現在において、その事業用家屋又は事務所等に従事する者の数を記載し、一の従業者が２以上の事
業用家屋又は事務所等に従事している場合は、重複して計上することなく、勤務時間その他の事情を考慮の上、各欄に適宜振り分けて記載すること。 

(2) 「産業立地促進地域に新設又は増設した事業用家屋」欄（１～４の各欄）は、不均一課税の対象となる事業用家屋で従事する従業者について記載すること。 

(3) 「新潟県内に有する事務所又は事業所の従業者で１から８までに掲げる者以外の者」欄（９及び 10 の各欄）は、(2)に該当する従業者以外の従業者について記載すること。 

３「期末現在の従業者数イ」 
１～４、９及び 10 の各欄には、法人税の課税標準の算定期間（以下「算定期間」という。）の末日現在の従業者数を前記２に準じて記載すること。 

４「従業者数ウ」 

「産業立地促進地域に新設又は増設した事業用家屋」欄（１～４の各欄）及び「新潟県内に有する事務所又は事業所の従業者で１から８までに掲げる者以外の者」欄（９及び

10 の各欄）には、「期末現在の従業者数イ」欄の数値を記載すること。 
ただし、次のアからウに該当する場合にあっては、それぞれの算式によって算出した従業者数を記載すること。 

また、２以上の事務所又は事業所がある場合の９及び 10 欄の各欄については、各事務所又は事業所ごとの数値の合計数値を記載すること。 

 

ア 算定期間の中途に、新設又は増設した事業用家屋又は新設した事務所等 

当該事業用家屋を事業の用に供した日から算定期間の末日までの月数又は当該事務所を新設した日から算定期間の末日までの月数 

    「期末現在の従業者数イ」× 

                                                      算定期間の月数 

イ 算定期間の中途に、廃止した事業用家屋又は事務所等 

算定期間の初日から当該事業用家屋又は事務所等を廃止した日までの月数 

  廃止された日の属する月の前月末現在の従業者数× 

                                                      算定期間の月数 

ウ 算定期間のうち事業用家屋又は事務所等の所在する期間の各月末現在の従業者数のうち最も多い数が最も少ない数の２倍を超える事業用家屋又は事務所等 

算定期間の各月の末日現在の従業者数を合計した数 

   

           算定期間の月数 

５「従業者数エ」 

資本金の額又は出資金の額が１億円以上の法人に限り次の要領で記載すること。  

ア １及び３欄は、「従業者数ウ」の数値に「従業者数ウ」の数値（「従業者数ウ」の数値が奇数である場合は、当該数値に１を加えた数値）の２分の１の数値を加えた数

値を記載すること。 
イ ２、４及び 10 欄は、「従業者数ウ」の数値を記載すること。 

ウ ９欄は、事務所又は事業所ごとの「従業者数ウ」の数値に「従業者数ウ」の数値（「従業者数ウ」の数値が奇数である場合は、当該数値に１を加えた数値）の２分の１

の数値を加えた数値の合計数値を記載すること。  



 

[記載要領その２] 過疎条例等の課税免除又は不均一課税の適用がある法人の場合 
 

１「月末現在の従業者数ア」 

(1) １～４、９及び 10 の各欄には、新規採用、配置転換等を問わず、各月末現在において、その事業用家屋、設備又は事務所等に従事する者の数を記載し、一の従業者が２以

上の事業用家屋、設備又は事務所等に従事している場合は、重複して計上することなく、勤務時間その他の事情を考慮の上、各欄に適宜振り分けて記載すること。 
(2) 「産業立地促進地域に新設又は増設した事業用家屋」欄（１～４の各欄）は、不均一課税の対象となる事業用家屋で従事する従業者について記載すること。ただし、新潟

県過疎地域における工場等の誘致等に関する条例（令和３年新潟県条例第 28 号）、新潟県離島振興対策実施地域における工場等の誘致等に関する条例（平成５年新潟県条例

第 28 号）、新潟県産業拠点強化を促進するための県税の特例に関する条例（平成 27 年新潟県条例第 50 号）又は新潟県地域経済牽引事業の促進のための奨励措置に関する条

例（平成 20 年新潟県条例第 16 号）（以下「過疎条例等」という。）により課税免除又は不均一課税の適用を受ける設備（以下「課税免除等対象設備」という。）に直接従
事する従業者（７欄又は８欄に記載される従業者）を除く。 

(3) 「過疎条例等の課税免除又は不均一課税の適用を受ける設備」欄（７及び８欄）は、不均一課税の適用を受ける法人が不均一課税の適用を受ける事業年度において課税免

除等対象設備を有している場合に、当該課税免除等対象設備に従事する従業者について次により記載すること。 

ア ７欄「直接従事する従業者の数」には、新潟県過疎地域における工場等の誘致等に関する条例施行規則（令和３年新潟県規則第 45 号、以下「過疎規則」という。）
第３号様式付表２⑦欄、新潟県離島振興対策実施地域における工場等の誘致等に関する条例施行規則（平成５年新潟県規則第 87 号、以下「離島規則」という。）第３

号様式付表２⑦欄、新潟県税事務処理要綱第２章第３節第 15 の６、３（1）に規定する別記様式 14 の３の２（以下、「様式 14 の３の２」という。）、３欄及び新潟

県税事務処理要綱第２章第３節第 15 の７、４（1）に規定する別記様式 14 の３の３（以下、「様式 14 の３の３」という。）５欄及び６欄の数値の合計数値を記載す

ること。 
イ ８欄「事務職員等の数」には、過疎規則第３号様式付表２⑧欄及び離島規則第３号様式付表２⑧欄の数値のうち、不均一課税の適用を受ける指定家屋に従事する従

業者数以外の数値の合計数値を記載すること。 

(4) 「新潟県内に有する事務所又は事業所の従業者で１から８までに掲げる者以外の者」欄は、前記(2)及び(3)に該当する従業者以外の従業者について記載すること。 

２「期末現在の従業者数イ」 
１～４、９及び 10 の各欄には、法人税の課税標準の算定期間（以下「算定期間」という。）の末日現在の従業者数を前記１に準じて記載すること。 

３「従業者数ウ」 

(1) 「産業立地促進地域に新設又は増設した事業用家屋」欄（１～４の各欄）及び「新潟県内に有する事務所又は事業所の従業者で１から８までに掲げる者以外の者」欄（９及

び 10 の各欄）については、[記載要領その１]に準じて記載すること。 
(2) 「過疎条例等の課税免除又は不均一課税の適用を受ける設備」欄（７及び８欄）については、過疎規則、離島規則の各様式「新設し、又は増設した設備に直接従事する従業

者数」及び「新設し、又は増設した設備に伴う事務職員等の数」、様式 14 の３の２「新設又は増設した設備の従業者数」並びに様式 14 の３の３「資本金１億円以上の法人

の工場の従業者数」及び「上記以外の従業者数」の記載要領に準じて記載すること。 

４「従業者数エ」 
(1) 「従業者数エ」欄は、資本金の額又は出資金の額が１億円以上の法人に限り次の要領で記載すること。 

ア １及び３欄は、新設又は増設した事業用家屋が製造業を行う法人の工場である場合の従業者について、「従業者数ウ」の数値に「従業者数ウ」の数値（「従業者数ウ」

の数値が奇数である場合は、当該数値に１を加えた数値）の２分の１の数値を加えた数値を記載すること。 

イ ２、４及び 10 欄は、「従業者数ウ」の数値を記載すること。 
ウ ９欄は、工場である事務所又は事業所ごとの「従業者数ウ」の数値に「従業者数ウ」の数値（「従業者数ウ」の数値が奇数である場合は、当該数値に１を加えた数値）

の２分の１の数値を加えた数値の合計数値を記載すること。 

エ ７欄は、過疎条例等の適用を受ける設備ごとに、前記アに準じて計算した数値の合計数値を記載すること。 

 なお、過疎規則第３号様式付表２⑦欄、離島規則第３号様式付表２⑦欄、様式 14 の３の２、３欄並びに様式 14 の３の３、５欄及び６欄の数値の合計数値と一致するも
のであること。 

オ ８欄は、課税免除等対象設備に直接従事する従業者以外の従業者のうち、不均一課税の対象となる従業者以外の従業者について、前記アに準じて計算した数値の合計数

値を記載すること。 

 
 

-
 
1
1
8

□7

□2
 - 



別記様式 14 の３の２（第 15 の６、４） 

事業年度  法人名  

 

 
設備の名称 従 業 者 の 区 分 

月 末 現 在 の 従 業 者 数   ア 期 末 現

在 の 従

業者数  

 イ 

事業税の課税標準の分割の基礎 

  

 月 

 末 

     

 月  

 末  

        

 月      

末  

        

 月      

末  

        

 月      

末  

        

 月      

末  

        

 月      

末 

        

 月      

末     

        

 月      

末  

 

 月     

末  

 

 月      

末  

 

 月      

末  

 

  計 

      
従業者数 

  ウ 

 ウの算式 

 

従業者数 

  エ 

新 

設 

又 

は 

増 

設 

し 

た 

設 

備 

 

 

新設又は増設した設備の 

従業者数 
１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

    

 

 

 

新設又は増設した設備の 

従業者数 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 小   計 

 

新設又は増設した設備の 

従業者数 

 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新潟県内に有する事 

務所又は事業所の従 

業者で１から３まで 

に掲げる者以外の者 

 

 

資本金１億円以上の法人の                         

工場の従業者数  
４  

                

 

上記以外の従業者数        ５  

                

小         計 ６  

                

合               計 ７ 
 

 

                

 



[記入上の注意] 

１ この様式は、新潟県産業拠点強化を促進するための県税の特例に関する条例施行規則（平成 27 年新潟県規則第 55 号）第１号様式付表の従業者数の算出の明細として作成する

ものであり、付表に添付して２部提出すること。ただし、その行う事業が電気供給業（電気事業法第２条第１項第２号に規定する小売電気事業（これに準ずるものを含む。）を除

く。）、ガス供給業、倉庫業、鉄道事業又は軌道事業の法人にあっては不要であること。 

２「新設又は増設した設備」欄には、課税免除又は不均一課税の対象となる設備の名称を記載すること。 

３「従業者の区分」は次によるものであること。 

「資本金１億円以上の法人の工場の従業者数」とは、地方税法第 72 条の 48 第４項第１号に規定する事務所又は事業所の従業者数をいうものであること。 

４「月末現在の従業者数ア」 

(1) １、２、４及び５の各欄には、新規採用、配置転換等を問わず、各月末現在において、その設備又は事務所等に従事する者の数を記載し、一の従業者が２以上の設備又は

事務所等に従事している場合は、重複して計上することなく、勤務時間その他の事情を考慮の上、各欄に適宜振り分けて記載すること。 

(2) 「新設又は増設した設備」欄（１、２の各欄）は、課税免除又は不均一課税の対象となる設備で従事する従業者について記載すること。 

(3) 「新潟県内に有する事務所又は事業所の従業者で１から３までに掲げる者以外の者」欄（４及び５の各欄）は、(2)に該当する従業者以外の従業者について記載すること。 

５「期末現在の従業者数イ」 

１、２、４及び５の各欄には、法人税の課税標準の算定期間（以下「算定期間」という。）の末日現在の従業者数を前記４に準じて記載すること。 

６「従業者数ウ」 

「新設又は増設した設備」欄（１、２の各欄）及び「新潟県内に有する事務所又は事業所の従業者で１から３までに掲げる者以外の者」欄（４及び５の各欄）には、「期末現

在の従業者数イ」欄の数値を記載すること。 

ただし、次のアからウに該当する場合にあっては、それぞれの算式によって算出した従業者数を記載すること。 

また、２以上の事務所又は事業所がある場合の４及び５欄の各欄については、各事務所又は事業所ごとの数値の合計数値を記載すること。 

 

ア 算定期間の中途に、新設又は増設した設備又は事務所等 

当該設備又は事務所等を事業の用に供した日から算定期間の末日までの月数 

    「期末現在の従業者数イ」×              算定期間の月数 

 

イ 算定期間の中途に、廃止した設備又は事務所等 

算定期間の初日から当該設備又は事務所等を廃止した日までの月数 

  廃止された日の属する月の前月末現在の従業者数×           算定期間の月数 

 

ウ 算定期間のうち設備又は事務所等の所在する期間の各月末現在の従業者数のうち最も多い数が最も少ない数の２倍を超える設備又は事務所等 

算定期間の各月の末日現在の従業者数を合計した数 

           算定期間の月数 

７「従業者数エ」 

資本金の額又は出資金の額が１億円以上の法人に限り次の要領で記載すること。  

ア １、２及び５欄は、「従業者数ウ」の数値を記載すること。 

イ ４欄は、事務所又は事業所ごとの「従業者数ウ」の数値に「従業者数ウ」の数値（「従業者数ウ」の数値が奇数である場合は、当該数値に１を加えた数値）の２分の１

の数値を加えた数値の合計数値を記載すること。   

 

 



別記様式 14 の３の３（第 15 の７、４、(1)） 

事業年度   法人名 
 

事業用家屋、設備及 

び事務所等の区分 
従 業 者 の 区 分 

月 末 現 在 の 従 業 者 数   ア 期 末 現

在 の 従

業者数       

 イ 

 事業税の課税標準の分割の基礎 

 

 月 

 末 

   

 月  

 末  

 

 月      

末  

       

 月      

末  

        

 月      

末  

       

 月      

末  

       

 月      

末  

       

 月      

末  

       

 月      

末  

       

 月      

末  

      

 月      

末  

        

 月      

末  

 

  計 従業者数 

  ウ 

ウの算式 

 

従業者数 

  エ 
承 

認 

地 

域 

経 

済 

牽 

引 

事 

業 

の 

用 

に 

供 

す 

る 

事 

業 

用 

家 

屋 

又 

は 

設 

備 

 

 

資本金１億円以上の法人の 

工場の従業者数 
１ 

               

 

 

 

 

上記以外の従業者数 

 
２ 

                

 

 

 

 

 

資本金１億円以上の法人の                        

工場の従業者数 
３ 

          

 

       

上記以外の従業者数 

 
４ 

                 

小   計 

資本金１億円以上の法人の 

工場の従業者数 
５ 

                 

上記以外の従業者数 ６ 

                 

過疎条例等の課税免

除又は不均一課税の

適用を受ける設備 

直接従事する従業者の数 ７ 
                 

事務職員等の数 ８                  

新潟県内に有する事

務所又は事業所の従

業者で１から８まで

に掲げる者以外の者 

資本金１億円以上の法人の                         

工場の従業者数            
９ 

                 

上記以外の従業者数                            10                  

小         計 11 
                 

   合               計 12 

                 

 

 



[記入上の注意（共通事項）] 

１ この様式は、新潟県地域経済牽引事業の促進のための奨励措置に関する条例施行規則（平成 20 年規則第 24 号）第１号様式付表の従業者数の算出の明細として作成するもので

あり、付表に添付して２部提出すること。ただし、その行う承認地域経済牽引事業が電気供給業（電気事業法第２条第１項第２号に規定する小売電気事業（これに準ずるものを含

む。）を除く。）、ガス供給業、倉庫業、鉄道事業又は軌道事業の法人にあっては不要であること。 

２「事業用家屋、設備及び事務所等の区分」の「承認地域経済牽引事業の用に供する事業用家屋又は設備」欄には、不均一課税の対象となる事業用家屋の名称を記載すること。 

３「従業者の区分」は次によるものであること。 

「資本金１億円以上の法人の工場の従業者数」とは、地方税法第 72 条の 48 第４項第１号に規定する事務所又は事業所の従業者数をいうものであること。 

 

[記載要領その１] 過疎条例等の課税免除又は不均一課税の適用がない法人の場合 

 

１「過疎条例等の課税免除又は不均一課税の適用を受ける設備」の各欄については記載を要しないものであること。 

２「月末現在の従業者数ア」 

(1) １～４、９及び 10 の各欄には、新規採用、配置転換等を問わず、各月末現在において、その事業用家屋、設備又は事務所等に従事する者の数を記載し、一の従業者が２以

上の事業用家屋、設備又は事務所等に従事している場合は、重複して計上することなく、勤務時間その他の事情を考慮の上、各欄に適宜振り分けて記載すること。 

(2) 「承認地域経済牽引事業の用に供する事業用家屋又は設備」欄（１～４の各欄）は、不均一課税の対象となる事業用家屋又は設備に従事する従業者について記載すること。 

(3) 「新潟県内に有する事務所又は事業所の従業者で１から８までに掲げる者以外の者」欄（９及び 10 の各欄）は、(2)に該当する従業者以外の従業者について記載すること。 

３「期末現在の従業者数イ」 

１～４、９及び 10 の各欄には、法人税の課税標準の算定期間（以下「算定期間」という。）の末日現在の従業者数を前記２に準じて記載すること。 

４「従業者数ウ」 

「承認地域経済牽引事業の用に供する事業用家屋又は設備」欄（１～４の各欄）及び「新潟県内に有する事務所又は事業所の従業者で１から８までに掲げる者以外の者」欄

（９及び 10 の各欄）には、「期末現在の従業者数イ」欄の数値を記載すること。 

ただし、次のアからウに該当する場合にあっては、それぞれの算式によって算出した従業者数を記載すること。 

また、２以上の事務所又は事業所がある場合の９及び 10 欄の各欄については、各事務所又は事業所ごとの数値の合計数値を記載すること。 

 

ア 算定期間の中途に、新設又は増設した事業用家屋又は新設した事務所等 

当該事業用家屋を事業の用に供した日から算定期間の末日までの月数又は当該事務所を新設した日から算定期間の末日までの月数 

    「期末現在の従業者数イ」× 

                                                      算定期間の月数 

イ 算定期間の中途に、廃止した事業用家屋又は事務所等 

算定期間の初日から当該事業用家屋又は事務所等を廃止した日までの月数 

  廃止された日の属する月の前月末現在の従業者数× 

                                                      算定期間の月数 

ウ 算定期間のうち事業用家屋又は事務所等の所在する期間の各月末現在の従業者数のうち最も多い数が最も少ない数の２倍を超える事業用家屋又は事務所等 

算定期間の各月の末日現在の従業者数を合計した数 

   

           算定期間の月数 

５「従業者数エ」 

資本金の額又は出資金の額が１億円以上の法人に限り次の要領で記載すること。  

ア １及び３欄は、「従業者数ウ」の数値に「従業者数ウ」の数値（「従業者数ウ」の数値が奇数である場合は、当該数値に１を加えた数値）の２分の１の数値を加えた数

値を記載すること。 

イ ２、４及び 10 欄は、「従業者数ウ」の数値を記載すること。 

ウ ９欄は、事務所又は事業所ごとの「従業者数ウ」の数値に「従業者数ウ」の数値（「従業者数ウ」の数値が奇数である場合は、当該数値に１を加えた数値）の２分の１

の数値を加えた数値の合計数値を記載すること。 



[記載要領その２] 過疎条例等の課税免除又は不均一課税の適用がある法人の場合 
 

１「月末現在の従業者数ア」 

(1) １～４、９及び 10 の各欄には、新規採用、配置転換等を問わず、各月末現在において、その事業用家屋、設備又は事務所等に従事する者の数を記載し、一の従業者が２以

上の事業用家屋、設備又は事務所等に従事している場合は、重複して計上することなく、勤務時間その他の事情を考慮の上、各欄に適宜振り分けて記載すること。 
(2) 「承認地域経済牽引事業の用に供する事業用家屋又は設備」欄（１～４の各欄）は、不均一課税の対象となる事業用家屋又は設備に従事する従業者について記載すること。

ただし、新潟県過疎地域における工場等の誘致等に関する条例（令和３年新潟県条例第 28 号）、新潟県離島振興対策実施地域における工場等の誘致等に関する条例（平成５

年新潟県条例第 28 号）又は新潟県産業拠点強化を促進するための県税の特例に関する条例（平成 27 年新潟県条例第 50 号）（以下「過疎条例等」という。）により課税免除

又は不均一課税の適用を受ける設備（以下「課税免除等対象設備」という。）に直接従事する従業者（７欄又は８欄に記載される従業者）を除く。 
(3) 「過疎条例等の課税免除又は不均一課税の適用を受ける設備」欄（７及び８欄）は、不均一課税の適用を受ける法人が不均一課税の適用を受ける事業年度において課税免

除等対象設備を有している場合に、当該課税免除等対象設備に従事する従業者について次により記載すること。 

ア ７欄「直接従事する従業者の数」には、新潟県過疎地域における工場等の誘致等に関する条例施行規則（令和３年新潟県規則第 45 号、以下「過疎規則」という。）

第３号様式付表２⑦欄、新潟県離島振興対策実施地域における工場等の誘致等に関する条例施行規則（平成５年新潟県規則第 87 号、以下「離島規則」という。）第３
号様式付表２⑦欄及び新潟県税事務処理要綱第２章第３節第 15 の６、３(1)に規定する別記様式 14 の３の２（以下「様式 14 の３の２」という。）、３欄の数値の合

計数値を記載すること。 

イ ８欄「事務職員等の数」には、過疎規則第３号様式付表２⑧欄及び離島規則第３号様式付表２⑧欄の数値のうち、不均一課税の適用を受ける指定家屋に従事する従

業者数以外の数値の合計数値を記載すること。 
(4) 「新潟県内に有する事務所又は事業所の従業者で１から８までに掲げる者以外の者」欄は、前記(2)及び(3)に該当する従業者以外の従業者について記載すること。 

２「期末現在の従業者数イ」 

１～４、９及び 10 の各欄には、法人税の課税標準の算定期間（以下「算定期間」という。）の末日現在の従業者数を前記１に準じて記載すること。 

３「従業者数ウ」 
(1) 「承認地域経済牽引事業の用に供する事業用家屋又は設備」欄（１～４の各欄）及び「新潟県内に有する事務所又は事業所の従業者で１から８までに掲げる者以外の者」欄

（９及び 10 の各欄）については、[記載要領その１]に準じて記載すること。 

(2) 「過疎条例等の課税免除又は不均一課税の適用を受ける設備」欄（７及び８欄）については、過疎規則、離島規則の各様式「新設し、又は増設した設備に直接従事する従業

者数」及び「新設し、又は増設した設備に伴う事務職員等の数」並びに様式 14 の３の２「新設又は増設した設備の従業者数」の記載要領に準じて記載すること。 
４「従業者数エ」 

(1) 「従業者数エ」欄は、資本金の額又は出資金の額が１億円以上の法人に限り次の要領で記載すること。 

ア １及び３欄は、新設又は増設した事業用家屋が製造業を行う法人の工場である場合の従業者について、「従業者数ウ」の数値に「従業者数ウ」の数値（「従業者数ウ」

の数値が奇数である場合は、当該数値に１を加えた数値）の２分の１の数値を加えた数値を記載すること。 
イ ２、４及び 10 欄は、「従業者数ウ」の数値を記載すること。 

ウ ９欄は、工場である事務所又は事業所ごとの「従業者数ウ」の数値に「従業者数ウ」の数値（「従業者数ウ」の数値が奇数である場合は、当該数値に１を加えた数値）

の２分の１の数値を加えた数値の合計数値を記載すること。 

エ ７欄は、過疎条例等の適用を受ける設備ごとに、前記アに準じて計算した数値の合計数値を記載すること。 
 なお、過疎規則第３号様式付表２⑦欄、離島規則第３号様式付表２⑦欄及び様式 14 の３の２、３欄の数値の合計数値と一致するものであること。 

オ ８欄は、課税免除等対象設備に直接従事する従業者以外の従業者のうち、不均一課税の対象となる従業者以外の従業者について、前記アに準じて計算した数値の合計数

値を記載すること。 
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1
8
8

□7

□7
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申告区分

 

年　月　日

期間月数

納付すべき特別法人事業税額（11） 円 月

前事業年度の特別法人事業税額 円

前事業年度

～

年　月　日

の 収　入　割                  円

この申告の期間

年　月　日

～

年　月　日

内 法第72の２第１項第３号に掲げる事業

訳 所　得　割

収　入　割                  円

                 円

付加価値割 円

資　本　割                  円

円

付加価値割 円

(10) 資　本　割 円

 
円納付すべき事業税額（10）        　　　　　円  均等割額  年額×(6)/12   　(7)

法第72条の２第１項第１号又は第２号に掲げる事業

納付すべき県民税額   (8) 円
所　得　割

収　入　割                  円 均
 
等
 
割

 算定期間中において事業
 

月
月　数　換　算 ――

 所等を有していた月数   (6)

 納付すべき

付加価値割 円  納付すべき
 

円資　本　割                  円  法人税割額    (3)×＿/(4)  (5)

法第72条の２第１項第３号に掲げる事業
 前事業年度の月数  (4)

 
月訳 所　得　割                  円

(9) 資　本　割 円
 差引法人税割額  　(3)

 
円の 収　入　割                  円

前事業年度に係る法人税割額
(1)

 
円

法第72条の２第１項第１号又は第２号に掲げる事業
同上のうち使途秘匿金税額等に係る
法人税額  　　         　(2)

 
円

 すべき税額                    円                    円                   円

み　　　　な　　　　す　　　　申　　　　告　　　　の　　　　内　　　　容

事        業        税 県         民         税

所　得　割 円

付加価値割 円

前事業年度の事業税額  　　 (9)
                 円

　
法
　
人
　
税
　
割

内

期　　限

 みなす申告により納付 事　　 業　 　税 特別法人事業税 県　　民　　税

記

法人課税信託の名称

年　　月　　日～　　年　　月　　日
申告納付

年　　月　　日事業年度

       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新潟県

　法人県民税、法人事業税、特別法人事業税の中間申告が下記申告納付期限までにありませんでしたが、地方税法第53
条第１項及び第３項並びに第72条の26第５項の規定により、下記のとおり申告があったものとみなされましたのでお知
らせします。

別記様式15（第19、５、(1)）

管 理 番 号

年 　月　 日
  〒

 　　　　　　　　　　　　　　　様

特 別 法 人 事 業 税

法 人 県 民 税 ・ 法 人 事 業 税

のみなす申告に係るお知らせ

- 118~8 -



1

2

送付先住所

様

納付場所

延滞金

 備考

〒

　年　月　日から納付の日までの期間（地方税法第56条第３項又は第72条の
44）第３項に規定する期間を除く。）については、税額に年14.6%（この通知書
により納付すべき税額の納期限までの期間又は当該納期限の翌日から１月を経
過）する日までの期間については年7.3%）の割合を乗じて計算します。ただ
し、以下の場合にあっては、それぞれ以下に定める割合を乗じて計算します。
【平成26年1月1日以後令和２年12月31日以前の期間】
　当該期間の属する各年の特例基準割合（当該年の前年に租税特別措置法第93
条第２項の規定により告示された割合に年1％の割合を加算した割合）が年
7.3％の割合に満たない場合は、その年中においては、年14.6％の割合にあって
は特例基準割合に年7.3 ％の割合を加算した割合、年7.3％の割合にあっては特
例基準割合に年１％の割合を加算した割合（当該加算した割合が年7.3％の割合
を超える場合は年7.3％の割合）
【令和３年１月１日以後の期間】
　当該期間の属する各年の延滞金特例基準割合（租税特別措置法第93条第２項
に規定する平均貸付割合に年１％の割合を加算した割合）が年7.3％の割合に満
たない場合は、その年中においては、年14.6％の割合にあっては延滞金特例基
準割合に年7.3 ％の割合を加算した割合、年7.3％の割合にあっては延滞金特例
基準割合に年１％の割合を加算した割合（当該加算した割合が年7.3％の割合を
超える場合は年7.3％の割合）

　計算の基礎となる税額及び計算した延滞金の端数の取扱いについては、地方
税法第20条の４の２の例によります。
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7

8

9

10

11

12

7 13

14

15

税額  15×260 16

1 17

2 18

3 税額  18× 19

4 20

5 税額  20× 21

6 22

23 48

24 49

25 50

26 51

27 52

28 53

29 54

31 56

32 57

33

34 58

35 50万円超　300万円以下 59

36 60

37 61

38 50万円超　300万円以下 62

39 63

40 64

41 65

42 66

43 67

68

69

70

47

備考

別記様式16 （第19､11)

法人事業税・特別法人事業税又は地方法人特別税加算金計算書

法 人 名
法人名及び法人
課税信託の名称

申 告 又 は 更 正 決 定 等 の 内 訳

区 分 申 告 額 ァ 更正決定額 ィ 増 減 額 ゥ

所

得

割
　・　・

　・　・

確定申告書提出期限

確定申告書提出年月日

計

所

得

金

額

年　　万円以下

8× /100

年　　万円～　　万円

事業年度

年　　万円超

区 分 金 額 /100

計

税

額

7× /100

9× /100

特

別

税

課　税　標　準所得金額の内訳

申告額 合　　　計　　　14 + 16
所

得
更正・決定額 収

入

割

収　入　金　額

差引 /100

同
上
の
内
訳

重加算金対象 特

別

税

課　税　標　準

過少申告対象 /100

その他 　合　　　計　　 　19 + 21　

当該修正(更正）の税額年　　万円～　　万円

加 算 金 額 の 計 算

重

加

算

金

額

の

計

算

所

得

改 訂 金 額 2-4

当初(期限後)又は決定の税額　ア
又はイの17、22

年　　万円以下(分割後)

年　　万円超

累積納付税額　49-48又は51-48

事

業

税

24× /100

当該納付すべき税額
49又は50-51

25× /100

過重対象金額
(49-35又は50-35)-50万円

26× /100

30計

過

少

申

告

加

算

金

額

の

計

算

当初（期限内）の税額
(事業税・特別税の合算

額）

当該修正（更正）の税額(〃)

当該修正（更正）前の税額(〃)

累積不足税額  40-39

当該不足税額   40-41

/100
/100

過少申告加算金（普通分）
( 43 - 35 ) ×
/100

46

　計 45+46

過重対象金額
42-35-(39又は50万円の
いずれか多い額)

44

過 重 加 算 金 額

45
判定 44≧43…43×

44＜43…44×

累積
納付
税額

加算後
累積

納付税額

72条の46③による過重加算金額
判定　54≧53･･･53×   /100
　　　54＜53･･･54×   /100

当該修正(更正）前の税額

72条の46
④による
加重加算

金額

 (58-61)×　　/100

300万円超

50万円以下

　　　計　55＋56　又は　56+67

既納付不申告加算金

小計

50万円以下

加算後累積納付税額

不申告加算金（普通分）
 (49-35,53-35又は50)×  /100

加算金 35× /100

既 納 付 重 加 算 金

差引納付すべき額   36-37

 合  計　　30　＋32

ｲの17，22の税額

重加算金対象税額  34-33

特

別

税

 課　税　標　準

税額　31× /100
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不
　
申
　
告
　
加
　
算
　
金
　
額
　
の
　
計
　
算

 (60-63)×　　/100

 (59-62)×　　/100

予定・中間申告の税額

300万円超

　72条の46④による過重加算金額
　　57 > 300万円…64~66の加重有

差引納付すべき額　68-69

55



1 7 13 19

2 8 14 20

3 9 15 21

4 10 16 22

5 11 17 23

6 12 18 24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42 62

43 63

44 64

45 65

46 66

47 67

48

49

50 69

51 70

52 71

53 72

54

55

57

58

59

60 76

77

87

88

79 89

80 90

81 91

82 92

93

94

95

96

97

98

86 99

※延滞金の算定において、増の割と減の割があった場合、必ずしも「重加算金対象税額64」が除算期間不適用税額とはなりません。

別記様式17　( 第19, 12 )

当該納付すべき税額
78又は79-78

72条の46③による過重加算金額
判定　83≧82･･･82×  /100
　　　83＜82･･･83×  /100

84

特

別

税

課　税　標　準

累積納付税額78-77又は79-77

合　　　　　計　 61

当該修正（更正）の税額

当該修正(更正）前の税額

当初(期限後)又は決定の税額
ア又はイの41の税額

法 人 名
法人名及び法人
課税信託の名称

申　　告　　額

更正・決定額

課　　　　税　　　　標　　　　準　　　　額　　　　の　　　　内　　　　訳

重加算金対象

加　　　　　算　　　　　金　　　　　額　　　　　の　　　　　計　　　　　算

重

加

算

金

額

の

計

算

56

 増　　　減　　　額　　　ゥ

資　本　金　等　の　額 収　　入　　金　　額

課 税 標 準

所 　得 　金 　額 付　加　価　値　額

特別税

加算金　　64×     /100

既 納 付 重 加 算 金

申　　　告　　　又　　　は　　　更　　　正　　　決　　　定　　　等　　　の　　　内　　　訳

申　　告　　　額　　　　ァ 更　 正　 決　 定　 額　　ィ

事 業 年 度

過少申告対象

年　　万円超

計

/ 10025 ×

区　　　　　　　　　　分

所
得
金
額

その他

年　　万円以下

年　　万円～ 　　万円

資

本

割

計

/ 100

/ 100

付

加

割

改訂資本等の額 (14-16)

計

/ 100

43 × / 100

税　額

税　額

付 加 価 値 額

収入割

所

得

割

27 ×

26 ×

税　額 37×　　/100

39×　　/100

年　　万円以下（分割後）

改訂所得金額 (2-4)

年　　万円～ 　　万円

合　　　計

区　　　　　分

差　　　　　引

57×　/100

過重加算金額

当該不足税額　69-70

当該修正（更正）前の税額(〃)

収

入

割

資 本 等 の 金 額

収 入 金 額

税

額

同

上

の

内

訳

所

得

割

付加価
値割

資本割

税

額

年　　万円超

税　額

税　額 35×　　/100

33×　　/100

確定申告書提出期限 　　　・　　　　・　　　

確定申告書提出年月日

過
少
申
告
加
算
金
額
の
計
算

　　　・　　　　・　　　

税　額

50 の付加価値額(分割後)

54×　/100

税　額 51×　/100

45 ×

改訂収入金額(20-22)

改訂付加価値額（8-10)

53の資本等の額(分割後)

56 の収入金額(分割後)

75

計　　74 + 75

74

過重対象金額
71-64-(68又は50万円のいずれか多い額）

73

当該修正（更正）の税額(〃)

イの41の税額

法人事業税・特別法人事業税又は地方法人特別税加算金計算書（外形標準課税対象法人）

78

差引納付すべき額　85-86

税　額 59×　/100

ウの41の税額

重加算金対象税額（62-61又
は63のいずれか少ない額）

差引納付すべき額  65-66

重
加
算
金
額
の
計
算

当初（期限内）の税額（事
業税・特別税の合算額）

44 × / 100

判 定
 73≧72 … 72× /100
 73＜72 … 73× /100

累積不足税額　69-68

68

過少申告加算金（普通分）
 (72 - 64 ) ×   / 100

(88-91)×　　/100

予定・中間申告の税額

不申告加算金（普通分）

(78-64､82-64又は79)×　　/100
85

過重対象金額
(78-64又は79-64)-50万円

83

累積
納付
税額

50万円以下

50万円超 300万円以下

300万円超

(87-90)×　　/100
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不
申
告
加
算
金
額
の
計
算

備考

(89-92)×　　/100

72条の46④による加重加算金額
 86 ＞ 300万円…93～95の加重有

既納付不申告加算金

計　　　83＋84

　小計

72条の
46④に
よる
加重
加算
金額

加算後累積納付税額

加算後
累積
納付
税額

50万円以下

50万円超 300万円以下

300万円超



1 7 13 19 25 31 37 43

2 8 14 20 26 32 38 44

3 9 15 21 27 33 39 45

4 10 16 22 28 34 40 46

5 11 17 23 29 35 41 47

6 12 18 24 30 36 42 48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

66

67

68

69

70

71

72

73

74

75

76

77

97 112

113

114

115

116

117

100 119

101 120

102 121

103 122

104

105

107

108

109

110 126

135 143

136 144

145

146

137 147

138 148

139 149

140

141

142

※延滞金の算定において、増の割と減の割があった場合、必ずしも「重加算金対象税額110」が除算期間不適用税額とはなりません。

特別税

第１号所得割に
係る特別法人事
業税額

課 税 標 準

税　額 71×    /100

第２号収入割に
係る特別法人事
業税額

課 税 標 準

税　額 107×　/100

所

得

割

改訂所得金額 (26-28)

税

額

94

95

96

92

87

88

89

90

91

93

改訂付加価値額（32-34)

134

当初(期限後)又は決定の税額
ア又はイの77の税額

過重加算金額
判定　133≧132･･･132×  /100
　　　133＜132･･･132×  /100

課　税　標　準

税　額 109×　/100

改訂資本等の額 (38-40)

99の資本等の額(分割後)

税　額 104×　/100

改訂収入金額(44-46)

106 の収入金額(分割後)

付

加

割

特

別

税

資

本

割

106

78

79

80

81

82

83

84

改訂収入金額(20-22)

88 の収入金額(分割後)

収

入

割93×　/100税　額

課　税　標　準

95×　/100税　額

計

重

加

算

金

額

の

計

算

所

得

割

税

額

付

加

割

資

本

割

収

入

割

特

別

税

改訂所得金額 (2-4)

年　　万円以下（分割後）

年　　万円～ 　　万円

年　　万円超

改訂付加価値額（8-10)

82 の付加価値額(分割後)

83×　/100

/ 100

78 ×

税　額

改訂資本等の額 (14-16)

85の資本等の額(分割後)

税　額

98 ×　/100

97の所得金額（分割後）

100 の付加価値額(分割後)

税　額 101×　/100

85

86

79 ×

80 ×

差引納付すべき額  115-116

重
加
算
金
額
の
計
算

当初（期限内）の税額（事業
税・特別税の合算額）

/ 100

/ 100

第72条の２第１項第１号又は第２号に掲げる事業 法第72条の２第１項第３号に掲げる事業

98

99

所
得
金
額

加　　　　　算　　　　　金　　　　　額　　　　　の　　　　　計　　　　　算

ウの77の税額

重加算金対象税額（112-111又
は113のいずれか少ない額）

税　額 73×　　/100

第３号収入割に
係る特別法人事
業税額

課 税 標 準

税　額 75×    /100

合　　　計

所得金額

税額 63×  　/100

法第72条の２
第１項第１号
又は第２号に
掲げる事業

法第72条の２
第１項第３号
に掲げる事業

収入割
収 入 金 額

税　額 69×　　/100

資本割
資 本 等 の 金 額

税　額 67×　　/100

所得割

付加価値
割

付 加 価 値 額

税　額 65×　　/100

課　　　　税　　　　標　　　　準　　　　額　　　　の　　　　内　　　　訳

区　　　　　分
法第72条の２第１項第１号又は第２号に掲げる事業 法第72条の２第１項第３号に掲げる事業

所 　得 　金 　額

判 定
 123≧122 … 122× /100
 123＜122 … 123× /100

累積不足税額　119-118

118

過少申告加算金（普通分）
 (122 - 114 ) ×   / 100

125

計　　124 + 125

124

過重対象金額
121-114-(118又は50万円のいずれか多い額）

123

50 ×

年　　万円～ 　　万円

51 ×

/ 10049 ×

当該修正（更正）の税額(〃)

イの77の税額

加算金　　114×     /100

既 納 付 重 加 算 金

計

確定申告書提出期限 　　　・　　　　・　　　

確定申告書提出年月日

過
少
申
告
加
算
金
額
の
計
算

　　　・　　　　・　　　

86×　/100

差　　　　　引

過重加算金額

当該不足税額　119-120

当該修正（更正）前の税額(〃)

資 本 等 の 金 額

収 入 金 額

同

上

の

内

訳

所

得

割

付加価値
割

資本割

税

額

税　額

税　額 59×　　/100

57×　　/100

過少申告対象

年　　万円超

計

/ 100

付 加 価 値 額

その他

年　　万円以下

収入割

申　　　告　　　又　　　は　　　更　　　正　　　決　　　定　　　等　　　の　　　内　　　訳

区　　　　　　　　　　分 申　告　額　　ア 更　正　決　定　額　　イ 増　減　額　　ウ

税　額 61×　　/100

資　本　金　等　の　額

別記様式18　( 第19, 12 )

/ 100

法人事業税・特別法人事業税又は地方法人特別税加算金計算書（法第72条の２第１項第３号を併せて行う法人）

事業年度法 人 名
法人名及び法人
課税信託の名称

付　加　価　値　額 資　本　金　等　の　額 収　　入　　金　　額

合　　　　　計　 111

収　　入　　金　　額付　加　価　値　額

申　　告　　額

更正・決定額

重加算金対象

所 　得 　金 　額

不
申
告
加
算
金
額
の
計
算

予定・中間申告の税額 127

当該修正（更正）の税額

当該修正(更正）前の税額

累積納付税額　  128-127又は130-127

当該納付すべき税額
128又は129-127

過重対象金額
(128-114又は129-114)-50万円

128

129

130

131

132

133

不申告加算金（普通分）
(127-114､132-114又は129)×　　/100

加算後累積納付税額

加算後
累積
納付
税額

50万円以下

50万円超 300万円以下

300万円超

累積
納付
税額

50万円以下

50万円超 300万円以下

300万円超
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50万円以下

50万円超300万円以下

300万円超

小計

計　134＋135 又は 135+146

既納付不申告加算金

差引納付すべき額　147-148

備考

72条の46④による加重加算金額
　　＞300万円…143～145の加重有

72条の46④
による
加重加算
金額


